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新技術評価事例（コンクリート構造）－外ケーブル構造 
 
はじめに 
 
 近年、技術提案型の契約方法の導入や、公共工事費の縮減化が以前にも増して叫ばれており、

工期や工事費が縮減できる合理的な構造として新技術を用いた新たなコンクリート橋が採用さ

れるようになってきている。 
 しかし、そのような新技術が提案されても、「道路橋示方書に示す要求性能を満足しているの

かどうか」を技術的に評価しなければならず、何も分からずに設計を進め大きな問題に発展す

ることや、検証方法が分からないために採用に踏切れないケースも生じている。また、新技術

の設計では定性的な要求性能だけでなく、具体的な作用外力に対し、どのような変形が生じ各

部材にどのような影響が生じるのかも関連して設計していかなければならない。そのため、新

技術の採用には、高度な技術的判断が要求されることが多く、従来のみなし規定のように誰も

が画一的に設計を行えるものでなくなる。 
そこで、ＰＣ建協では最近のコンクリート橋における代表的な新技術を取り上げ、性能評価

に関する技術資料をまとめた。本資料では、コスト縮減が可能で幅広い普及が期待される下記

の構造について、技術評価の必要性の観点から道路橋示方書との関係を整理し、その着目要素

と検証方法の考え方など技術評価の方向性を明確にして、それに基づく検証事例を示した。各

新技術の紹介では「主な技術概要」、「技術評価の観点と方向性」、「検証事例」の３つの項目に

分け、道路橋示方書の要求性能に対する課題や検証事例等を紹介している。 
 

コンクリート橋における代表的な新技術の一覧 
外ケーブル構造 

広幅員一室箱桁構造 

リブ付き床版構造 合理化床版構造 

ストラット付き床版構造 

プレキャスト桁場所打ち接合構造（スプライスＰＣ構造） 

新しい桁連結構造（リンクスラブ構造） 

合成床版を有する合成Ｕ桁構造（Ｕコンポ橋） 

 
      本資料は、着色部の新技術を示す。 
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1. 主な技術概要 

 

外ケーブル構造は、一般に、ケーブルシステム、定着部、偏向部の３要素で構成され、その設計

においては、構成要素それぞれの性能照査に加え、外ケーブル構造の適用に伴う特性変化を考慮し

た全体構造に対する性能照査を実施することになる。橋梁の性能に影響を与える外ケーブル構造の

特性及び荷重・劣化作用は図-1.1に示すとおりであり、従来の内ケーブル構造に比べて同等以上の

安全性や耐久性を確保するためには、設計時において、これらに十分配慮する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.1 外ケーブル構造の特性及び作用 

ケーブルの偏心が変化 

平面保持の仮定が不成立 

張力の局部作用 

フレッティング疲労
ケーブルの腐食・振動 

偏向力の局部作用

このような外ケーブル構造の特性や作用が各部材に与える構造的な影響については、これまで多

くの研究があり、そこで得られた知見が道示や各種公的機関から発刊されたマニュアル類の内容に

反映されている。例えば、設計の基本事項や主げたの安全性照査については、道示の規定(Ⅲ18.5)

として示されており、さらに、定着部及び偏向部の安全性照査や外ケーブルの防食仕様・疲労対策

等の具体については、関連するマニュアル類により補完されている。 

このため、多くの場合、道示をはじめとする既存の設計基準を準用した慣用的な検証が可能であ

るが、外ケーブル構造は設計の自由度が高く、様々な構造形式への適用が可能な反面、細部仕様が

多岐に渡るため、橋梁の構造によっては、慣用法を適用する上での前提条件を満足せず、その準用

に疑義が生じる場合がある。このような場合には、橋梁の構造特性に応じて直接的方法(実物大試験)

や間接的方法(ＦＥＭ解析等)による検証を適宜実施し、性能を評価する必要がある。 

既存の設計基準に示された慣用的な検証方法や構造細目を準用することに疑義が生じるおそれの

ある外ケーブル構造の事例を以下に示す。 

 

① ＰＣ鋼材が部材の外側に配置されることによる構造的な影響が顕著に現れ、外ケーブルを内

ケーブルとみなして取り扱う等の方法では、照査結果の信頼性が問題となる構造 

② プレストレス力が定着部及び偏向部を介して主げたに伝達されることに起因するプレスト

レス分布の断面内での不均等や局所的な乱れが、設計上問題となる構造 

③ 定着部あるいは偏向部の部材形状や荷重作用が複雑で、ケーブル張力や偏向腹圧力の作用に

伴う局部応力の発生、破壊時の挙動を把握することが困難な構造 

④ 外ケーブルの耐久性を損なう環境外力やフレッティング等の各作用に対し、これまでの実績

に基づいて定められた規定や構造細目を準用して対処することが困難な構造 
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2. 技術評価の観点と方向性 

 

外ケーブル構造を適用した橋梁が道路橋に要求される性能を満足することを確認するにあたって

は、道示の準用に疑義が生じる構造や関連基準に示されたみなし規定に従わない構造において、以

下に示す観点からの技術評価が必要とされる場合がある。 

 また、既存の関連基準を準用することで概ね所定の性能を確保できると判断されることから本編

で取り上げていないその他の外ケーブル構造の特性や作用についても、設計及び施工に関する技術

的課題として留意する必要がある。 

 

■主げたの安全性に関する観点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 性能項目

安全性

(供用時)

供用性を低下させ

ないために必要な

構造物の安全性を

確保すること

(道示Ⅲ2.1)

有害な

ひび割れの

発生

◆横桁や隔壁、あるいは突起を介して主

桁にプレストレスが伝達されるため、定着

部および偏向部周辺において応力の乱

れが発生する場合がある。

道示を準用してプレストレスの広がりを考

慮することに疑義が生じる場合の検証
1-1

曲げ破壊

◆ケーブルの張力増加が小さくなるた

め、同じプレストレスが導入された内ケー

ブル構造に比べ曲げ耐力が低下する。

◆部材の変形に伴いケーブルの偏心が

小さくなるため、曲げ耐力が低下する。

①外ケーブル構造としての特性が顕著と

なる構造で外ケーブルを内ケーブルとみ

なして道示を準用することに疑義が生じる

場合の検証

②破壊部位の特定が困難で、線形解析に

よる断面力を用いて安全性を照査するこ

とに疑義が生じる場合の検証

1-2

せん断破壊

◆斜めせん断ひび割れが発生した時に

外ケーブルが引張弦材として機能しな

い。

プレキャストセグメント橋に全外ケーブル

構造を適用する場合のせん断破壊に対

する検証

1-3

橋梁の性能に影響を与える
外ケーブル構造の特性及び作用

道路橋の要求性能 想定する
状態

項目
No

技術評価の観点

安全性

(断面破壊)

断面の破壊によっ

て耐荷能力が失

われないこと

(道示Ⅲ2.1)

 

 

■定着部及び偏向部の安全性に関する観点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 性能項目

◆定着部あるいは偏向部として機能させ

る支点横げたや隔壁に大きな断面力が

発生する。

梁や版に置き換えた簡易モデルにより断

面力を算定することが困難な場合の検証
2-1

部材形状や荷重の集中作用が複雑な場

合の検証
2-2

ひび割れの発生をできるだけ制限するこ

とが望ましい場合の照査方法と許容応力

度の設定

2-3

安全性

(断面破壊)

断面の破壊によっ

て耐荷能力が失

われないこと

(道示Ⅲ2.1)

曲げ／せん断

破壊

技術評価の観点
項目
No

有害な

ひび割れの

発生

安全性

(供用時)

供用性を低下させ

ないために必要な

構造物の安全性を

確保すること

(道示Ⅲ2.1)

道路橋の要求性能 想定する
状態

2-4

①道示の準用のみでは終局耐力を算定

することが困難な場合の検証

②破壊過程を想定することが困難で、既

存の耐力算定式を準用することに疑義が

生じる場合の検証

◆定着部となる支点横桁あるいは中間突

起にケーブルの緊張力が直接作用し、大

きな局部応力が発生する。

◆偏向部横桁(隔壁)にケーブルの偏向

分力が作用し、局部的な応力が発生す

る。

橋梁の性能に影響を与える
外ケーブル構造の特性及び作用

◆外ケーブル張力の集中作用により局

所的な破壊が生じるおそれがある。

◆突起定着の場合、周辺部材(床版、

ウェブ)の破壊に対する配慮が必要とな

る。
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■外ケーブルの耐久性に関する観点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 性能項目

耐久性

（腐食）

経年的な劣化によ

り供用性、安全性

が損なわれないこ

と

(道示Ⅲ5.1)

鋼材腐食に伴

う引張・疲労

強度の低下

◆水分や酸素等、環境外力の作用により

外ケーブルが腐食するおそれがある。

ケーブルが外部環境に置かれる場合の

防食方法の選定及び性能評価

ケーブルの

共振による

疲労

◆外ケーブルが振動の影響を受ける。
供用中に発生する振動の定量的評価と対

応策

フレッチング

疲労破断

◆偏向部においてＰＣ鋼材にフレッチング

や付加曲げが生じる。

外ケーブルの許容応力度や最小曲げ半

径等に関するみなし規定に従わない場合

の疲労耐久性の検証

3-2

3-1

道路橋の要求性能 想定する
状態

橋梁の性能に影響を与える
外ケーブル構造の特性及び作用

技術評価の観点
項目
No

耐久性

（疲労）

疲労、振動の影響

により構造物の安

全性が損なわれな

いこと

(道示Ⅲ2.1)

 

■その他設計・施工上の留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 性能項目

◆プレストレスの減少過程における部

材のクリープ・乾燥収縮の影響が内

ケーブルと異なる。

◆応力度算定においてプレストレス力を適切

に評価する。

　　①内力評価法（道示Ⅲ18.5.1解説）

　　②外力評価法

　　③部材評価法（道示Ⅲ18.5.1解説）

◆内ケーブルに比べ部材の曲げひずみの

影響が小さいため、クリープ・乾燥収縮によ

る応力度の減少量が小さく、みかけのレラク

セーション率が大きくなる影響を考慮する。

◆ひび割れが発生した時の分散性が

悪くなる（ひび割れ幅が大きくなる）。
◆道示Ⅲ6.5(引張鉄筋)に従う。

◆曲げが正負交番作用する部分で外

ケーブルを集中して偏向させると部材

縁でひび割れが生じやすい。

◆偏向部を分散して配置する。

◆施工性、経済性を著しく損なうことを理由

にケーブルを集中して偏向させる場合には

モーメントシフトを考慮して部材応力度を照

査する。

ケーブル

／保護管
－

◆被覆鋼材や保護管を用いる場合、施

工中に樹脂の損傷や変質が生じるおそ

れがある。

◆保管方法、断面内への搬入方法等、施工

条件を考慮して防食の仕様を決定する。

ケーブル

／偏向管
－

◆偏向管の据え付け精度が悪いとＰＣ

鋼材に局所的な折れが生じる。
◆偏向管の形状に配慮する(ﾃﾞｨｱﾎﾞﾛ管等)。

定着部

／偏向部
－

◆定着部や偏向部の配筋が密となりコ

ンクリートの充填性が悪くなる。

◆コンクリートのスランプおよび打設方法を

想定して配筋を計画する。

維持管理の

容易さ

供用中の日常点検、

材料の状態の調査、

補修作業が容易に

行えること

(道示Ⅰ1.5)

ケーブル －
◆ケーブルが将来的に交換あるいは追

加できる。

◆交換を前提とする場合、桁端の作業ス

ペースの確保に配慮し交換可能な外ケーブ

ル仕様を採用する。

　

◆ケーブルが追加できるよう予備孔を設置

する。

対応策（例示）

使用目的との適合

性や構造物の安全

性を確保するために

確実な施工を行える

性能を有すること

(道示Ⅰ1.5)

設計・施工に関する技術的課題

施工品質の

確保

有害な

ひび割れの

発生

道路橋の要求性能 想定する
状態

着目する
部位

安全性

(供用時)

供用性を低下させな

いために必要な構造

物の安全性を確保

すること

(道示Ⅲ2.1)

主げた
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(1) 主げたの安全性 

 

1-1) プレストレスの分布に対する検証 

■関連する道示の規定 

[道示Ⅲ18.5.2] 

(2) 外ケーブル構造は、外ケーブルの張力や偏向力を主げたへ円滑に伝達できる構造とす

るものとする。 

 

[道示Ⅲ6.6.7] 

(1) 定着具の位置は、部材に所定のプレストレスを導入できるように、また、部材に有害

なひび割れが生じないように選ぶものとする。 

(3) 部材の中間に定着具を設ける場合には、活荷重による応力変動の大きな点から十分離

れた断面の断面図心に近い位置か、圧縮部のコンクリートに定着するのがよい。 

(1)、(3) 定着具近くの断面では、プレストレス力の局部集中等の影響による応力の乱れがあ

って、定着具付近からはなれた断面の応力分布とは異なるので注意する必要がある。プレス

トレス力の広がりの角度βについては、実験結果によるとほぼ45°前後といわれているが、

安全をみてtanβ=2/3すなわちβ=33°40′とするのが望ましい。・・・・ 

 

■技術的課題 

外ケーブルを突起等により主げた部材に直接定着するような構造や広幅員一室箱げたのよ

うにウェブ間隔が広い構造では、プレストレスの導入に伴う主げたや横げたの面外変形等に

起因して、定着部に近い設計断面におけるプレストレスの分布が道示に基づく仮定よりも危

険側となる場合がある。 

 

■性能評価の対応策 

定着部近傍における主げた断面内のプレストレス分布状態をＦＥＭ解析により確認し、解

析結果に基づいて外ケーブルの有効本数を設定する、あるいは、直接、断面応力度を照査す

ることにより、架設時や設計荷重作用時の安全性を検証する。 

 

【解説】 

外ケーブルが部材厚の厚い横げたや隔壁に定着される場合、定着位置からのプレストレス力

の広がりは、実際の定着位置から最も近いウェブやフランジに定着位置があるものと仮定し、

道示Ⅲ6.6.7の解説を準用して算定できる1-1-1)。 

これに対し、中間支点横げたの両側に外ケーブルがたすきがけの状態で定着される構造にお

いて、橋体全幅が広い、張出し床版長が大きい、中間横げた厚が小さい等の条件に該当する場

合には、横げた区間内で有効に伝達されると仮定した中間支点付近のプレストレスが実態と異

なる可能性がある。このような場合の対応策として、ＦＥＭ解析等により分布状態を確認し、

設計上の有効本数を設定する方法がある1-1-1)。 
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一方、片持張出し工法のように架設途中のブロック打継目におけるプレストレスの分布状態

が問題となる構造では、外ケーブルを架設ケーブルとして用いると、突起定着近傍の応力の乱

れに伴い直近のブロック打継目において上床版先端のプレストレスが不足する場合がある。こ

のため、プレストレスに関するせん断遅れ(シェアラグ)現象をＦＥＭ解析で確認し、内ケーブ

ルを併用する等の対策により、上床版先端の応力状態を改善した事例がある。 

 

[検証事例①：ＦＥＭ解析によるプレストレス分布状況の確認] 

 

[参考文献] 

1-1-1) (社)プレストレストコンクリート技術協会：外ケーブル構造・プレキャストセグメント工法

設計施工規準，Ⅰ共通編7.4(4)，平成17年6月 
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1-2) 曲げ破壊に対する検証 

■関連する道示の規定 

[道示Ⅲ18.5.2] 

(1) 外ケーブル構造は、・・・・外ケーブル構造の特性を考慮して設計するものとする。

1) 部材断面の応力度及び耐力の照査方法について 

ⅰ) 外ケーブルを内ケーブルとみなして取り扱う方法 

終局荷重作用時における破壊に対する安全度の照査に用いる破壊抵抗曲げモーメント

の算出については・・・・次のいずれかの方法で算出する。 

ａ) 終局荷重作用時における外ケーブルの応力度が、設計荷重作用時における応力度か

ら増加しないと仮定するか、あるいは載荷試験の結果等を参考に、この増加量を仮定し

て4.2.4(2)の規定により算出する。これまでの実績では、この増加量を100N/mm2程度と

して設計に見込んでいる例が多い。 

ｂ) 外ケーブルを付着のないＰＣ鋼材とみなして4.2.4(2)の規定により算出する。 

 

[道示Ⅲ4.1] 

(2) 設計荷重作用時及び終局荷重作用時の構造部材の照査に用いる断面力の算定は、棒部

材を用いた線形解析に基づくものとする。・・・・ 

 

■技術的課題 

① 外ケーブルを内ケーブルとみなして破壊抵抗曲げモーメントを算出するにあたり、外ケー

ブルの配置条件によっては、終局荷重作用時におけるケーブルの応力度をこれまでの実績に

基づいて仮定することに疑義が生じる場合がある。 

② 終局に至るまでの部材の剛性低下や軸線の移動に伴い作用する断面力が大きく変化し、破

壊部位の特定が困難な場合は、線形解析に基づく終局荷重作用時の照査に疑義が生じる。 

 

■性能評価の対応策 

① 終局荷重作用時における外ケーブル応力度の増加量を、既存の簡易算定式を用いて仮定す

ることにより、破壊抵抗曲げモーメントを算定する。 

② 終局荷重作用時の挙動が不明確な場合や外ケーブル張力の荷重載荷に伴う変動を精度良く

推定することが主げたの安全性を検証する上で重要と判断される場合には、外ケーブルを独

立した部材としてモデル化し、材料および幾何学的非線形性を付与した複合非線形解析を実

施することにより、曲げ破壊に対する安全性を検証する。 

 

【解説】 

① 破壊抵抗曲げモーメントを算定する際に用いる外ケーブルの応力度は、有効高さや定着間距

離、外ケーブル比率、偏向部の設置箇所等に応じて橋梁毎に異なるため、これらの諸条件を反

映し得る方法を用いて設定する必要がある。例えば、種々の制約により標準的なけた高が確保

できず外ケーブルの有効高さが小さい場合、複数径間に渡って連続して配置される(定着間距離

が長い)場合、中間支点上を跨いで途中定着される場合(張出し架設工法)等においては、載荷に

伴う外ケーブルの応力増加が小さい傾向にあり、さらに、外ケーブル比率の高い構造では、こ

のような特性の破壊抵抗曲げモーメントに与える影響が大きくなるので注意が必要である。 
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終局荷重作用時における外ケーブル応力度の増加量については、その簡易算定法が諸外国の

設計基準や国内の研究で提示されており1-2-1)、例えば、複合非線形解析を用いた各種変数の感

度分析とケーススタディに基づいて提案された方法1-2-2,1-2-3)では、外ケーブルの有効高さと定

着間距離の比率に応じた増加応力度を与える。 

 

② 斜張橋やエクストラドーズド橋に外ケーブルを併用した構造や、外ケーブルのみでプレスト

レスを与える構造(全外ケーブル構造)をプレキャストセグメント橋に適用する等において、終

局荷重作用時の挙動を事前に予測することが困難な場合には、終局に至るまでの部材剛性の低

下やセグメント継目部の目地開き、ケーブル偏心量の変化等を考慮することが可能な複合非線

形解析により安全性を検証する方法がある。 

既往の解析事例1-2-4)では、解析モデルに死荷重および活荷重に相当する荷重を漸増載荷して、

載荷に伴う外ケーブルの張力増加や偏心量変化を逐次考慮した応答値を算定し、各設計断面の

いずれかが終局ひずみに達したときの荷重倍率と道示で規定される荷重係数の大小関係により、

曲げ破壊に対する安全性を照査している。 

 

[参考文献] 

1-2-1) (社)土木学会：ＰＣ構造物の現状の問題点とその対策(コンクリート技術シリーズ52)，

pp.53-74，2003-6 

1-2-2) 小坂他：外ケーブルを用いたＰＣ橋の終局曲げ挙動に関する研究，土木学会論文集No.613/

Ⅴ-42，pp.147-164，1990-2 

1-2-3) (社)プレストレストコンクリート技術協会：外ケーブル構造・プレキャストセグメント工法

設計施工規準，Ⅱ外ケーブル構造編6.1.2(3)，平成17年6月 

1-2-4) 例えば、佐藤他：外ケーブルを併用した新強首橋の設計，プレストレストコンクリートVol.41 

No.5，pp.31-37，1999-9 
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1-3) せん断破壊に対する検証 

■関連する道示の規定 

[道示Ⅲ18.5.2] 

(1) 外ケーブル構造は、・・・・外ケーブル構造の特性を考慮して設計するものとする。

4) せん断力及びねじりモーメントに対する照査について 

外ケーブル構造のせん断力やねじりモーメントに対する照査は、内ケーブル構造と同様に

4.3及び4.4の規定に従ってよい。ただし、外ケーブルは、・・・・トラス理論におけるモデ

ルの引張弦材とみなしてはならない。 

 

■技術的課題 

  プレキャストセグメント橋に全外ケーブル構造を適用する場合、部材内の引張鋼材が不連

続となるため、トラス状の耐荷機構を前提としたせん断に関する耐力算定式の適用に疑義が

生じる。 

 

■性能評価の対応策 

 セグメント継目部のせん断伝達耐力が軸方向に鋼材が連続している構造と同等以上である

ことを確認した上で、継目部以外の断面におけるせん断耐力をトラス理論に基づいて算定す

る。 

 

【解説】 

 プレキャストセグメント橋におけるセグメント継目部のせん断伝達耐力については、接合キ

ーの耐力と終局荷重作用時に圧縮域となるウェブの摩擦抵抗の和として算定する方法がある
1-3-1)。部材内の引張鋼材が不連続な場合においても、この方法により継目部の安全性を確認す

ることを前提として、継目部以外の断面における斜引張せん断耐力を従来のトラス理論を適用

して算定できる可能性がある1-3-2)。 

単純げた構造を対象とした既往の研究1-3-3)においても、道示を準用した斜引張せん断耐力は

実験値に比べて安全側の値であることが確認されているが、連続げた構造の中間支点部のよう

に大きな曲げとせん断の作用を同時に受ける部位では、曲げ破壊に対してせん断破壊が先行す

る脆性的な破壊性状を示した実験事例1-3-4)もあるので、終局荷重作用時のセグメント目地の開

きを抑制しウェブの圧縮域を十分確保し得るプレストレスの導入等、所要のせん断耐力を確保

するための対策を講じる必要がある。 

 

[参考文献] 

1-3-1) (社)プレストレストコンクリート技術協会：外ケーブル構造・プレキャストセグメント工法

設計施工規準，Ⅲプレキャストセグメント工法編8.3(1)，平成17年6月 

1-3-2) (社)プレストレストコンクリート技術協会：外ケーブル構造・プレキャストセグメント工法

設計施工規準，Ⅲプレキャストセグメント工法編6.2.3(1)，平成17年6月 

1-3-3) 西川他：外ケーブルを適用したＰＣ桁の曲げ・せん断挙動に関する研究，プレストレストコ

ンクリートVol.42，No.5，pp.25-36，2000-9 

1-3-4) 大塚他：外ケーブルを用いたプレキャストセグメント桁の中間支点におけるせん断耐力の評

価に関する研究，橋梁と基礎Vol.40，No.2，pp.39-48，2006-2 
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 (2) 定着部及び偏向部の安全性 

 

2-1) 設計断面力の算定 

■関連する道示の規定 

[道示Ⅲ10.4] 

(1) 支点横げた及び隔壁の断面力は、支点や部材の結合条件等に応じた解析理論及び解析

モデルを設定して算出するものとする。 

(2) 支点横げた及び隔壁の断面力の算出は、はり理論によってよい。 

 

■技術的課題 

定着部や偏向部は、壁状部材や突起状部材で構成され、これらが主げたで拘束されている

複雑な立体構造を有しているため、梁や版に置き換えた簡易モデルにより断面力を算定する

場合には、解析結果に相応の誤差を含んでいるおそれがある。 

 

■性能評価の対応策 

慣用的な断面力の算定にあたっては、これを用いた断面応力度や引張力がＦＥＭ等の高度

解析結果に比べて同等あるいは安全側であることが明確にされている構造条件の範囲で実施

することにより、精度を担保する。 

 

【解説】 

定着部や偏向部は、外ケーブルの張力を主げたに円滑に伝達するため、主構造として本来存

在する十分剛な横げたや隔壁の一部にその機能を持たせることが多いが、主げたの断面形状、

架設工法の制約(例えば外ケーブルを多用した張出し架設工法やプレキャストセグメント工法

との組合せ等)により、その構造が多岐に渡るため、簡易法による断面力の算定にあたってはそ

の適用性に十分配慮する必要がある。 

表-2.1は、定着部及び偏向部の構造を主げたの拘束面数で分類し、各構造に対する慣用的な

断面力算定方法2-1-1,2-1-2)を例示したものである。拘束面数が多い場合(3～4面)では、簡易モデ

ルによる断面力を用いて応力度を算定する事例が多いが、形状が複雑あるいは開口の影響が無

視できない場合にはＦＥＭ解析による応力照査が併行される場合もある。一方、拘束面数が少

ない場合(1～2面)には、着目部位を抽出し独立した構造体として扱う簡易モデルでは周辺部材

への力学的な影響(局部応力)の把握が困難なため、実挙動に近い解析応答値(ＦＥＭ解析等)に

より安全性が検証される場合が多い。 

 

[4.参考資料：定着部及び偏向部における慣用解析法の適用範囲に関する検討]  

 

[参考文献] 

2-1-1) (財)高速道路技術センター：外ケーブルを用いたＰＣ橋梁の設計マニュアル，平成8年8月 

2-1-2) (社)日本道路協会：コンクリート道路橋設計便覧，平成6年2月 
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表-2.1 定着部及び偏向部の断面力算定方法(例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４面拘束 ３面拘束 ２面拘束 １面拘束

定着部

　梁モデル

　格子モデル 2-1-1)

　平板モデル

　2D-FEM解析(シェル要素)

　梁モデル

　格子モデル

　平板モデル

　2D-FEM解析(シェル要素)

　コーベル

　内ケーブル突起定着部の

　簡易設計法2-1-2)

　コーベル

　内ケーブル突起定着部の

　簡易設計法2-1-2)

偏向部

　梁モデル及び局部引張力の

　簡易算定式 2-1-1)

　2D-FEM解析(シェル要素)

　梁モデル(ボックスフレーム)

　及び局部引張力の簡易算定

　式 2-1-1)

　2D-FEM解析(シェル要素)

　ボックスフレーム及び局部

　引張力の簡易算定式 2-1-1)
　ボックスフレーム及び局部

　引張力の簡易算定式

定着部

偏向部

概要図

(箱げたの例)

種別

断面力の

算定

（解析

モデル）

モデル化の

概要

梁モデル 格子モデル 平板モデル

梁モデル ボックスフレームモデル
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2-2) 局部応力に対する検証 

■関連する道示の規定 

[道示Ⅲ18.5.3] 

(1) 外ケーブルの定着部及び偏向部は、ケーブルの張力及びケーブルが偏向することによ

り生じる局部応力に対して、鉄筋あるいはＰＣ鋼材によって補強するものとする。 

 

■技術的課題 

定着部あるいは偏向部の部材形状や荷重の作用が複雑な場合には、慣用的な局部応力の算

定やその補強設計に疑義が生じる。 

 

■性能評価の対応策 

引張応力の分布状態を簡易解析で推定することが困難な場合や、大きな局部応力の作用に

伴うひび割れの発生が懸念される場合には、当該部位とその周辺の拘束部材を含めた再現性

の高い立体モデルでＦＥＭ解析を実施することにより、安全性を検証する。 

 

【解説】 

外ケーブル構造は、比較的大容量のケーブルシステムが用いられるため、プレストレス力や

偏向腹圧力の集中作用により、定着部や偏向部に大きな局部応力が発生する。このため、定着

具前面や偏向管周辺に発生する支圧応力や割裂応力、部材隅角部の主引張応力等の局所的な作

用に対して、部材に有害なひび割れが生じないよう十分な補強鉄筋を配置する必要があるが、

１つの部位で定着部や偏向管が多段・多列配置される場合や近傍に開口部等の断面変化が存在

する場合には、応力状態が複雑となり、既存の文献2-2-1～2-2-3)等に示されている簡易手法を参考

にした局部の照査が困難となる。 

外ケーブル構造においては、定着部や偏向部を介してプレストレス力が橋体に伝達されるた

め、ケーブルの定着あるいは偏向位置から応力分布が一様になるまでの区間で生じる応力集中

が問題となる場合が多い。このため、ＦＥＭ解析では、全体構造から検証対象エリアを切り出

し、実構造を比較的忠実に再現した部分モデルが多用されている。 

 

[検証事例②：ＦＥＭ解析による定着部及び偏向部の安全性照査] 

 

[参考文献] 

2-2-1) (社)日本道路協会：コンクリート道路橋設計便覧，平成6年2月 

2-2-2) 猪俣著：プレストレストコンクリートの設計および施工，技報堂出版，1961 

2-2-3) Ｆ・レオンハルト他著：レオンハルトのコンクリート講座②続・鉄筋コンクリートの設計，

鹿島出版会，昭和59年 
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2-3) ひび割れの制御 

■関連する道示の規定 

[道示Ⅲ3.3] 

鉄筋コンクリート構造及びプレストレストコンクリート構造に対する鉄筋の許容応力

度は、直径32mm以下の鉄筋に対して表-3.3.1の値とする。 

 

表-3.3.1 鉄筋の許容応力度 (N/mm2) 

鉄筋の種類

応力度、部材の種類 
SR235 

SD295A 

SD295B 
SD345 

1) 活荷重及び衝撃以外の主荷重 80 100 100 引張 
応力度 2) ・・・・ ・・ ・・ ・・ 

  

1) コンクリートの耐久性を確保するには、・・・・。この値は、既往の構造物に生じたひび

割れ幅と設計上の鉄筋応力度との関係等から、コンクリート表面のひび割れ幅が0.2mm程度以

下となる鉄筋応力度を示したものである。 

 

■技術的課題 

定着部あるいは偏向部が鉄筋コンクリート構造であっても、ひび割れの発生をできるだけ

制限することが望ましい場合には、道示の規定を準用するだけでは目標とする状態を満足で

きない可能性がある。 

 

■性能評価の対応策 

部材の全断面が有効と仮定してコンクリートの引張応力を算定し、これを適切に制限する

ことにより、ひび割れの発生を抑制する。 

 

【解説】 

外ケーブルの配置本数が多く張力や偏向力の荷重作用が錯綜する、あるいは開口部や突起形

状を有していて比較的大きな局部応力が発生するような定着・偏向構造では、鉄筋コンクリー

ト構造であってもひび割れの発生をできるだけ制限することが望ましい。 

定着部や偏向部は、通常、作用する外ケーブル張力のプレストレス成分が活荷重等の作用に

伴う増分に比べて卓越するため、道示を準用し、鉄筋コンクリート構造として設計する場合に

は、プレストレス力を主荷重としてコンクリートの圧縮応力度及び鉄筋の引張応力度が照査さ

れる。これに対して、ひび割れの発生をできるだけ制限することを目標とする場合には、ＦＥ

Ｍ解析のように、全断面が有効と仮定してコンクリートの引張応力度を算定し、ひび割れの発

生を制限することが可能な水準以下であることを照査するとともに、コンクリートに作用する

引張力をすべて鉄筋が負担すると仮定して補強鉄筋を配置する方法がある。 

この方法では、算定されるコンクリート及び鉄筋の引張応力度が実態と異なる見かけの値で

あり、これらに対する仮想の応力制限により間接的に安全性を担保することになるため、既往

の研究において有害なひび割れの生じないことが確認されている範囲でコンクリート及び鉄筋

の許容引張応力度を設定する必要がある。 

 

[検証事例③：ＦＥＭ解析を用いた安全性照査における応力制限値の設定]  

 



13 

2-4) 破壊安全性に対する検証 

■関連する道示の規定 

[道示Ⅲ4.6] 

(1) 厚さの薄い部材に面外から集中荷重が作用する場合は、コンクリートの押抜きせん断

破壊についての安全を確認するものとする。 

(3) 設計荷重作用時のコンクリートの押抜きせん断応力度は、表-3.2.7に規定する許容押

抜きせん断応力度以下であることを照査するものとする。 

 

[道示Ⅲ18.3.2] 

(1) ディープビームは、タイドアーチ的な耐荷機構を考慮して設計を行うものとする。 

(3) 曲げモーメントに対しては、・・・・4.2の規定により設計してよい。・・・・ 

(3) ・・・・ただし、設計荷重作用時における部材断面に生じる平均せん断応力度は、表-4.3.1

の値をこえないことが望ましい。 

 

[道示Ⅲ18.4.2] 

(1) コーベルは、トラス状の耐荷機構を考慮して設計を行うものとする。 

(3) コーベルの主引張鋼材量は、・・・・トラスとして算出してよい。 

(3) ・・・・ただし、設計荷重作用時における部材断面に生じる平均せん断応力度は、表-4.3.1

の値をこえないことが望ましい。 

 

■技術的課題 

① 道示の準用のみでは、想定し得る各種の破壊モードに対して部材耐力を適切に算定するこ

とが困難な場合がある。 

② 部材の形状や支持条件が複雑で荷重作用が複合するような構造では、補強鋼材の降伏から

コンクリートの圧壊に至るまでの破壊過程を想定することが困難で、既存の耐力算定式を適

用することに疑義が生じる場合がある。 

 

■性能評価の対応策 

① 押抜きせん断破壊あるいは純せん断破壊等、道示の準用が困難な照査項目については、既

存の関連基準を準用してこれらの破壊に対する耐力を算定することにより、終局荷重作用時

の安全性を照査する。 

②-1) 終局荷重作用時の力学的特性が、弾性域から大きく逸脱しない範囲内にとどまることを

照査することにより破壊に対して安全であるとみなす。 

②-2) 非線形ＦＥＭ解析あるいは実験により破壊に対する安全性を検証する。 

 

【解説】 

① 定着部及び偏向部の終局状態は、形状寸法や載荷条件ばかりでなく、床版あるいはウェブに

よる周辺拘束度(拘束面数)の影響を受け、表-2.2に示すような種々の形態が想定される。   

これらの中で、定着部の押抜きせん断破壊や純せん断破壊のように、道示では設計荷重作用時

の各種せん断応力度が許容値以下であれば所定の安全性を満足するとみなされるものについて

は、コンクリート標準示方書2-4-1)を準用して耐力を算定することにより、終局荷重作用時の破

壊安全性を検証できる可能性がある。 
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表-2.2 定着部及び偏向部で想定される破壊モード 

 
定着部 偏向部

・十分な補強鋼材が配置されていない ・十分な補強鋼材が配置されていない偏向部

　定着部 　（橋軸直角方向曲げ）

・拘束度の小さい偏向部の周辺部材

・拘束度の小さい周辺部材

・釣り合い鉄筋量以上の補強鋼材が配置 ・釣り合い鉄筋量以上の補強鋼材が配置されている偏向部

　されている定着部 　（橋軸直角方向曲げ）

・拘束度の小さい偏向部の周辺部材

・拘束度の小さい周辺部材

・定着部の周辺部材との界面

・十分な補強鋼材が配置されていない隔壁形式または

リブ形式の偏向部

・部材厚の薄い隔壁形式またはリブ形式の偏向部

・部材厚の薄い定着部 ・突起形式の偏向部

・圧縮力が作用していない部位における中間定着部 ・十分な補強鋼材が配置されてない偏向部の

　外ｹｰﾌﾞﾙ近傍（偏向力作用位置後方）

・十分な補強鋼材が配置されていない偏向部

・十分な補強鋼材が配置されていない定着部（定着背面） 　（偏向力作用位置前側）

割
裂
破
壊

せ
ん
断
破
壊

　スラブなどの面部材にプレストレス力による
局部的な荷重が作用する場合、荷重域周辺
部から円錐形状またはピラミッド状の形をなし
たコーンを形成するように破壊する。

　軸引張力を受ける部材において、コンク
リートの引張強度以上の引張力が作用すると
びわれが発生し、全引張力を引張鋼材で負
担することとなる。さらなる荷重増加によっ
て、引張鋼材が終局ひずみに達し、引張鋼
材の破断により部材の終局状態となる。

　プレストレスによりコンクリート部材に圧縮力
が作用する場合、その圧縮力の方向と直交
する方向には引張応力が作用する。コンク
リートの引張強度以上の引張力が作用すると
びわれが発生し、引張力の方向に十分な引
張鋼材を配置している場合は全引張力を引
張鋼材で負担することとなる。引張鉄筋が配
置されない場合や十分な鋼材量が配置され
ない場合では、作用引張力を負担できず部
材の終局状態となる。

　定着部と周辺部材の界面において、プレス
トレス力による作用せん断力が界面における
せん断伝達耐力を上回ると、せん断力を伝
達できず、部材の終局状態となる。

斜
め
引
張
破
壊

斜
め
圧
縮
破
壊

破壊モードが想定される部位および概念図
概　要

　プレストレス力による作用せん断力が卓越
する部位においては、斜めひびわれ発生後
にせん断補強鋼材によってもせん断力が負
担され、トラス的な耐荷機構へと移行してい
く。引張鋼材やせん断補強鋼材が十分に配
置される場合は、さらなる荷重増加によっ
て、せん断補強鋼材が降伏する以前に圧縮
斜材としてのコンクリートが終局ひずみに達
し、部材の終局状態となる。

　プレストレス力による作用せん断力が卓越
する部材においては、斜めひびわれ発生後
にせん断補強鋼材によってもせん断力が負
担され、トラス的な耐荷機構へと移行してい
く。さらなる荷重増加によって、トラスにおける
引張材としてのせん断補強鋼材が降伏し、
部材の終局状態となる。

種別

そ
の
他
の
破
壊

曲
げ
破
壊 　プレストレス力により定着部、偏向部および

周辺部材に曲げモーメントが作用すると、部
材引張縁に曲げひびわれが発生し、作用荷
重の増加に伴い曲げひびわれは中立軸付
近まで到達する。過大に引張鋼材が配置さ
れている場合は、さらなる荷重増加によっ
て、引張鋼材が終局ひずみに達する以前に
圧縮コンクリートが終局ひずみに達し、コンク
リートの圧縮破壊により部材の終局状態とな
る。

純
せ
ん
断
破
壊

曲
げ
引
張
破
壊

　プレストレス力により定着部、偏向部および
周辺部材に曲げモーメントが作用すると、部
材引張縁に曲げひびわれが発生し、作用荷
重の増加に伴い曲げひびわれは中立軸付
近まで到達する。十分な引張鋼材が配置さ
れていない場合は、さらなる荷重増加によっ
て、圧縮コンクリートが終局ひずみに達する
以前に引張鋼材が終局ひずみに達し、引張
鋼材の破断により部材の終局状態となる。

曲
げ
圧
縮
破
壊

押
し
抜
き
せ
ん
断
破
壊

引
張
破
壊

せん断補強鋼材の降伏

コンクリートの圧縮破壊

引張鋼材の破断

コンクリートの圧縮破壊

引張鋼材の破断

コンクリートの圧縮破壊

引張鋼材の破断

せん断伝達耐力不足

コンクリートの圧縮破壊

押抜きせん断破壊面

押抜きせん断破壊面

割

裂
引

張

力

割裂引張力

引張鋼材の破断

せん断補強鋼材の降伏

圧縮応力はく裂応力
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②-1) 終局荷重作用時において定着部や偏向部が概ね弾性域内で挙動することを照査する場合の

指標として、補強鋼材が降伏に達した時点を終局限界とする、あるいは、破壊を制御する上で

重要となる部位に対して適切な安全率を考慮した許容応力度を適用する等がある。 

 

②-2) 突起構造のように周辺の主げた部材による拘束度が小さくなると、定着部、偏向部ともに

せん断伝達や曲げ伝達の作用が集中し、周辺部材が先行して破壊する可能性があるため、留意

する必要がある。このような破壊形態を含め、事前の線形解析において複数の箇所で部材耐力

(材料強度)を越える断面力(応力)が発生する等、弾性的な挙動から破壊過程を推定することが

困難な場合には、以下の方法により安全性を検証できる可能性がある。 

 

a) 非線形ＦＥＭ解析による検証 

   ＦＥＭ解析に補強鋼材を要素として取り込み、各材料の非線形性を考慮した構成則を与える

ことにより、ひび割れ発生あるいは鋼材降伏後の力学的挙動の推定が可能となる。このような

非線形解析は、ひび割れ幅や破壊耐力の推定において有効なツールとなるが、使用する構成則

や理論が多数存在し、さらにこれらの解析パラメータにより出力結果が大きく変動するため、

その活用にあたっては、高度な専門知識と工学的判断が必要とされる。このため、実務上の検

証において適用された事例は少ないが、各種の構成則やひび割れモデルが適切であることを前

提として、これまで実験による確認が困難であった定着部等の破壊耐力を合理的に推定する手

法として活用できる可能性がある2-4-2)。 

 

b) 実験による検証 

   過去に安全性が実証されていない大容量の外ケーブルを用いる、あるいは複雑な荷重伝達機

構を有している等、解析のみによる安全性の検証に十分な信頼性が確保できない場合には、実

験により性能を確認する方法がある。実験の目的は、「定着具や偏向装置近傍の局部破壊に対

する検証」と「周辺部材を含めた全体破壊に対する検証」とに大別されるが、いずれについて

も、耐荷性能が定着具や偏向装置からの荷重伝達機構や部材の拘束条件に大きく依存するため、

実物大試験2-4-3)に拠る場合が多い。 

縮小モデルによる供試体試験は、実物大試験に伴う規模や危険性に対するリスクを回避しな

がら破壊メカニズムを直接確認する手段として有効であるが、定着部や偏向部を対象とした既

往の事例は少ない。このため、実施にあたっては、寸法効果の影響を十分検討し、実物大モデ

ルと縮小モデルの相関を確認した上で性能の有無を評価する必要がある。 

 

[検証事例④：外ケーブル突起定着部のせん断破壊に対する照査] 

 

[参考文献] 

2-4-1) (社)土木学会：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]，6.3せん断に対する安全性の検

討，2002-3 

2-4-2) (社)プレストレストコンクリート技術協会：ＰＣ定着部の破壊解析に基づく性能設計，平成

16年9月 

2-4-3) (財)高速道路技術センター：ＰＣ橋の耐久性向上に関する設計・施工マニュアル，資料編－

１，平成13年10月 
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(3) 外ケーブルシステムの耐久性 

 

3-1) 外ケーブルの防食及び振動対策 

■関連する道示の規定 

[道示Ⅲ18.5.3] 

(4) 外ケーブルは、防食に対して十分配慮するとともに、振動に対して配慮するものとす

る。 

 

■技術的課題 

① 開断面構造への適用やけた高範囲外での配置等、ケーブルが外部環境に置かれる場合に

は、箱げた内部での配置が大多数を占める過去の実績に基づいて防食方法を選定することに

疑義が生じる。 

② 供用中に発生する振動を考慮して疲労耐久性を定量的に検証することが困難である。 

 

■性能評価の対応策 

① 外ケーブルが外部環境下で配置される構造においては、大気、水分、紫外線等の劣化作用

に応じて、所定の耐久性が確保できる防食方法を採用する。 

② 外ケーブルが主げたの振動と共振する可能性を適切な方法により判定するとともに、共振

するおそれのある場合には制振装置を設ける等の措置を施すことにより、疲労耐久性を低下

させうる振動の影響を排除する。 

 

【解説】 

① ケーブルシステムの耐久性を検証するためには、システムに作用する環境外力と腐食プロセ

スを想定し、用いる防食材料の遮断性および性能持続性(材料劣化)が所要の耐腐食性能を満足

することを確認する必要があるが、個々の防食材料に関する「品質規格」と「鋼材腐食因子の

遮断性能」や「橋梁構造の一部として用いられた状態での劣化特性(有機系材料)」との関係が

必ずしも明確でないため、設計耐用期間内の状態を定量的に評価することが困難な場合が多い。 

このことから、外部環境下に置かれるケーブルは、表-2.3に示すような適用実績を有する個

々の防食方法を二重あるいは三重に組み合わせてフェールセーフを付与するとともに、環境条

件への適合性、大偏心構造等の類似条件下における適用実績3-1-1)との整合性、維持管理の容易

さ等が、十分に検討されていることを前提として、所定の耐久性を有しているとみなせる可能

性がある。 

 

表-2.3 代表的な防食方法  

防食方法

セメント系 樹脂系 グリース系

概
要
図

保護管及び内部充填

保護管(ポリエチレン、塩化ビニール等)

ＰＣ鋼材の被覆

防食材料 エポキシ樹脂 ポリエチレン 亜鉛メッキ
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② 外ケーブルの自由長部が車両の走行等に起因する主げたの振動と共振すると、ＰＣ鋼材に繰

り返し曲げ応力が作用し、疲労耐久性を低下させる要因となるおそれがある。 

外ケーブルの共振については、ケーブル自由長部の固有振動数が主げたの最低次たわみ振動

数に対し10～20%程度異なっていればその可能性は小さいと判定する方法3-1-2)がある。 

 

[参考文献] 

3-1-1) (社)プレストレストコンクリート技術協会：ＰＣ斜張橋・エクストラドーズド橋設計施工規

準(案) 資料編pp.119-126，平成12年11月 

3-1-2) (社)プレストレストコンクリート技術協会：外ケーブル構造・プレキャストセグメント工法

設計施工規準，Ⅱ外ケーブル構造編9.7，平成17年6月 
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3-2) 外ケーブルの疲労耐久性に関する検証 

■関連する道示の規定 

[道示Ⅲ18.5.2] 

(1) 外ケーブル構造は、・・・・外ケーブル構造の特性を考慮して設計するものとする。

2) 外ケーブルの許容応力度について 

外ケーブルに用いるＰＣ鋼材の許容引張応力度は、活荷重応力の発生頻度、二次応力の影

響及び応力の不均一性を考慮して定めることが望ましいが、一般には3.4に規定する値を用い

てもよい。 

 

[道示Ⅲ18.5.3] 

(2) 外ケーブルの定着部及び偏向部は、ケーブルに局部的な曲げが生じない構造とする。

(3) 外ケーブルの偏向部におけるＰＣ鋼材の曲げ半径は、ＰＣ鋼材に生じる二次応力及び

疲労の影響等を考慮して定めるものとする。 

 

■技術的課題 

既往の研究や実績に基づいて定められた偏向部におけるＰＣ鋼材の最小曲げ半径や構造

細目に従わない場合には、道示に規定されるＰＣ鋼材の許容引張応力度を用いることで十分

な疲労耐久性を有しているとみなすことに疑義が生じる。 

 

■性能評価の対応策 

実大供試体を用いた疲労試験を実施することにより疲労耐久性を検証する。 

 

【解説】 

外ケーブル構造では、一般に、内ケーブル構造に比べ1/2～1/3の小さな半径でケーブルが偏

向されるため、フレッティング作用によりＰＣ鋼材の疲労強度が低下する場合がある。フレッ

ティングは、束ねられたＰＣ鋼線同士が点接触した状態で応力変動に伴う微小な相対滑りが繰

り返し作用し、摩耗や亀裂が生じる現象であるため、鋼線の種別や構成、下限応力度、偏向角

度、ケーブルの曲げ半径等の因子により、疲労強度への影響度が異なる。このため、普遍的な

照査式による検証が困難であり、一般に、表-2.4に示すような、設計上の配慮や構造細目によ

り疲労対策が講じられている。 

 

表-2.4 偏向部のフレッティング疲労対策例 

経験的対処事例

ＰＣ鋼材の許容引張応力度 σpa=0.6σpu (σpu：引張強度)　[道示Ⅲ3.4]

最小曲げ半径 R=3.0ｍ以上 (19S15.2)

偏向角度14°（既往の疲労試験における実績値）以下

ＰＣ鋼材の長期接触作用に対して破損が生じない材料を選定

⇒高密度ポリエチレン(PE)、ポリプロピレン(PP)、塩化ビニール(PVC)等

ケーブルの配置誤差等により局部的な曲げが生じない構造を採用

⇒ディアボロ管、ベルマウス加工管

保護管内のセメントグラウト充填

樹脂被覆ＰＣ鋼材の使用
鋼材の保護

構造細目

項　　目

設計上の配慮

保護管

偏向管
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道示をはじめとする既存の関連基準では、国内外の研究成果に基づいて偏向部の最小曲げ半

径や構造細目、ＰＣ鋼材の許容引張応力度等が規定されており、これに準拠することで所定の

疲労耐久性を有しているとみなされるため、これらに従わない場合には、別途、外ケーブルの

疲労耐久性を検証する必要がある。 

これまでに実施されたフレッティング疲労試験では、実際の橋梁構造を想定して、偏向角度、

偏向構造、ケーブルシステムのマルチ構成や防食構造、ＰＣ鋼材の応力条件(下限値および振幅)

等の試験条件が設定されている。 

なお、活荷重応力の発生頻度を適切に評価できる場合には、疲労試験結果に基づいて提案さ

れているＰＣ鋼材の設計疲労強度式3-2-1)を用いて疲労耐久性を検証できる可能性がある。この

場合、ケーブルの仕様、曲げ半径や角度等の偏向条件等が疲労強度式の適用条件から逸脱して

いないことが検証の前提となる。 

 

[検証事例⑤：実大試験による外ケーブルのフレッティング疲労特性の確認] 

 

[参考文献] 

3-2-1) 新井他：大容量ＰＣ鋼より線の曲げ配置部におけるフレッティング疲労特性，土木学会論文

集，No.627/Ⅴ-44，pp.205-222，1999-8 
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3. 検証事例 

 

 前節2.で述べた性能評価の対応策の中で、既存の関連基準から具体の検証方法を引用できない、

あるいは多くの参考文献があり整理しておくことが有用と判断される項目について、以下にその事

例を示す。 

 

■本編で掲載した検証事例の一覧 

事例No. 検証項目 検証手法 関連項目 

① ＦＥＭ解析によるプレストレス分布状況の確認 ＦＥＭ解析 1-1 

② ＦＥＭ解析による定着部及び偏向部の安全性照査 ＦＥＭ解析 2-2 

③ 
ＦＥＭ解析を用いた安全性照査における 

応力制限値の設定 

実物大試験 

非線形解析 
2-3 

④ 外ケーブル定着突起部のせん断破壊に対する照査 
関連基準の準用 

ＦＥＭ解析 
2-4 

⑤ 
実大試験による外ケーブルの 

フレッティング疲労特性の確認 

実大疲労試験 

設計疲労強度式 
3-2 
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事例① ＦＥＭ解析によるプレストレス分布状況の確認 

要求性能 主げたの安全性 関連規定 道示Ⅲ6.6.7、Ⅲ18.5.2 

検証目的 
外ケーブルが突起構造で定着される場合にプレストレスの分布が断面内で不均一とな

る特性を考慮して、施工時の安全性を確認する。 

検証手法 実験による検証 ・ 解析による検証 ・ 道路橋示方書の準用 

検証方針 ＦＥＭ解析により、施工途中における主げた断面内のプレストレス分布を確認する。 

検証内容 

 

(1)検証概要 

 張出し架設工法により施工される橋梁(波形鋼板ウェブ橋)を対象とし、施工途中で導

入される外ケーブルによるプレストレス分布をＦＥＭ解析により確認することにより、

施工時における主げたの安全性を検証する。解析対象とした断面構造を図-1に示す。 

外ケーブルによるプレストレスの分布は、上下床版の各部位について、定着点からプ

レストレスが有効とみなせる位置までの距離(有効伝達長)を道示Ⅲ6.6.7(1)を準用して

算定し、同位置でのＦＥＭ解析結果との対比により評価する。 

 

1-1)道示によるプレストレス力の有効伝達長 

プレストレス力の有効伝達長は、広がり角

度をβ＝33°40′として算定する。また、有

効伝達長は、主桁上縁の片持ち床版先端、中

間床版中央、及び主桁下縁の下床版中央に対

してそれぞれ算定する(図-2)。 

各部位における有効伝達長を表-1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

下床版の有効伝達長 上床版の有効伝達長 

図-2 道示に準拠したプレストレス力の有効伝達長の算定方法 

有効長(m)

5.795

3.434

7.263

張出し床版 Ａ：上縁先端

中間床版 Ｂ：上縁中央

Ｃ：下縁中央

上床版

着目部材

下床版

位置

表-1 各部位の有効伝達長 

図-1 検討断面 
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検証内容 

 

1-2）ＦＥＭ解析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)検証結果 
 図-4 に示すとおり、主げた断面のプレストレスの橋軸方向分布は、上床版中央及び下

床版中央において道示に基づく有効伝達位置(それぞれＢ及びＣ)で概ね一定となってい

るのに対し、片持ち床版先端では、断面Ａにおいて拡散過程にあり、プレストレスが十

分伝達されていない結果が得られた。このような傾向は、外ケーブルが主げた断面の中

央寄りに突起定着されることによりシェアラグの影響が現れたものと推察される。 

図-5 は有効伝達位置Ａ～Ｃにおけるプレストレスの断面内分布を示したものであり、

特に、定着位置から比較的近いＢからＡの範囲で、上床版の張出し先端部でのプレスト

レスが他の部位に比べて不均一な状態が顕著となっている。 

このように、外ケーブルの定着付近における応力状態が設計上問題となる場合には、

ＦＥＭ解析を実施することにより、プレストレスの分布を適切に評価できる可能性があ

る。 

参考にあた

っての注意

点 

張出し架設工法のブロック打継ぎ目付近では、本事例で示したプレストレスの偏りや

局部応力の他に、新旧ブロックの温度差や収縮差により引張応力が生じるため、これら

の作用に起因するひび割れが生じないよう、内ケーブルを併用する、鉄筋により補強す

る等の対策を講じる必要がある。 

Ｃ
断面中心

A

B

P=3500KN
19S15.2

Ａ

Ｂ Ｃ

プレストレス力

断面中心

下床版平面 

上床版平面 

図-3 上下床版の橋軸方向応力コンター図 
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断面Ｃ 

断面Ａ 

断面Ｂ 
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置

上床版上縁 C

上床版上縁 Ａ
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面
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心

図-5 プレストレスの断面内分布 図-4 橋軸方向応力度分布 
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事例② ＦＥＭ解析による定着部及び偏向部の安全性照査 

要求性能 定着部及び偏向部の安全性 関連規定 道示Ⅲ18.5.3(1) 

検証目的 

定着部や偏向部は、外ケーブル張力の集中作用、比較的複雑な構造形状及び周辺部材

の拘束等により局部応力が発生しやすいため、施工および供用中の応力分布状態をＦＥ

Ｍ解析により確認する。 

検証手法 実験による検証 ・ 解析による検証 ・ 道路橋示方書の準用 

検証方針 

定着部及び偏向部のＦＥＭ解析にあたっては、以下の事項に留意する。 

 

(1)荷重載荷と境界条件 

①荷重を外ケーブル張力に限定してＦＥＭ解析を行う場合には、解析で考慮されてい

ない荷重の複合作用を考慮して解析結果を適切に評価する。 
②切出しモデルの仮想の拘束に伴う付加曲げの影響を考慮する。 
③主構造としての挙動も加味して定着部や偏向部の応力状態を評価する。 
 

(2)モデルの実物再現性 

①定着部の切欠きや点検・ケーブル通過孔等の断面欠損を忠実に再現してモデル化す

る。 
②外ケーブルの定着具近傍に発生する局部応力を検証する場合には、定着具のモデル

化や載荷方法を適切に選定する。 

検証内容 

 

(1)荷重載荷と境界条件の設定事例 

 
1-1)プレストレス力の載荷 

外ケーブルの定着が部材に与え

る影響を検証するにあたり、部分切

出しモデルに外ケーブルによるプ

レストレス力のみを載荷する場合

がある。図-1は、中間支点横げたに

着目して設定したモデルにプレス

トレスの軸力成分を載荷した事例

を、外ケーブルが片面のみに定着さ

れた場合(CASE-1)と両面に定着さ

れた場合(CASE-2)それぞれについ

て示したものである。 

CASE-2 では、モデル全域に圧縮応力が作用する実挙動を再現するため、境界条件とし

て補償荷重を与えている。図示したような事例では、プレストレス力の作用により、横

げた本体ばかりでなく定着背面側の上床版やウェブに局部的な引張応力が発生する解析

結果が得られるが、実際には内ケーブルのプレストレス力やその他の外力が複合して作

用しているので、別法による全体構造系の解析や床版や横げた個々の部材設計で算出さ

れた応力との重ね合わせにより、局部応力の照査やこれに対する補強設計が実施されて

いる。 

19S15.2×1本/半断面

橋軸方向固定  
 

19S15.2×5本/半断面 19S15.2×4本/半断面

橋軸方向固定

剛体へ補償荷重載荷
(4本定着圧力相当)

図-1 プレストレス力載荷事例 

CASE-2 

 CASE-1 
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検証内容 

 
1-2)柱頭部の解析 

図-2 は、種々の荷重作用によ

り、複雑な応力状態となることが

予想されたラーメン構造の柱頭

部をモデル化した事例である。外

ケーブルによるプレストレス力

ばかりでなく解析領域内の主た

る荷重作用を再現するとともに、

領域の外部から伝達される荷重

についても、全体構造系の解析で

求めた断面力をモデル端部の境

界条件として与えている。 

示した事例のように、想定される荷重作用を極力反映させて解析を行うことにより検

証の信頼性は高まるが、ＦＥＭ解析においてすべての荷重作用を網羅することは実用上

困難であるため、通常は、無視した荷重作用が有害なひび割れの発生に与える影響を別

法により追加で検討する場合が多い。 

例えば、支点横げた等のマッシブな部材では、セメントの水和熱に起因する温度応力

の影響が比較的大きいため、別途、これを各種の解析により確認し、外ケーブル定着と

の複合作用として検証されている。 

 
1-3)仮想拘束に伴う付加曲げの影響 

偏向部の解析においては、本来の支点がない支間部から対象領域を抽出しモデル化す

ることになるため、モデルの拘束条件によっては、解析結果が実際の挙動と大きく異な

る場合がある。 

図-3は、切出しモデルの両端を固定

して外ケーブルの偏向力を作用させ

た場合に全体構造系では生じ得ない

断面力が発生する事例を示したもの

である。このような場合には、仮想の

拘束に伴う付加曲げの影響により、偏

向部近傍の橋軸方向応力を正しく評

価できないので、その影響を補正す

る、橋軸直角方向の応力についてのみ

着目する、あるいは、付加曲げが生じ

ないような拘束条件に変更する等の

対処が講じられる。 

また、全体構造系において大きな断

面力が作用する位置(例えば支間中央

や支点付近)に偏向部を設ける場合に

は、図-2で示した柱頭部の解析事例と

同様、モデル端に適切な拘束条件と断

面力を与えることにより、主構造とし

ての挙動も加味して偏向部の応力状

態が評価できる。 

 

P1側 P3側

：外ケーブル定着力

橋面荷重

床版横締めケーブル 1S28.6ctc625

MNSM N S

：内ケーブル定着力

20本定着 26本定着

剛体要素剛体要素

 
図-2 柱頭部解析における荷重載荷事例 

プレストレス分力

Ｌ  
 
プレストレス分力

Ｌ

－

＋

Ｍ　図

＋

 
図-3 モデルの仮想拘束に伴う付加曲げ 
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検証内容 

 

(2)モデル化の事例 

 

2-1)部材のモデル化 

定着部や偏向部においては、プレストレス力の集中作用により、加力点近傍、断面急

変部、開口部で大きな局部応力が発生しやすい。特に断面急変部や開口部では、コンク

リートの乾燥収縮等に伴う内部応力も付加され、有害なひび割れ発生の誘因となる。こ

のため、ＦＥＭ解析では、定着部の切欠きや点検孔・外ケーブル通過孔等の断面欠損を

忠実に再現してモデル化される場合が多い。 
表-1 は、横げた定着部、突起定着部、偏向部の各部位を細密にモデル化した事例と解

析に関する一般的な留意点を整理したものである。 
将来的な外ケーブルの追加配置が可能なよう予備孔が設けられる場合には、断面欠損

としてモデル化に反映させるばかりでなく、追加のプレストレス力を荷重として見込ん

だ事例もある。 
 

表-1 開口部や断面欠損を再現したモデル化の事例 
 ◆緊張端に定着部の切欠き処理が施されている場合には、実部材厚 ◆定着部周辺に検査口等の比較的大きな開孔がある場合、開口部

　の減少に伴う応力増加や切り欠き周辺の応力集中が生じる可能性 　周辺に応力集中が生じる可能性がある。

　がある。 ◆端部横桁の前面等に下床版検査口を設ける場合には、横げた厚や

　検査口までの距離、外ケーブル本数等の条件によっては、開口周辺

　に応力集中が生じる可能性がある。

●定着部の切欠きのモデル化事例 　●下床版開口部のモデル化事例

◆外ケーブルの偏向管等による開孔がある場合には、開孔周辺に応力が集中する可能性がある。

◆偏向管による開孔は、それによって控除される体積が構造体に占める割合が大きければ大きいほど解析結果に与える影響も大きくなる。

◆偏向部は比較的スレンダーな構造であり、偏向力が大きい場合には開口部や断面急変部周辺で応力の乱れが顕著に現れる。

定
着
部

偏
向
部

●偏向部のモデル化事例

●定着突起のモデル化事例

支
点
横
桁

中
間
突
起

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  SMOOTHING W.MODE
XY
Z

COMBINE              CASE

     -0.50

     -0.25

      0.00

      0.25

      0.50

      0.75

      1.00

      1.25

      1.50

      1.75

      2.00

      2.25

      2.50

      2.75

      3.00

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  SMOOTHING W.MODE
XY
Z

COMBINE              CASE
PRINC STRESS         3.39

定着力Ｐ

開孔の影響による応力集中の発生
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検証内容 

 
2-2)定着具のモデル化と偏向力の載荷 

外ケーブルの定着具近傍に発生する局部応力を検証する場合には、用いる定着具の形

状によりプレストレス力の伝達機構が異なるため、解析目的に応じて定着具のモデル化

や載荷方法が選定されている。表-2 は、外ケーブル定着具のタイプ毎にモデル化の事例

を示したものである。なお、定着具近傍の局部領域については、定着工法毎に保証する

範囲や補強方法等の保証条件が定められているため、ＦＥＭ解析では、保証領域外での

応答値を評価する場合が多い。 

偏向力については、通常、ケーブル湾曲部に作用する腹圧力を要素毎の節点荷重に置

き換えて載荷されるが、外ケーブルが三次元的な配置形状を有する場合には、鉛直方向

だけではなく水平方向の作用力も適宜、考慮されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考にあた

っての注意

点 

 

 ＲＣ部材にひび割れが生じると、ひび割れ近傍の要素に作用している応力が再配分さ

れ、ひび割れ発生前の弾性域とは異なった応力状態となる。このため、比較的大きな部

材縁引張応力を許容し、局部的な部材の剛性低下が構造全体の応力分布に影響を与える

ような場合には、非線形性を考慮した解析を行う必要がある。 

一般に、定着部や偏向部が供用中のひび割れの発生を極力抑えるよう設計されていれ

ば、弾性体に近い挙動を示し顕著な非線形性は現れない。例えば、ＦＥＭ解析による引

張応力をコンクリートの引張強度程度に制限しておけば、解析値と実測値が概ね一致す

ることが既往の実験により確認されている(検証事例③参照)。 

表-2 定着具のモデル化事例 

定着方式 モデル化の概要 模式図 

アンカープ

レート方式 

アンカープレートをプレート要

素(剛体)等でモデル化し、定着面

に面分布荷重を載荷することが

多い。  

①リブキャストアンカーを剛体

としてモデル化し、荷重を載荷

する。実構造が忠実に再現でき

る。 

②リブキャストアンカーをモデ

ル化せず、各リブ位置に荷重を

分散して載荷する。 

 

リブキャス

トアンカー

方式 

③定着体表面に面荷重として載

荷する。載荷位置付近の再現性

は低い。 
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事例③ ＦＥＭ解析を用いた安全性照査における応力制限値の設定 

要求性能 定着部及び偏向部の安全性 関連規定 道示Ⅲ3.3 

検証目的 

ＦＥＭ解析を用いた照査では、仮想の応力制限により間接的に安全性を検証すること

になるため、有害なひび割れの生じないことが確認されている範囲内でコンクリート及

び鉄筋に対する引張応力度の制限値を適切に設定する必要がある。 

検証手法 実験による検証 ・ 解析による検証 ・ 道路橋示方書の準用 

検証方針 

(1) 既往の実物大試験で得られた知見に基づき、コンクリート及び鉄筋の引張応力度を

制限する。 

(2) 実施した応力照査が道示を準用した場合と同等以上の安全性を担保していること

を非線形解析により確認する。 

検証内容 

 

(1)実物大試験で確認された応力制限値とひび割れの関係 

 外ケーブルを中間突起定着する構造は、定着部本体ばかりでなく定着部近傍の主げた

に比較的大きな局部応力が発生するため、これを採用するにあたり、実物大の供試体を

用いた試験によりひび割れや破壊に対する安全性を確認した事例1)がある。表-1は、既往

の試験結果を事前のＦＥＭ解析で用いられた応力制限値と試験時のひび割れ発生状況の

関係に着目して整理したものである。 

 
表-1 実物大試験で確認された応力制限値とひび割れ幅の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これらの実験結果から、設計時におけるコンクリートの引張応力度の制限値と実際の

ひび割れ発生状況との間には相関のあることが認められており、このような知見を参考

にして、コンクリートの引張応力度を 3.0N/mm2程度に制限して設計(ＦＥＭ解析)された

事例が多い。 

種類 緊張力 (kN)
コンクリート
(目安値)

鉄筋 コンクリートひずみ 鉄筋ひずみ ひび割れの発生状況

1 19S15.2

プレストレス導入時
3430(0.7Pu)
終局荷重作用時
4210(0.86Pu)

3.0
120 FEM解析値と実測値は

概ね一致

ひずみ履歴はほぼ線
形、ひずみ値もコンク
リートと同程度(50～
100μ)

ひび割れ発生なし

2.0
中空鋼棒によ
り補強

120 －
0.86Pu載荷時に0.04mmの微
細ひび割れ発生

4.0
鉄筋のみで
補強

120 －
荷重200tfでひび割れ発生
※実設計では不採用

3 19S15.2
プレストレス導入時
3530(0.7Pu)

3.0 100
FEM解析値と実測値は
概ね一致

－

0.7Pu載荷時に0.04mmの微
細ひび割れ発生、その後の
継続計測により、鉄筋応力お
よびひび割れの増大なし

4 19S15.2

プレストレス導入時
3780(0.9Py)
終局荷重作用時
4200(1.0Py)

3.0 100 －
定着補強筋、突起補強
筋ともに設計値と実測
値は精度良く一致

突起下面に微細ひび割れ発
生
0.7Pu時…0.06mm
0.9Py時…0.10mm
　　　　　　(2日放置)

5 27S15.2
プレストレス導入時
4900(0.7Pu)

5.0 120

コンクリート表面のひび
割れ発生ひずみは100
μ程度で応力換算する
と2.8N/mm2

0.7Pu載荷時で
1000kgf/cm2程度(実
測ひずみ460μ)

0.7Pu載荷時最大0.27mm
発生位置は解析と一致
※実設計では19S15.2を使用
し応力制限値を3.0に低減

定着突起上方側の実測
値がFEM解析値より大
きくなる傾向あり

2 27S15.2

プレストレス導入時
4900(0.7Pu)
終局荷重作用時
5880(0.86Pu)

実験結果外ケーブル
設計時応力制限値
(ＦＥＭ解析：N/mm2)

プレストレス導入時(0.7Pu)事例
No.
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検証内容 

 
また、鉄筋の応力制限値についても、既往の実験及び施工実績により、ひび割れ幅の

抑制効果が確認されている100～120N/mm2の範囲で設定される場合が多い。 

以上のような実験結果に基づく応力制限値の設定事例を、道示のＰＣ及びＲＣ部材に

関する規定と対比して表-2に示す。 

表-2 死荷重作用時の応力制限事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)解析的手法による応力制限値の検証 
 

2-1)検証概要 

全断面有効と仮定して設計されたＲＣ部材における「コンクリートや鉄筋の引張応力

制限値」と「ひび割れ抑制効果」の関係を、以下に示す道示のＲＣ規定を基準とした安

全指数の概念を導入して定量化することにより、応力制限の有効性を確認する。 
 
 
 
 
2-2)解析例 
① 安全指数の試算は、単純曲げを受ける

矩形梁(σck=40N/mm2)を対象とする。 

② 梁に生じるコンクリートの縁引張応力

度σctと、縁引張応力度に対して配筋す

る際の鉄筋の応力制限値σsaをパラメー

タとする(σct = 1.0～6.0N/mm2、σsa = 

100～180 N/mm2)。 

③ 「設計断面力Ｆ」は、各縁引張応力度

を生じさせる曲げモーメントとする。 

④ 「有害なひび割れに対する抵抗力Ｒcr」

は、各水準の縁引張応力度に対して配筋 

された部材の、「コンクリートの引張抵抗を無視した断面計算」及び「コンクリートの

引張剛性を考慮した非線形解析」により算定した鉄筋応力度(図-1)が、道示の許容応

力度に達するときの荷重(ここではモーメント)とする。 

⑤ 非線形解析による鉄筋応力度の推定2)は、図-2に示す方法による。コンクリートの引

張側構成則は、コンクリートと鉄筋の付着作用を考慮した引張剛性曲線を用いる。 

道示Ⅲ

ＰＣ部材

定着・偏向部

ＲＣ部材

道示Ⅲ

ＲＣ部材

ひび割れを発生させない
ひび割れの発生を

できるだけ制限する

有害でない範囲で

ひび割れ幅を制限する

全断面有効 全断面有効
コンクリートの

引張域無視

コンクリート
引張応力の発生を

許容しない

曲げひび割れ強度

～3.0N/mm2程度
－

鉄筋 － 100～120N/mm2程度 100N/mm2

ひび割れ幅との

関係
0mm 0～0.1mm(実績値) 0.2mm(想定値)

目標とする状態

引張応力

制限値

項目

計算の仮定

安全指数Ｉ ＝ 有害なひび割れに対する抵抗力Ｒcr／設計断面力Ｆ 

Ｒcr：鉄筋の引張応力度が道示の許容値(σsa=100N/mm2)に達したときの作用力 

荷重

許容応力度 
鉄筋応力

ひび割れ発生

引張抵抗無視

実際の挙動(非線形解析)
全断面有効

図-1 荷重と鉄筋応力の関係 
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検証内容 

 

 
図-2 ファイバーモデルによるＲＣ梁の非線形解析 

 

2-3)解析結果の評価 
全断面有効として設計され

たＲＣ部材の応力制限値と安

全指数の関係の一例を図-3 に

示す。 

前述した既往の実験結果に

基づいてコンクリートと鉄筋

の引張応力制限値(ここでは、 

各々3.0N/mm2、120N/mm2)、を

設定すると、非線形解析で

1.5、慣用的なＲＣ計算で 1.0

程度の安全指数が得られてい

る(図中の点表示)。 

この結果から、上記の応力制限に基づく部材設計は、引張剛性の寄与分として 5 割程

度の安全率が付加されているばかりでなく、不測の荷重作用(例えば、内部拘束応力等)

に起因してコンクリートの引張剛性が期待できない状態となっても、引張鉄筋の配置に

より道示と同等の安全性が担保されていると評価できる。 
 
[参考文献] 

1)高速道路技術センター：ＰＣ橋の耐久性向上に関する設計・施工マニュアル，資料編

－１，平成13年 10月 

2)角谷他：ＰＣ橋設計への非線形有限要素解析の適用に関する研究、プレストレストコ

ンクリートVol.46, No.6、2004 

参考にあた

っての注意

点 

(1) 実大試験の供試体は、コンクリートの設計基準強度がいずれも 40N/mm2、プレスト

レス導入時の圧縮強度が27～31N/mm2の範囲であるため、設計条件がこれらと異なる場

合には、コンクリートの応力制限値も適宜見直す必要がある。 

(2) ここで示した解析的手法は、あくまでも、ひび割れ発生後の鉄筋応力度を指標とし

た応力制限値と安全性の関係を簡易モデルで試算した事例であり、実橋において応力

照査の妥当性を確認する場合には、実構造をそのままモデル化し、適切な構成則を用

いた非線形ＦＥＭ解析を実施する必要がある。 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

コンクリートの引張応力制限値(N/mm2)

安
全
指
数

非線形

(実線)

ＲＣ計算

(破線)

σsa=120

(非線形)

σsa=120

(ＲＣ計算)

6.0 7.0

σsa=100

σsa=180

図-3 全断面有効として設計された 

ＲＣ部材の安全指数 
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事例④ 外ケーブル定着突起部のせん断破壊に対する照査 

要求性能 定着部の安全性 関連規定 － 

検証目的 
箱げた内部に設けた外ケーブルの定着突起部が、外ケーブル張力の作用に伴うせん断

破壊に対して安全であることを確認する。 

検証手法 実験による検証 ・ 解析による検証 ・ 道路橋示方書の準用 

検証方針 

定着突起部と上床版及びウェブとの接合面について、設計せん断力をＦＥＭ解析によ

り、設計せん断伝達耐力をコンクリート標準示方書[構造性能照査編]を準用することによ
り、それぞれ算定する。 

検証内容 

(1)検証概要 

  図-1 に示すような波形鋼板ウェブ橋の外ケーブ

ル定着部について、以下に示す方法により、終局荷

重作用時における主げたとのずれせん断破壊に対す

る安全性を検証する。 

① 外ケーブルは 19S15.2(SWPR7B)を用いるものと

し、定着部に作用する終局荷重として外ケーブルの

破断荷重(Pu＝4900kN)を想定する。 

② せん断に対する照査は、せん断抵抗面全体

及びせん断応力が卓越する定着位置近傍の範

囲(500mm)の各々について行う(図-2)。 

③ 設計せん断力は、ＦＥＭ解析で得られる上

床版とコンクリートウェブ各接合面における

せん断応力度に要素面積を乗じることにより

算定する(図-3)。 

④ 接合面の設計せん断伝達耐力は、コンクリ

ート標準示方書に示されている設計せん断伝

達耐力式(6.3.17)及び係数値(表-1)を引用し

て算定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外ケーブル(19S15.2)突起定着

図-1 突起定着構造の概要 

定着突起

せん断応力卓越領域

せん断面全体

プレストレス

τ

τ 大小

図-2 せん断応力の分布 

Vcwd＝{(τc＋p・τ ・sins
c

2θ－α・p・fyd・sinθ・cosθ)・Ac＋Vk}/γb  -----(6.3.17) 
τ ＝μ・f'cdb・(α・p・fyd－σnd)1-b

τs＝0.08・fyd/α 
α＝0.75・{1－10・(p－1.7・σnd/fyd)}  (ただし、0.08√3≦α≦0.75) 

表-1 せん断伝達耐力の算定に用いる諸条件 

f'cd コンクリートの設計圧縮強度　(N/mm2) 30.8 材料係数 γc = 1.3

fyd 鉄筋の降伏強度 (N/mm2) 345 材料係数 γs = 1.0

μ 接合面の平均摩擦係数 0.45 標準示方書の引用値

b 面形状を表す係数 0.50 打継面相当値

θ せん断面と鉄筋がなす角度 90°

γb 部材係数 1.3

σnd せん断面に垂直に作用する平均応力度 (N/mm2)

p せん断面における鉄筋比　As/Ac

Ａc せん断面の面積

Ｖk せん断キーによるせん断耐力

ＦＥＭ解析により算定

図－４に拠る

図－３に拠る

なし

 



31 

検証内容 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)解析結果の評価 
本事例では、いずれの接合面及び範囲においても、設計せん断伝達耐力が設計せん断

力を上回る結果が得られたため、せん断破壊に対して安全であると評価した。 

参考にあた

っての注意

点 

本事例で示した終局荷重、設計せん断力の算定方法、設計せん断伝達耐力に関する各

変数や部分安全係数等については、あくまでも一例であり、定着部の構造や補強方法、

接合面に作用する応力状態(曲げの影響)等に応じて、適宜設定する必要がある。 

上床版との接合面 

定着圧力
定着圧力

ＦＥＭ解析モデル 

【橋軸直角方向対称1/2モデル】

材料定数 コンクリート 波形鋼板

弾性係数(N/mm
2
) 3.1×10

4
2.0×10

5

ポアソン比 0.2 0.3

ウェブとの接合面 

図-3 設計せん断力の算定 
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事例⑤ 実大試験による外ケーブルのフレッティング疲労特性の確認 

要求性能 外ケーブルの疲労耐久性 関連規定 道示Ⅲ18.5 

検証目的 
偏向部のフレッティング作用を考慮して、外ケーブル(ＰＣ鋼材)の疲労耐久性を確認す
る。 

検証手法 実験による検証 ・ 解析による検証 ・ 道路橋示方書の準用 

検証方針 

偏向部におけるフレッティング作用は、鋼線の種別や構成、下限応力度、偏向角度、

ケーブルの曲げ半径等の因子によりＰＣ鋼材の疲労強度への影響度が異なるため、実大

のフレッティング疲労試験により確認する。 

検証内容 

(1)既往の疲労試験 

表-1 は、実大供試体を用いて外ケーブルのフレッティング疲労特性を確認した事例を

示したものである。いずれの試験も外ケーブルとして使用頻度の高いマルチケーブルシ

ステム(19Ｓ15.2)を対象としており、偏向部の曲げ配置半径(3.0m)や角度(14°)、試験

時の下限応力度(引張強度の60%)は、海外の規定や過去の実績を参考にして設定されてい

る。また、図-1 に例示したように、デビエータブロックを試験体の配置方法と直交する

方向に一定の変位振幅を与えることにより、軸方向ひずみの変動を生じさせている。 

表-1 にはＰＣ鋼より線の素線が初めて破断した時点(初破断)の載荷回数を示してお

り、米国の疲労寿命に関する評価基準に基づいて、全素線数(7 本より×19 本)の 2%及び

5%が破断したときの載荷回数も合わせて確認されている。 
 
■米国PTI規格による斜張ケーブルの疲労性能評価項目 
①200万回の繰返し載荷で全素線本数の2％破断以下であること 

②疲労試験後の静的載荷試験で規格引張荷重の95％の引張力を載荷し、ケーブ

ルおよび定着体に異常がないこと 
 
事例③を除く各試験では、疲労試験後に未破断のＰＣ鋼より線を抜き取り、引張試験

を実施している。これにより、全素線が破断していないケースでは、引張強度や伸びの

低下は生じていないことが確認されている。一方、素線の一部に破断が生じたケースで

は、未破断であっても疲労亀裂に起因する強度低下が認められることから、初破断ある

いは2%～5%の破断率で疲労寿命を評価することの妥当性を示唆した事例もある1)。 
 

表-1 フレッティング作用を考慮した疲労試験の事例1～4)

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

偏向管 保護管(緩衝材) グラウト充填

20 1000万回で破断せず

50 115万回で初破断

無し 50 69万回で初破断

2
エポキシ樹脂被覆ＰＣ鋼材

（19S15.2)
鋼管 ＰＥ管 無し 50 300万回で破断せず

3
ポリエチレン系樹脂被覆ＰＣ

鋼材（19S15.2)
鋼管 ＰＥ管

有り
(高強度
55N/mm2）

50 147万回で初破断

50 300万回で破断せず

70 276万回で初破断

50 300万回で破断せず

70 251万回で初破断

裸ＰＣ鋼材（19S15.2)
ステンレス製
フレキシブル管

応力振幅
(N/mm2)

試験結果

スパイラル補強ＰＥ管
(ゴム緩衝材付き)

ＰＥ管1

4

偏向部の構造
ケーブルの種別・構成

事例
No.

裸ＰＣ鋼材（19S15.2) 鋼管

有り
(W/C=45%）

有り

スパイラル補強ＰＥ管
(環状支承体付き)
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検証内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ 試験装置の事例1)

 
 
(2)ＰＣ鋼材の設計疲労強度式 

既往の研究1)において、フレッティング作用を考

慮したＰＣ鋼材の設計疲労強度式(右記)が提案さ

れている。提案式は、疲労試験結果のS-N回帰線に

対して標準誤差の 2 倍を下げ、試験時の初破断の

疲労寿命より試験値が下回る確率が 5%として得ら

れたものである。 

また、同研究では、設計疲労強度式の適用範囲

として、以下の条件を提示している。 

①ＰＣ鋼材及び構成：19Ｓ15.2(ＰＣ鋼より線SWPR7B) 

②下限応力度：引張強度の0.6倍 

③曲げ半径：3.0ｍ(偏向角度14°) 

④偏向部の拘束：保護管内にグラウトが充填されている 

 
[参考文献] 

1)新井他：大容量ＰＣ鋼より線の曲げ配置部におけるフレッティング疲労特性、土木学

会論文集No.627／Ⅴ-44、pp.205-222、1999-8 

2)高速道路技術センター：ＰＣ橋の耐久性向上に関する設計・施工マニュアル資料編-4、

2001-10 

3)齊藤他：大偏心外ケーブルPC橋におけるケーブルのフレッティング疲労試験、第8回

シンポジウム論文集、pp.131-136、1998-10 

4)黒輪他：ディビエーター部におけるスパイラル補強ＰＥ管を使用した外ケーブルのフ

レッティング疲労特性、プレストレストコンクリートVol.46, No.3、pp.46-55、2004-5

 

参考にあた

っての注意

点 

既往の実大疲労試験に照らして安全性を照査する場合には、実構造で採用する偏向角

度、偏向構造、ケーブルシステムのマルチ構成や防食構造、設計で想定した応力状態(下
限値および振幅)等が、参考とする実大試験と整合していることが前提となる。 

ｆprd：ＰＣ鋼材の設計疲労強度 

Ｎ ：疲労寿命 

 



 34

4. 参考資料 

 

外ケーブル構造の定着部及び偏向部における慣用解析法の適用性に関する検討 

 

(1) 検討概要 

 

外ケーブル構造の定着部及び偏向部は、橋梁の構造形式や断面形状、架設工法等により種々の

制約を受けるため、構造形態が多様であり、実構造を梁状あるいは板状の簡易モデルに単純化し

た慣用解析法により安全性を検証する場合には、仮想部材の配置や剛性、主げたの拘束の影響を

考慮した支点条件の設定等、解析モデルを適切に設定するばかりでなく、解析精度を確保する観

点から、慣用解析法自体の適用性について十分配慮する必要がある。 

本検討は、定着部及び偏向部における慣用解析法の適用性を評価するための参考資料として、

ＰＣ箱げた橋を例にとり、主げたの拘束面数や部材厚と解析精度の関係を三次元ＦＥＭ解析との

対比により把握することを試みたものである。 

 

(2) 定着部に関する検討 

 

2-1) 検討方法 

 

a)検討モデル 

検討モデルは、ＰＣ箱げた橋の端支点部(縦横比1：2)を想定し、表-2.1において整理した定着

構造のうち、実構造において多数を占めている「４面拘束」と「３面拘束(横げた中央部に開口有

り)」の２ケースを抽出し、それぞれについて、横げたの部材厚を0.5m～4.0mの範囲で変化させた。 

また、外ケーブルは、採用事例の多い19S15.2mm(SWPR7BL)をシンメトリーに８本配置すること

を想定した。図-4.1に検討モデルの構造寸法を示す。 
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図-4.1 定着部の検討モデル  
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b)慣用解析法 

定着部として機能する横げたの断面力を算定する場合には、一般に、図-4.2に示すような梁モ

デル、平面格子モデル、平板モデル等に置き換えられているが、本検討では、モデルの単純化が

解析結果に与える要因のうち、①横げたのみを切り出して仮想の支持条件を設定すること、②立

体構造を平面モデルとして扱うことの影響に着目し、これらの要因が直接的に評価できる二次元

ＦＥＭ解析を慣用解析法として選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2 慣用解析法の検討モデルの例  

 

 

c)解析条件 

表-4.1に解析で用いた材料条件および荷重条件を、表-4.2に三次元ＦＥＭ解析(以下、３Ｄ－Ｆ

ＥＭ)及び二次元ＦＥＭ解析(以下、２Ｄ－ＦＥＭ)で設定したモデルを示す。 

２Ｄ－ＦＥＭでは、主げたを含めた全体構造から横げた部分を切り出してモデル化するため、

ウェブや上下床版に拘束されている実構造の再現性（主げたの拘束度の再現性）が重要となるが、

ここでは、単純かつ汎用的な「完全固定」と「ピン固定」の２種類の拘束条件を与えた。 

 

コンクリートの設計基準強度 σck = 40 N/mm
2

コンクリートの弾性係数 Ec = 3.1×10
4
 N/mm

2

コンクリートのポアソン比 μc = 0.1667

外ケーブルの種別と配置本数 19Ｓ15.2～8本

プレストレス導入力 0.7・σpu

荷重載荷 支圧板 
□
350mmに面載荷

荷重条件

材料条件

表-4.1 材料条件および荷重条件  
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表-4.2 定着部のＦＥＭ解析モデル  

拘束条件 ピン固定完全固定

４
面
拘
束

３
面
拘
束

２
Ｄ
―

Ｆ
Ｅ
Ｍ

３
面
拘
束

４
面
拘
束

３
Ｄ
―

Ｆ
Ｅ
Ｍ

開口部

プレストレス導入力

３方向（ｘ、ｙ、ｚ方向）を固定

プレストレス導入力

開
口
部

開
口
部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2) 検討結果 

図-4.4は、外ケーブル緊張力によって横げたに発生する水平及び鉛直方向の縁引張応力度(図

-4.3)に着目し、「４面拘束」及び「３面拘束」の各ケースについて、簡易解析(２Ｄ－ＦＥＭ)

結果を３Ｄ－ＦＥＭ結果に対する比率として示したものである。図の横軸は、横げたの部材厚ｔ

を横げた高Ｈとの比として無次元化しており、値が大きい程、部材厚が薄いことを意味する。 

支持条件を「完全固定」としたモデルでは、主げたの拘束面数や引張応力の方向性にかかわら

ず、結果の比率が1.0を大きく下回り、３Ｄ－ＦＥＭに対して発生応力度を過小に評価している。 
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このような傾向は、切り出した横げた部材の材端に

おける拘束条件が、主げたによる実際の拘束度と乖離

していて、外ケーブル張力の作用に伴う横げた中央部

の面外変形が、解析上、過度に抑制されていることを

示している。 

これに対して「ピン固定」としたモデルでは、３Ｄ

－ＦＥＭに対して概ね安全側の結果が得られているが、

部材厚が横げた高と同程度以上の領域では、危険側の

結果を与えている。 

横桁内面

外ケーブル
緊張力

水平方向
引張応力度（σx）

鉛直方向
引張応力度（σy）

図-4.3 着目した縁引張応力度 

図中の着色範囲は、３Ｄ－ＦＥＭの結果に対して±20%程度の誤差に収まる領域を示しており、

４面拘束、３面拘束いずれの場合も３Ｄ－ＦＥＭと同程度の結果が得られるＨ(横げた高)／ｔ(部

材厚)の範囲は非常に限定されていることがわかる(例えば４面拘束の場合1.0～2.0程度)。特に３

面拘束の場合は、この傾向が顕著となるが、これは、２Ｄ－ＦＥＭでは考慮できない開口部の立

体的な変形挙動に起因しているものと考えられる。 

なお、本検討で得られた結果は、主げたの断面や隔壁の形状が検討で想定したモデルと概ね相

似している場合に参照が可能である。 
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a) ４面拘束の場合 
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b) ３面拘束の場合 

 

図-4.4 部材厚と解析精度の関係 
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 (3) 偏向部に関する検討 

 

3-1) 検討方法 

 

a)検討モデル 

検討モデルは、「４面拘束(ダイヤフラム形式)」、「３面拘束(リブ形式)」、及び「２面拘束(サ

ドル形式)」の３ケースとした。また、「３面拘束」では、リブの幅を1/2としたモデルも追加し、

「３面拘束」と「２面拘束」の中間的な構造に対する慣用解析法の適用性を合わせて確認するも

のとした。 

外ケーブルは、19S15.2mmのマルチケーブル8本が10°の角度で偏向されている状態を想定した。

図-4.5に検討モデルの構造寸法を示す。 
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a)  ４面および３面拘束の場合の構造モデル  
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c) ２面拘束モデル b)  リブ １/２の３面拘束モデル 

 

図-4.5 偏向部の検証モデル  
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b)慣用解析法 

偏向部に対する慣用解析法では、一般に、図-4.6に示した梁モデルあるいはボックスフレーム

モデルに置き換えた簡易手法により、偏向部及びその周辺に作用する面内引張力が算定されてお

り、本検討もこれに準ずるものとした。 

図-4.7は、慣用解析法で考慮される偏向部の引張力を示したものであり、偏向具周辺に局部的

に発生する鉛直方向の引張力Ｔ1及び水平方向の割裂力Ｔ2、壁体や主げた(上床版)の曲げ作用に

伴い発生するＴ3及びＴ4、壁体のせん断作用に伴い発生する斜引張応力度の合力Ｔ5がある。この

うち、偏向具周辺の局部的な引張力Ｔ1及びＴ2については、図-4.6に示したような簡易モデルに

拠らず、Ｔ1は隔壁の有無に応じて外ケーブルの偏向力に定率を乗じることにより、Ｔ2は割裂引

張力の簡易式により、それぞれ算定されている1)。 

本検討では、このような慣用解析法について、各種引張力の精度を３Ｄ－ＦＥＭとの対比によ

り検証するとともに、簡易計算で網羅されていない偏向部周辺における主げたの局部応力にも着

目し、隔壁やリブによる補剛効果の観点から、その適用性を評価するものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c)解析条件 

偏向部の３Ｄ－ＦＥＭ及び簡易解析に用いた材料条件および荷重条件を表-4.3に、解析モデル

を表-4.4に、それぞれ示す。 

 

 

コンクリートの設計基準強度 σck＝40 N/mm2 

コンクリートの弾性係数 Ec＝3.1×104 N/mm2 材料条件 

コンクリートのポアソン比 μc＝0.1667 

外ケーブルの種類と配置本数 19S15.2－ 8本 

プレストレス導入力 0.7・σpu 

荷重条件 

偏向力による示圧応力度 

 
Pt（PC鋼材引張力） 

σ＝――――――――――――――― 
R(曲げ半径）×b(ｼｰｽ径×2/3） 

 

 

 

 

表-4.3 材料条件および荷重条件 

図-4.6 簡易モデルの例 図-4.7 偏向部に発生する引張力 
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表-4.4 偏向部の解析モデル 

 

拘束条件

拘束条件

拘束条件

拘束条件

４面拘束 ３面拘束

３
Ｄ
―

Ｆ
Ｅ
Ｍ

３面拘束（リブ１/２） ２面拘束

偏
向
部
構
造

全
体
モ
デ
ル

偏
向
部
構
造

偏
向
部
構
造

簡
易
モ
デ
ル

４面拘束（梁モデル） ３面拘束（梁モデル）

偏
向
部
構
造

３面拘束（ボックスフレームモデル） ２面拘束（梁モデル）
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3-2) 検討結果 

偏向部に発生する引張力(図-4.7のＴ1～Ｔ5)に着目して、３Ｄ－ＦＥＭに対する簡易計算結果

の比率を図-4.8に示す。 

図示のとおり、「４面拘束」及び「３面拘束」構造に対する簡易計算は、３Ｄ－ＦＥＭに比べ

て1.0～2.0程度、安全側の値を示していることがわかる。 

これに対して、「２面拘束」構造では、Ｔ1、Ｔ2において、1.0を下回る結果が得られており、

３Ｄ－ＦＥＭに対して局部的な引張力を過小に評価する傾向がみられる。この結果は、局部引張

力の簡易計算法が、隔壁やリブにより補剛されていることを適用の前提としており、無補剛の状

態での引張力を安全側に推定できない可能性があることを示唆している。 

「３面拘束」と「２面拘束」の中間的な構造である「３面拘束(リブ幅1/2)」では、いずれの引

張力も1.0以上の安全率を有しているため、簡易計算法を適用できる可能性があるが、さらにリブ

の幅が減少する場合やリブの形状が変化するような場合には、「２面拘束」構造の特性に近づく

ことが想定されるため、３Ｄ－ＦＥＭ等、局部応力を精度良く算定できる方法により安全性を検

証する必要がある。 
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図-4.8 簡易計算の精度 
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一方、簡易計算手法で考慮されていない主げた(偏向部近傍のウェブ及び下床版)の局部的な引

張力に着目すると、３Ｄ－ＦＥＭでは、偏向部の拘束度が小さくなるにつれて、下床版の橋軸方

向や直角方向、ウェブの鉛直方向の各値が著しく増加する結果が得られている(表-4.5)。 

一般的に採用されている「４面拘束」及び「３面拘束」構造では、下床版の橋軸方向のみに微

小な引張力が発生しているが、ひび割れの発生を抑制する上で問題とならないレベルであり、こ

れを無視した簡易計算に拠っても概ね妥当な検証結果が得られる可能性がある。 

これに対して、「２面拘束」構造では、主げたの面外変形の影響が顕著に現れ、他の構造に比

べて大きな引張力が発生するため、３Ｄ－ＦＥＭ等を用いた検証により、安全性を確認する必要

がある。また、「３面拘束(リブ幅1/2)」構造の解析結果より、リブ幅を多少縮小しても十分な補

剛効果を得られることが認められるが、リブの形状寸法によっては、「２面拘束」構造と同様、

無視できない局部応力が発生するおそれがあるので、留意する必要がある。 

なお、本検討で得られた結果は、主げた断面や偏向部の形状、外ケーブルの偏向角度が、想定

したモデルと概ね相似している場合に参照が可能である。 

 
表-4.5 偏向部周辺の主げたの変形と局部応力  

変
形
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偏向部

幅員方向の
引張力

橋軸方向の
引張力

鉛直方向の
引張力

３Ｄ－ＦＥＭによる１ｍあたりの引張力の比較 (kN/m)

４面拘束 ３面拘束 ３面拘束（リブ1/2） ２面拘束

ウェブ 鉛直方向の引張力 0 0 98 294

幅員方向の引張力 0 0 0 695

橋軸方向の引張力 44 49 80 308

下床版

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[参考文献] 

1) (財)高速道路技術センター：外ケーブルを用いたＰＣ橋梁の設計マニュアル，平成8年8月 



 43

 

 

 

 

 

 



44 

 

 

 

 

 

 

 

新技術評価事例（コンクリート構造） 
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第１章 外ケーブル構造の計画・設計に関する現状調査結果の報告 

 

1.1 目的 

調査目的は、外ケーブル構造を採用する場合の留意事項や技術的課題を整理するにあたり、当該

構造の計画・設計に関する性能照査方法の現状を把握して、その結果を研究報告書に反映させるた

めに、ＰＣ建協会員各社へのアンケートを実施するとしたものである。 

本章の結果は、各社の貴重な財産であるにもかかわらず資料提供いただいたこと、そして、当該

技術の発展・拡大のためには有益な情報であることから、ここに取りまとめて報告するものとした。 

 

 

1.2 アンケート調査概要 

1.2.1 調査対象 

調査は、ＰＣ建協会員１４社に対して行った。対象橋梁は、平成１３年度以後に発注された外ケ

ーブル構造を伴った道路橋(施工中も含む)とし、当該構造の採用事例が比較的少ないと考えられた

国土交通省直轄及び自治体の発注事例を優先して選定するよう要請した。 

尚、調査期間は、平成１６年１１月から平成１７年２月の間に実施されたものである。 

 

1.2.2 調査内容 

調査内容は、大別して下記の分類要素とした。 

 

(1) 分類要素 

1) 橋梁概要について 

2) 受注時の設計内容について 

3) 計画と実績について 

4) 設計一般について 

5) 振動対策について 

6) 定着部（横桁定着）について 

7) 定着部（突起定着）について 

8) 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について 

9) 防食について 

10) 維持管理について 

11) その他について 
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1.2.3 調査シート 

 外
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ｹｰﾌﾞﾙ構造に関するアンケート調査表

分類 調査
番号

アンケート項目 記入例 記載の考えられる選択肢ほか備考（※）

Ｑ１ 橋名 神楽坂橋

Ｑ２ 橋梁形式 ４径間連続ラーメン箱げた橋 単純桁橋、連続桁橋、ラーメン橋の形式のほかに、断面形状による分類も列記する。

Ｑ３ ウェブ構造 コンクリート コンクリートウェブ、波形鋼板ウェブ、鋼管トラス

Ｑ４ 架設工法 張出し架設工法
固定支保工架設、張出し架設、押出し架設、ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｾｸﾞﾒﾝﾄｽﾊﾟﾝﾊﾞｲｽﾊﾟﾝ架設、ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｾｸﾞﾒﾝﾄ張
出し架設

Ｑ５ 主桁製作方法 場所打ち方式 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｾｸﾞﾒﾝﾄ方式、場所打ち方式

Ｑ６ 橋長 ○○.○○○ m

Ｑ７ 支間割
○○.○＋２＠○○.○
＋○○.○m

Ｑ８ 総幅員 ○○.○○○ m

Ｑ９ 桁高
(中央径間)=○○.○m
(柱頭部) 　=○○.○m

Ｑ１０
ウェブ・下床版厚
①最大値
②最小値

ウェブ厚
　①(最大値)=○○○mm
　②(最小値)=○○○mm
下床版厚
　①(最大値)=○○○mm
　②(最小値)=○○○mm

Ｑ１１ 構造的な特殊条件 平面線形　Ｒ＝○○mなど

Ｑ１２ 工事費 ￥○,○○○,○○○,○○○

Ｑ１３ 完成年 施工中（２００５年予定） ※施工中の場合は、予定年を記載願います。

Ｑ１４ 発注者 ○○地方整備局 ※国土交通省直轄、自治体の事例を優先したい。

Ｑ１５ 受注時の設計構造 内外併用 全内ｹｰﾌﾞﾙ、全外ｹｰﾌﾞﾙ、内外併用、その他

Ｑ１６
受注後に，再設計を行なった
設計部位

定着突起（隔壁および突起）のＦＥＭ解
析、耐震設計の再計算

「全般にわたって再設計」、「部分的設計あり（局部設計、耐震設計など）」、「実施なし」

Ｑ１７ コンクリート設計基準強度 ４０　N/mm2

Ｑ１８ ＰＣ鋼材の種別（外ｹｰﾌﾞﾙ） １９Ｓ１５．２ 27Ｓ15.2 ・ 19Ｓ15.2 ・ 12Ｓ15.2 ・ 9Ｓ15.2 ・ 12Ｓ12.4 ・ その他

Ｑ１９ ＰＣ鋼材の種別（内ｹｰﾌﾞﾙ） １２Ｓ１２．７
12Ｓ15.2 ・ 12Ｓ12.7 ・ 12Ｓ12.4 ・ PCBφ32 ・ なし ・ その他
※横締めケーブルは、対象外とする。

Ｑ２０ 内外併用の場合の比率設定方法
・死荷重分を内ｹｰﾌﾞﾙ、活荷重分を外ｹｰ
ﾌﾞﾙ

①外ｹｰﾌﾞﾙを配置可能な範囲で最大限配置し、不足分を内ｹｰﾌﾞﾙとして配置
②死荷重分を内ｹｰﾌﾞﾙ、活荷重分を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置
③架設時に必要な分を内ｹｰﾌﾞﾙ、その他を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置
④上下床版のみに内ｹｰﾌﾞﾙ、その他を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置
⑤その他の方法（※具体的に記載願います。）

Ｑ２１ 使用数量（外ｹｰﾌﾞﾙ,内ｹｰﾌﾞﾙ）
（外ｹｰﾌﾞﾙ）=１３．１ t
（内ｹｰﾌﾞﾙ）=３４．７ t

※横締めケーブルは、対象外とする。

Ｑ２２ 外/内ｹｰﾌﾞﾙ比率 （外）/（内）=０．３８ ※比率は、重量比とする。

Ｑ２３ 外ｹｰﾌﾞﾙの最大長・最小長
（最大長）=８０．５ m
（最小長）=５０．０ m

Ｑ２４
外ｹｰﾌﾞﾙ構造の採用に当たって
実施した事前検討の内容

・前出経済比較、隔壁および突起定着部
の構造検討（FEM解析）

経済性・摩擦係数・定着部・偏向部・曲げ破壊耐力・外ｹｰﾌﾞﾙ比率・防食・その他

Ｑ２５

外ｹｰﾌﾞﾙ構造を採用した場合の
経済比較結果
（Ｑ２０において、数種の比較を行なっ
たものも対象とする。）

・全内ｹｰﾌﾞﾙ（１．０）と比較し、
０．９５掛け（５％減）となった。

「効果有り（※具体的数値）」、「効果不明」、「その他見解」

Ｑ２６ ＰＣ鋼材本数の決定された荷重状態
・設計荷重作用時により決定され、終局
荷重作用時の照査を満足した。

「設計荷重作用時により決定」、「終局荷重作用時により決定」

Ｑ２７
現場での外ｹｰﾌﾞﾙの保管・管理方法
および特に配慮した事項

・工程に合わせた搬入計画
・ｳﾚﾀﾝのｼｰﾄやﾛｰﾗｰを使用し引き出しを
行なった。

「従来と同様」、「被膜の保護」、「搬入計画」、「保管場所」、「PE管の保護」等に関する事柄　（※具
体的に記載願います。）

Ｑ２８
外ｹｰﾌﾞﾙ構造の施工上の問題点と
その対策

・偏向管の据付精度が問題視され、ディ
アボロ管の形状を検討した。

「定着部・偏向部（配筋、保護管、精度ほか）」、「外ｹｰﾌﾞﾙの施工（挿入、足場、保護）」、「外ｹｰﾌﾞﾙ
の緊張」、「その他（ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ化、添架物設置など）」などに関する事柄
　（※具体的に記載願います。）

Ｑ２９

シェアラグ鋼材の配置
①構造
②配置位置
③ＰＣ鋼材種別

①外ｹｰﾌﾞﾙ方式
②張出し床版中央付近の下面に定着突
起を設けた。
③Dinaｹｰﾌﾞﾙ（ED-P50ｹｰﾌﾞﾙ）

①「外ｹｰﾌﾞﾙ方式」、「内ｹｰﾌﾞﾙ方式」、「配置なし」、「意識なし」
②「床版先端」、「床版中央付近」、「ウェブ付近」、「その他（地覆内部など）」
③（外ｹｰﾌﾞﾙ）：12Ｓ15.2 ・ 12Ｓ12.7 ・ 12Ｓ12.4 ・その他（Dinaｹｰﾌﾞﾙなど）
　 （内ｹｰﾌﾞﾙ）：12Ｓ15.2 ・ 12Ｓ12.7 ・ 12Ｓ12.4 ・その他（ｼﾝｸﾞﾙｽﾄﾗﾝﾄﾞなど）
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 外ｹｰﾌﾞﾙ構造に関するアンケート調査表

 分類

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要素
調査
番号

アンケート項目 記入例 記載の考えられる選択肢ほか備考（※）

Ｑ３０
主桁設計時の縁引張応力度の制御方
法

・死荷重時は、プルプレストレス
・設計荷重時は、ひび割れ発生限界（ｺﾝ
ｸﾘｰﾄの曲げ強度）

①死荷重作用時、設計荷重作用ともに、ﾌﾙﾌﾟﾚｽﾄﾚｽとする方法
②道示Ⅲによるﾊﾟｰｼｬﾙﾌﾟﾚｽﾄﾚｽとする方法
③死荷重作用時にﾌﾙﾌﾟﾚｽﾄﾚｽとし、設計荷重作用にはひび割れ発生限界とする方法
④死荷重作用時にひび割れ発生限界とし、設計荷重作用にはひび割れ幅限界とする方法
⑤その他の方法（※具体的に記載願います。）

Ｑ３１
引張鉄筋算定方法
(合わせて、
　　活荷重割増し1.35の有無)

・全断面有効として以下とした。
As=Tc/σsa　(σsa=180N/mm2)
・活荷重割増し無し

①引張鉄筋算定方法
 1)全断面有効として、ｺﾝｸﾘｰﾄに生じる全引張力に対して算出する方法
 2)ＲＣ部材同様に、引張領域のｺﾝｸﾘｰﾄ断面を無視する方法
②活荷重への割増し係数 1.35 の実施の有無
 1)道示Ⅲ 6.5(3)項による「割り増しの実施」
 2)ひび割れ発生後の挙動をＲＣ部材同様と考え「割り増し無し」

Ｑ３２
解析モデルに対するプレストレス力の
与え方

内力評価

①内力評価～ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力を内力（Ｎ，Ｍ）としてﾓﾃﾞﾙに作用させる。
②部材評価～外ｹｰﾌﾞﾙを弦部材としてﾓﾃﾞﾙに軸ひずみを作用させる。
③外力評価～外ｹｰﾌﾞﾙの定着位置、偏向位置に荷重を外力として作用させる。
④その他　（※具体的に記載願います。）

Ｑ３３

中間支点上において、たすき掛け
定着した場合について
①外ケーブルの設計時有効本数
②中間支点上の横桁厚

①横桁の左右のｹｰﾌﾞﾙ本数の少ない本
数とした。
② ２４００mm

①「横桁定着される左右のｹｰﾌﾞﾙ本数の少ない本数」、「全本数」、「左右のｹｰﾌﾞﾙ本数の平均本
数」、「その他」

Ｑ３４ 終局耐力の解析方法

ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書により、設計曲げ耐
力を算出し、終局曲げﾓｰﾒﾝﾄと比較し
た。この際、外ケーブルの張力増加を見
込んだ。

①内ｹｰﾌﾞﾙ構造と同様に扱い破壊安全度の照査を行なうが、その際、外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の増加を見
込む、（または、見込まない）として算出。
②内ｹｰﾌﾞﾙ構造と同様に扱い破壊安全度の照査を行なうが、その際、付着のないPC鋼材とみなし、
付着のある場合としたときの70%として算出。
③外ｹｰﾌﾞﾙを部材評価してﾓﾃﾞﾙ化し、破壊安全度の照査は主桁ｺﾝｸﾘｰﾄ部材について行なうが、そ
の際、外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の増加を見込む、（または、見込まない）として算出。
④材料および幾何学的非線形性を考慮し、構造系が破壊に至らないことを確認。
⑤その他　（※具体的に記載願います。）

Ｑ３５

終局時の外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の増加量に
ついて
①増加応力度 (N/mm2)
②設定または決定根拠

① １００ N/mm2
② 道路橋示方書Ⅲに従った。

②「道示Ⅲ」、「(財)高速道路技術ｾﾝﾀｰによるマニュアル」、「(社)PC技術協会による規準（案）」、
「その他（文献、海外規準など）」

Ｑ３６
張出ｹｰﾌﾞﾙに関する情報
①外ケーブルの有効高さ
②外ケーブルの定着間距離

① ５.０００m
② ２４.０００m～８０.０００m

Ｑ３７
連続ｹｰﾌﾞﾙに関する情報
①外ケーブルの有効高さ
②外ケーブルの定着間距離

① １.７００m
② ３５.０００m～６０.０００m

Ｑ３８
耐震設計について
①外ケーブルの評価方法
②耐震設計の解析手法

① 部材評価
② ﾌｧｲﾊﾞｰﾓﾃﾞﾙに基づく非線形動的解
析

① 「内力評価」、 「部材評価」、「その他　（※モデル要素など、具体的に記載願います。）」
② 「保耐法」、「非線形動的解析」、「その他　（※具体的に記載願います。）」

振
動

Ｑ３９
外ｹｰﾌﾞﾙの振動に対する照査方法
とその対策

「外ｹｰﾌﾞﾙを用いたＰＣ橋梁の設計施工ﾏ
ﾆｭｱﾙ H8.8(財)高速道路技術ｾﾝﾀｰ」に
従って、主桁と外ｹｰﾌﾞﾙの振動数を算出
し、照査した。結果として、制振装置は設
けていない。

「共振を確認」、「検討なし」、「制振装置の設置」、「その他（振動実験など）」

Ｑ４０ 定着部近傍の設計方法

３次元ＦＥＭ解析によって、ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入
直後において横桁ｺﾝｸﾘｰﾄに発生する引
張応力度を 3.0N/mm2程度に抑えるよう
補強PC鋼材量を決定した。また、許容ひ
び割れ幅内となるように鉄筋応力度を制
限し、鉄筋量を決定した。

「ｺｰﾍﾞﾙ」、「ﾃﾞｨｰﾌﾟﾋﾞｰﾑ」、「２次元FEM」、「3次元FEM」、「格子解析」、「簡易計算法」、「その他」
（※具体的な手法についても，記載願います。）

Ｑ４１
定着部横桁厚さと外ｹｰﾌﾞﾙ定着本数
①横桁厚さ
②外ｹｰﾌﾞﾙ定着本数

端支点横桁
　①(横桁厚さ) =○.○○○ m
　②(定着本数)=○○本
中間支点横桁
　①(横桁厚さ) =○.○○○ m
　②(定着本数)=○○本（左向き）、
　　　　　　　　　　○○本（右向き）

Ｑ４２

上記照査時の緊張力および制限値
（ｺﾝｸﾘｰﾄ・鉄筋）
①定着部の緊張力　（kN/本）
②ｺﾝｸﾘｰﾄ応力度
③鉄筋応力度

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入直後において
① ３５００（kN/本）
② ３.０ N/mm2
③ １５０ N/mm2

Ｑ４３ 終局時照査の有無と照査方法

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力は、降伏点応力度まで導入
し、補強鋼材量を照査した。また、ｺﾝｸﾘｰ
ﾄ標準示方書に従ってせん断伝達耐力の
計算を行った。

「ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力は、降伏点応力度まで導入」、「ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力は、引張強度まで導入」、「せん断伝達耐
力の照査」、「その他　（※具体的に記載願います。）」

Ｑ４４
定着部近傍の形状・補強方法（配筋
状態など）

別紙参考図の通り。特に、補強鋼材には
水平および鉛直方向に NAPP鋼棒を配
置し補強した。

（※別紙にて、図面（Ａ３横程度）の添付をお願いしたい。また、概要についても記載願います。）

設
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外ｹｰﾌﾞﾙ構造に関するアンケート調査表

 分類
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要素
調査
番号

アンケート項目 記入例 記載の考えられる選択肢ほか備考（※）

Ｑ４５ 定着部近傍の設計方法

３次元ＦＥＭ解析によって、ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入
直後において定着突起ｺﾝｸﾘｰﾄに発生す
る引張応力度を 3.0N/mm2程度に抑える
よう補強PC鋼材量を決定した。また、許
容ひび割れ幅内となるように鉄筋応力度
を制限し、鉄筋量を決定した。

「ｺｰﾍﾞﾙ」、「ﾃﾞｨｰﾌﾟﾋﾞｰﾑ」、「２次元FEM」、「3次元FEM」、「格子解析」、「簡易計算法」、「その他」
（※具体的な手法についても，記載願います。）

Ｑ４６

上記照査時の緊張力および制限値
（ｺﾝｸﾘｰﾄ・鉄筋）
①定着部の緊張力　（kN/本）
②ｺﾝｸﾘｰﾄ応力度
③鉄筋応力度

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入直後において
① ３５００（kN/本）
② ３.０ N/mm2
③ １５０ N/mm2

Ｑ４７ 終局時照査の有無と照査方法

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力は、降伏点応力度まで導入
し、補強鋼材量を照査した。また、ｺﾝｸﾘｰ
ﾄ標準示方書に従ってせん断伝達耐力の
計算を行った。

「ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力は、降伏点応力度まで導入」、「ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力は、引張強度まで導入」、「せん断伝達耐
力の照査」、「その他　（※具体的に記載願います。）」

Ｑ４８
定着部近傍の形状・補強方法（配筋
状態など）

別紙参考図の通り。補強鋼材は、すべて
鉄筋とした。

（※別紙にて、図面（Ａ３横程度）の添付をお願いしたい。また、概要についても記載願います。）

Ｑ４９

外ｹｰﾌﾞﾙ形状について
①偏向部の最大間隔
②最大偏向角度
③外ｹｰﾌﾞﾙの最小半径

① ２２．０m（鉛直）、１０．５m（水平）
② ５°（鉛直）、３°（水平）
③ ５．０m（鉛直）、５．０m（水平）

Ｑ５０
フレッティングに対する照査方法
と対策

ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄによる拘束
「ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄによる拘束」、「被覆ＰＣ鋼材の採用」、「ｽﾍﾟｰｻｰなどによる鋼線間接触の防止」、
「その他　（※具体的に記載願います。）」

Ｑ５１ 偏向部近傍の設計方法

３次元ＦＥＭ解析によって、ｺﾝｸﾘｰﾄに発
生する引張応力度を 3.0N/mm2程度に
抑えるよう鉛直リブ形状並びに水平リブ補
強PC鋼材量を決定した。また、許容ひび
割れ幅内となるように鉄筋応力度を制限
し、鉄筋量を決定した。

「ｺｰﾍﾞﾙ」、「ﾃﾞｨｰﾌﾟﾋﾞｰﾑ」、「２次元FEM」、「3次元FEM」、「格子解析」、「簡易計算法」、「その他」
（※具体的な手法についても，記載願います。）

Ｑ５２

上記照査時の緊張力および制限値
（ｺﾝｸﾘｰﾄ・鉄筋）
①偏向力（水平、鉛直）　（kN/本）
②ｺﾝｸﾘｰﾄ応力度
③鉄筋応力度

① ２７５ kN（鉛直）、１６５ kN（水平）
② ３.０ N/mm2（鉛直・水平共）
③ １８０ N/mm2

Ｑ５３ 終局時照査の有無と照査方法
ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力は、降伏点応力度まで導入
し、補強鋼材量を照査した。

「ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力は、降伏点応力度まで導入」、「ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力は、引張強度まで導入」、「その他　（※具
体的に記載願います。）」

Ｑ５４
偏向部近傍の形状・補強方法（配筋状
態など）

別紙参考図の通り。鉛直リブは、鉄筋に
よる補強とし、水平リブは、横締めｹｰﾌﾞﾙ
を配置した。

（※別紙にて、図面（Ａ３横程度）の添付をお願いしたい。また、概要についても記載願います。）

Ｑ５５ 偏向部の構成と偏向具の材質

偏向管として曲げ加工鋼管（STK+ﾒｯｷ）
+ 透明ｼｰｽ+ ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ
※偏向部の両端は、ｺﾞﾑｷｬｯﾌﾟを用いてｺ
ﾝｸﾘｰﾄをﾗｯﾊﾟ状に仕上げた。

「偏向管として→鋼管、ガス管、SUSｼｰｽ、PEｼｰｽ、その他。
　※ﾒｯｷの有無や管のﾗｯﾊﾟ形状の有無や細工などについても記載願います。）」
「ｼｰｽとして　 → PEｼｰｽ、透明ｼｰｽ、その他。」
「ｸﾞﾗｳﾄ材として→ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ、ｸﾞﾘｽ充填材、ｺﾞﾑ系充填材、ｳﾚﾀﾝ系充填材、被覆PC鋼材につき無
し、その他。

Ｑ５６
偏向部の摩擦係数の設計時の
設定値および実測値

・設計値　μ=0.3 , λ=0.0
　※EXTECﾏﾆｭｱﾙによる
・実測値　なし

※設計時の設定値のほか、実測値データがあれば記載願います。合わせて、参照の規準について
も併記願います。

Ｑ５７ 外ｹｰﾌﾞﾙの保護方法
裸線＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ＋透明ｼｰｽ
（定着端部、一般部とも同じ）

※PC鋼材の防食は、被覆材の種類や多重被覆などについても記述願います。

Ｑ５８
保護工法を決定するに当たって実施し
た事前検討の有無および内容

特になし
「鋼管の伸縮継ぎ」、「ｹｰﾌﾞﾙ取替え試験」、「定着具性能試験」、「防食方法比較」、「防食試験」、
「実績調査」、「その他　（※具体的に記載願います。）」

Ｑ５９ 緊張後の定着部保護方法 ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ
「ｺﾝｸﾘｰﾄor無収縮ﾓﾙﾀﾙ」、「ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ｸﾞﾘｰｽ」、「ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ｸﾞﾗｳﾄ」、「二重防錆ｷｬｯﾌﾟ」、「そ
の他　（※具体的に記載願います。）」

Ｑ６０
完成後の点検のために配慮した構造ま
たは装置

桁端部の横桁は、箱桁内部から桁遊間
部分の検査通路まで侵入できるよう検査
孔を貫通させた。

「ﾃﾝﾄﾞﾝｷﾞｬﾗﾘｰ」、「検査通路」、「検査孔」、「点検設備なし」、「その他　（※具体的に記載願いま
す。）」

Ｑ６１

外ｹｰﾌﾞﾙの取替えについて
①取替え可能な構造か
②予備ｹｰﾌﾞﾙ配置可能か
③再緊張のためのスペースがあるか

①可能である。定着部は、取替え可能な
二重管構造とした。
②可能である。予備ｹｰﾌﾞﾙ用の定着体と
貫通孔を配置した。
③一部不可能である。隔壁によって緊張
ｼﾞｬｯｷｽﾍﾟｰｽが確保できない。
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ｰﾌﾞﾙ構造に関するアンケート調査表

分類 調査
番号

アンケート項目 記入例 記載の考えられる選択肢ほか備考（※）

Ｑ６２
外ｹｰﾌﾞﾙ構造に関する意見
（設計・施工・維持管理の課題、疑問
点）

「構造やコストなど、評価されるメリットまたはデメリットについて」
「全外ｹｰﾌﾞﾙ構造または内外併用構造について」
「設計・施工・維持管理上の課題について」
「問題点や不具合（失敗）例について」
「積算と実施工の差異などについて」
「合理化を図る場合の技術的ハードルについて」
「コスト縮減の余地について」
　・
　・
　・
「その他」

Ｑ６３ 関連する刊行物への投稿の有無
有り
ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ
　Vol.○○ No.○

※学会誌、協会誌、論文集、講演会資料などへの投稿をされた経緯があれば、掲載冊子の手掛り
を明記願います。

Ｑ６４
構造や工法の決定のための学識経験
者などを含めた委員会の発足の有無

なし

そ
の
他
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1.3 調査結果 

1.3.1 調査事例 

調査結果は、あらかじめ準備した前出の６４項目の調査表に記入され、総数６６橋の調査事例デ

ータが集約された。別紙資料の参考資料では、調査当時の下記の橋梁名をもって記すものとした。 

 

 
No. No.

1 板谷３号橋 34 上川高架橋

2 五ヶ瀬橋 35 杉高架橋

3 新小戸之橋 36 秋川高架橋

4 第２西海橋 37 つくば高架Cランプ橋

5 槐木橋 38 鶴巻橋

6 港橋 39 丸山橋

7 中一色川橋 40 苫田ダム県道橋

8 中津屋橋（12径間） 41 池田高架橋（ＰＣ上部工）西工事

9 中津屋橋（5径間） 42 白岩橋（上り線）

10 谷川橋 43 白岩橋（下り線）

11 上和会高架橋 44 東ノ谷池橋

12 豊田東ジャンクションＣランプ橋 45 佐野川橋

13 小河内川橋 46 静学館橋

14 長井ﾀﾞﾑ6号橋 47 長谷川橋

15 遊楽部川橋 48 岩倉川橋

16 シラリカ川橋 49 鬼怒川橋

17 立花橋 50 桂島高架橋

18 上河和橋 51 静岡大橋

19 圏央道（つくば・茎崎地区）橋梁 52 濁川橋

20 五ヶ瀬橋（延岡若あゆ大橋） 53 神谷天ケ沢７号線橋

21 天満橋（２工区） 54 柴川橋（上り線）

22 常滑高架橋 55 柴川橋（下り線）

23 鞍ケ池第二橋下り 56 板山橋

24 安家ほたる橋 57 長瀬線橋りょう

25 温海川橋 58 竹田第３工区ＰＣ桁工事

26 門崎橋 59 大北高架橋

27 叶道橋 60 三和橋

28 大湯１２号橋 61 甘川水川橋

29 滝谷川橋 62 平野高架橋

30 芦倉橋 63 桜岱高架橋

31 兵道高架橋 64 中ノ郷第二高架橋

32 松森高架橋 65 中ノ郷第四高架橋

33 新阿武隈川橋 66 錐ヶ瀧橋

橋梁名 橋梁名
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1.3.2 調査結果の整理 

結果の整理に際しては、ある発注機関の事例に性能指標または性能照査方法に偏りがあることが

懸念されたため、国土交通省直轄及び自治体の発注事例のみの集約と各公団（当時）発注事例を含

む集約の両者を併記して表わすこととして、傾向分析の手掛かりとした。これは、各公団発注事例

がＰＣ専業者による詳細設計を伴った事例であって、設計会社が行った事例と差異がある可能性も

あることに配慮したことによる。尚、調査項目によっては、「対象外」や「無回答」があるため、

個別のデータ整理・分析結果には、有効回答数が異なるものがあることを付記する。 

 

(1) 受注時の設計内容について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率

国交省 17  26%  

県 10  15%  

市 2  3%  

公団 37  56%  

合計 66  100%  

有効データ全数

　収集されたデータは、半数以上が公団（当時）発注であり、国交省と自治体を合わせても半数以下である。
　尚、公団のうち阪神高速道路公団は、１件である。

「統計表」

「統計図」

「解説」

「分類要素」 受注時の設計内容について

「アンケート項目」 発注者

国交省
17件

(26%) 県
10件

(15%) 市
2件

(3%)

公団
（JH・阪神）

37件

(56%)

0

10

20

30

40

発注者（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）
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件数 比率 件数 比率

7  24%  10  34%  

7  24%  3  10%  

0  0%  2  7%  

37  100%  0  0%  

合計 51  合計 15  

※ここでの比率は、「国交省および自治体」と「公団」とに集計を分け、それぞれの全数に対する比率を示す。

・全般にわたって再設計 1件 ・下床版腹圧の検討 3件

・外ケーブル定着部の設計 9件 ・ストラット構造の検討 1件

・外ケーブル偏向部の設計 5件 ・支承構造の再検討 1件

・内ケーブル定着部の設計 3件

※1事例1件ではなく、複数回答がある。

再設計実施なし再設計実施あり
構成要素

公団

市

県

国交省

100%  

100%  

比率合計

「分類要素」 受注時の設計内容について

　設計会社によって詳細設計が行われている「国交省および自治体」の事例の約半数（４８％）が、工事受注後に何
らかの再設計が行われている。　具体的には、以下の設計が上げられた。

「アンケート項目」 受注後の再設計実施の有無

「統計図」

「解説」

「統計表」

受注後の再設計実施の有無

実施なし
0件

実施なし
 2件

実施なし
 3件

実施なし
 10件

実施あり
37件実施あり

 7件
実施あり
7件

実施あり
 0件

0

10

20

30

40

国交省 県 市 公団

有
効
デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

全内ｹｰﾌﾞﾙ 0  0%  1  2%  

全外ｹｰﾌﾞﾙ 4  14%  31  47%  

内外併用 25  86%  34  52%  

29  100%  66  100%  

「解説」

「分類要素」 受注時の設計内容について

「アンケート項目」 発注時ケーブル構造

「統計表」

　「国交省および自治体」の事例では、「内外併用」構造が多数を占めていることがわかる。また、公団の事例では、
「全外ｹｰﾌﾞﾙ」構造の発注が多く、調査当時の動向が窺える。

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

全内ｹｰﾌﾞﾙ

0件

(0%)

全外ｹｰﾌﾞﾙ

4件

(14%)

内外併用

25件

(86%)

0

10

20

30

40

発注時ケーブル構造（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

全内ｹｰﾌﾞﾙ

1件

(2%)

全外ｹｰﾌﾞﾙ

31件

(47%)

内外併用

34件

(52%)

0

10

20

30

40

発注時ケーブル構造（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）
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(2) 橋梁概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

多径間連続 13  45%  32  48%  

多径間連続ラーメン 14  48%  31  47%  

方杖ラーメン 0  0%  1  2%  

逆ランガーアーチ 1  3%  1  2%  

単純 1  3%  1  2%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「分類要素」

橋梁構造

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「アンケート項目」

　いずれの統計図においても、９０数％以上が「多径間連続」および「多径間連続ラーメン」構造であり、両者の比率
はほぼ同程度である。また、単純桁構造の事例が希少であることがわかる。

「統計図」

「解説」

国交省および自治体 有効データ全数

橋梁概要について

多径間

連続

13件

(45%)

多径間

連続

ラーメン

14件

(48%)

方杖

ラーメン

0件

逆ランガー

アーチ

 1件

(3%)

単純

1件

(3%)

0

10

20

30

40

橋梁構造（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

多径間

連続

 32件

(48%)

多径間

連続

ラーメン

 31件

(47%)

方杖

ラーメン

 1件

(2%)

逆ランガー

アーチ

 1件

(2%)

単純

1件

(2%)

0

10

20

30

40

橋梁構造（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

構成要素 件数 比率 件数 比率

con.箱桁 25  86%  49  74%  

波形.箱桁 4  14%  16  24%  

Ｕコンポ 0  0%  1  2%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 ウェブ構造・主桁断面形状

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　「国交省および自治体」の事例では、「コンクリートウェブ」構造が多数を占めていることがわかる。また、公団の事例
では、公団のみの件数の３０数％が「波形鋼板ウェブ」構造を採用している。

con.箱桁

25件

(86%)

波形.箱桁

4件

(14%) Ｕコンポ

0件

0

10

20

30

40

50

60

ウェブ構造・断面形状（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

con.箱桁

49件

(74%)

波形.箱桁

16件

(24%)
Ｕコンポ

1件

(2%)

0

10

20

30

40

50

60

ウェブ構造・断面形状（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

１径間 1  3%  1  2%  

２径間 6  21%  9  14%  

３径間 6  21%  17  26%  

４径間 7  24%  16  24%  

５径間 2  7%  7  11%  

６径間 2  7%  4  6%  

７径間 0  0%  1  2%  

８径間 3  10%  5  8%  

９径間 1  3%  1  2%  

１０径間 0  0%  1  2%  

１１径間 1  3%  1  2%  

１２径間 0  0%  1  2%  

１３径間 0  0%  0  0%  

１４径間 0  0%  0  0%  

１５径間 0  0%  0  0%  

１６径間 0  0%  1  2%  

１７径間 0  0%  1  2%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 径間数

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」

　収集されたデータは、２～４径間が、６０数％を占めている。尚、１０径間以上では、連結ＰＣＵコンポ橋ガーダー架
設（１０径間）、波形鋼板ウエブ箱桁橋張出し架設（１６径間）、2主箱桁橋（ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｾｸﾞﾒﾝﾄ桁）ｽﾊﾟﾝﾊﾞｲｽﾊﾟﾝ架設（１
７径間）がある。

1

1件

2

6件

3

6件

4

7件

5

2件

6

2件

7

0件

8

3桁

9

1桁

10

0件

11

1件

12

0件
～

17

0件

0

5

10

15

20

径間数（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

1

1件

2

9件

3

17件
4

16件

5

7件

6

4件

7

1件

8

5件

9

1件

10

1件

11

1件

12

1件

13～

0件

15

0件

16

1件

17

1件

0

5

10

15

20

径間数（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

    1000～1050　(m) 0  0%  1  2%  

900～1000 0  0%  0  0%  

800～900 0  0%  0  0%  

700～800 1  3%  1  2%  

600～700 2  7%  3  5%  

500～600 1  3%  3  5%  

400～500 3  10%  5  8%  

350～400 0  0%  5  8%  

300～350 3  10%  5  8%  

250～300 0  0%  6  9%  

200～250 1  3%  9  14%  

150～200 8  28%  14  21%  

100～150 9  31%  10  15%  

50～100 1  3%  4  6%  

<50 0  0%  0  0%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」 　「国交省および自治体」の事例では、「100～200m」の範囲に約６０％の橋梁が分布している。

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 橋長

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

<50

0件

50～

100

1件

(3%)

100～

150

9件

(31%)

150～

200

8件

(28%)

200～

250

1件

(3%)

250～

300

0件

300～

350

3件

(10%)

350～

400

0件

400～

500

3件

(10%)
500～

600

1件

(3%)

600～

700

2件

(7%)

700～

800

1件

(3%)

800～

1000

0件

1000～

1050

0件

0

5

10

15

20

橋長 (m)～（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

<50

0件

50～

100

4件

 (6%)

100～

150

10件

(15%)

150～

200

14件

(21%) 200～

250

9件

(14%)
250～

300

6件

 (9%)

300～

500

各5件

(各8%)

500～

700

各3件

(各5%)

700～

800

1件

 (2%)

800～

1000

0件

1000～

1050

1件

 (2%)

0

5

10

15

20

橋長 (m)～（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

張出し架設 13  45%  35  53%  

固定支保工 16  55%  28  42%  

S by S 架設 0  0%  1  2%  

押出し架設 0  0%  1  2%  

ガ－ダ－架設 0  0%  1  2%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「解説」

　比較的橋長が長い件数が多い「公団」の事例では、固定支保工よりも張出し架設が多い。尚、ｽﾊﾟﾝﾊﾞｲｽﾊﾟﾝ架設
はﾌﾟﾚｷｬｽﾄｾｸﾞﾒﾝﾄ橋、押出し工法は４径間連続波形鋼板ウェブ箱桁橋、ガーダー架設は連結ＰＣＵコンポ橋を表し
ている。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 架設方法

張出し架設

13件

(45%)

固定支保工

16件

(55%)

S by S

架設

0件

押出し

架設

0件

ガ－ダ－

架設

0件

0

10

20

30

40

架設方法（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

張出し架設

35件

(53%)

固定支保工

28件

(42%)

S by S

架設

1件

(2%)

押出し

架設

1件

(2%)

ガ－ダ－

架設

1件

(2%)

0

10

20

30

40

架設方法（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）
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橋梁形式： 多径間連続 桁高： 柱頭部

ウェブ構造： コンクリートウェブ

「統計図」

「解説」
　コンクリートウェブにおける多径間連続形式を抽出すると、「国交省および自治体」の事例のみの場合と「全数」の場
合とでは、データ分布に偏りは見受けられない。

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 橋梁形式、ウェブ構造、支間割、桁高（柱頭部）

「相関要素」

国交省および自治体 有効データ全数

最大支間と柱頭部桁高の相関関係
【国・自治体のみ】～データ件数　12件

h = 0.0468 L

 + 0.423

0

1

2

3

4

5

6

0 20 40 60 80 100

最大支間 L(m)

柱
頭
部
桁
高
 h
(m
)

最大支間と柱頭部桁高の相関関係
【全数】～データ件数　22件

【全数】

h = 0.0441 L

 + 0.719

0

1

2

3

4

5

6

0 20 40 60 80 100
最大支間 L(m)

柱
頭
部
桁
高
 h
(m
)

【国・自治体のみ】

h = 0.0468 L
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橋梁形式： 連続ラーメン 桁高： 柱頭部

ウェブ構造： コンクリートウェブ

　コンクリートウェブにおける連続ラーメン形式を抽出すると、「国交省および自治体」の事例のみの場合と「全数」の
場合とでは、近似関数に若干の傾きの差異があるものの、１００ｍ程度までの支間の範囲内では大差がない。

有効データ全数

「解説」

「分類要素」 橋梁概要について

「相関要素」

「統計図」

国交省および自治体

「アンケート項目」 橋梁形式、ウェブ構造、支間割、桁高（柱頭部）

最大支間と柱頭部桁高の相関関係
【国・自治体のみ】～データ件数　12件

 

 

 

 

 

 

 

 

h = 0.0375 L
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【全数】～データ件数　25件
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橋梁形式： 多径間連続 桁高： 柱頭部

ウェブ構造： 波形鋼板ウェブ

「解説」
　波形鋼板ウェブにおける多径間連続形式の「国交省および自治体」の事例 １件 は、２径間連続の固定支保工の
事例である。また、「全数」表記の７０ｍを越える支間の事例は、すべて張出し架設の事例を表している。

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「相関要素」

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 橋梁形式、ウェブ構造、支間割、桁高（柱頭部）

最大支間と柱頭部桁高の相関関係
【国・自治体のみ】～データ件数　1件
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橋梁形式： 連続ラーメン 桁高： 柱頭部

ウェブ構造： 波形鋼板ウェブ

「アンケート項目」 橋梁形式、ウェブ構造、支間割、桁高（柱頭部）

「解説」
　波形鋼板ウェブにおける連続ラーメン形式の「国交省および自治体」の事例 ２件 は、固定支保工の事例である。ま
た、「全数」表記の７０ｍを越える支間の事例 ４件 は、すべて張出し架設の事例を表している。

「相関要素」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 橋梁概要について

最大支間と柱頭部桁高の相関関係
【国・自治体のみ】～データ件数　2件
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最大支間と柱頭部桁高の相関関係
【全数】～データ件数　6件
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橋梁形式： 多径間連続 桁高： 最大支間中央

ウェブ構造： コンクリートウェブ

「解説」

　コンクリートウェブにおける多径間連続形式を抽出すると、「国交省および自治体」の事例のみの場合と「全数」の場
合とでは、データ分布に偏りは見受けられない。また、必ずしも支間の程度との相関関係が明確でないことが見て取
れる。

「相関要素」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 橋梁形式、ウェブ構造、支間割、桁高（最大支間中央）

最大支間と最大支間中央桁高の相関関係
【国・自治体のみ】～データ件数　12件

h = 0.00104 L

 + 2.39
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最大支間と最大支間中央桁高の相関関係
【全数】～データ件数　22件
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h =-0.00372 L

 + 2.67
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【国・自治体のみ】

h =0.00104 L
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橋梁形式： 連続ラーメン 桁高： 最大支間中央

ウェブ構造： コンクリートウェブ

「解説」
　コンクリートウェブにおける連続ラーメン形式を抽出すると、「国交省および自治体」の事例のみの場合と「全数」の
場合とでは、近似関数に若干の傾きの差異があるものの、１００ｍ程度までの支間の範囲内では大差がない。

「アンケート項目」 橋梁形式、ウェブ構造、支間割、桁高（最大支間中央）

「相関要素」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 橋梁概要について

最大支間と最大支間中央桁高の相関関係
【国・自治体のみ】～データ件数　12件

 

 

 

 

 

 

 

h = 0.00913 L
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最大支間と最大支間中央桁高の相関関係
【全数】～データ件数　25件

【全数】
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橋梁形式： 多径間連続 桁高： 最大支間中央

ウェブ構造： 波形鋼板ウェブ

「解説」
　波形鋼板ウェブにおける多径間連続形式の「国交省および自治体」の事例 １件 は、２径間連続の固定支保工の
事例である。また、「全数」表記の７０ｍを越える支間の事例は、すべて張出し架設の事例を表している。

「アンケート項目」 橋梁形式、ウェブ構造、支間割、桁高（最大支間中央）

「相関要素」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 橋梁概要について

最大支間と最大支間中央桁高の相関関係
【国・自治体のみ】～データ件数　1件
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最大支間と最大支間中央桁高の相関関係
【全数】～データ件数　9件
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橋梁形式： 連続ラーメン 桁高： 最大支間中央

ウェブ構造： 波形鋼板ウェブ

「解説」
　波形鋼板ウェブにおける連続ラーメン形式の「国交省および自治体」の事例 ２件 は、固定支保工の事例である。ま
た、「全数」表記の７０ｍを越える支間の事例 ４件 は、すべて張出し架設の事例を表している。

「アンケート項目」 橋梁形式、ウェブ構造、支間割、桁高（最大支間中央）

「相関要素」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 橋梁概要について

最大支間と最大支間中央桁高の相関関係
【全数】～データ件数　6件

【全数】

h = 0.0482 L

 -0.891
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最大支間と最大支間中央桁高の相関関係
【国・自治体のみ】～データ件数　2件
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ウェブ構造： コンクリートウェブ ウェブ厚： 最大値

構成要素 件数 比率 件数 比率

1000～1100 1  4%  1  2%  

950～1000 0  0%  2  4%  

900～950 0  0%  0  0%  

850～900 1  4%  1  2%  

800～850 0  0%  0  0%  

750～800 4  17%  8  17%  

700～750 1  4%  2  4%  

650～700 2  8%  6  13%  

600～650 4  17%  10  21%  

550～600 5  21%  9  19%  

500～550 0  0%  1  2%  

450～500 2  8%  3  6%  

400～450 1  4%  1  2%  

350～400 3  13%  3  6%  

350 0  0%  1  2%  

合計 24  100%  合計 48  100%  

「アンケート項目」 ウェブ構造

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「抽出要素」

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 橋梁概要について

「解説」 　コンクリートウェブ厚の最大値は、550～800mmの範囲に全体の約７割が分布している。
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ウェブ構造： コンクリートウェブ ウェブ厚： 最小値

構成要素 件数 比率 件数 比率

450～500 0  0%  1  2%  

400～450 1  4%  2  4%  

350～400 8  33%  12  25%  

300～350 5  21%  8  17%  

250～300 8  33%  20  42%  

200～250 2  8%  4  8%  

200 0  0%  1  2%  

合計 24  100%  合計 48  100%  

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 ウェブ構造

「抽出要素」

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」 　コンクリートウェブ厚の最小値は、250～400mmの範囲にそれぞれの集計において８０％以上が分布している。
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下床版厚： 最大値

構成要素 件数 比率 件数 比率

1100～1200 2  7%  2  3%  

1000～1100 0  0%  1  2%  

950～1000 1  4%  3  5%  

900～950 0  0%  0  0%  

850～900 0  0%  0  0%  

800～850 1  4%  2  3%  

750～800 1  4%  6  9%  

700～750 0  0%  2  3%  

650～700 7  25%  10  16%  

600～650 0  0%  5  8%  

550～600 3  11%  8  13%  

500～550 0  0%  0  0%  

450～500 7  25%  11  17%  

400～450 2  7%  5  8%  

350～400 4  14%  7  11%  

350 0  0%  2  3%  

合計 28  100%  合計 64  100%  

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 下床版構造

「抽出要素」

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」 　　下床版厚最大値の平均厚は、いずれのケースにおいても６３０ｍｍであり、特定の範囲に偏らずに分布している。
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下床版厚： 最小値

構成要素 件数 比率 件数 比率

290～300 0  0%  1  2%  

280～290 0  0%  0  0%  

270～280 0  0%  0  0%  

260～270 0  0%  0  0%  

250～260 1  4%  1  2%  

240～250 5  18%  10  16%  

230～240 1  4%  7  11%  

220～230 3  11%  5  8%  

210～220 7  25%  19  30%  

200～210 2  7%  4  6%  

190～200 8  29%  16  25%  

180～190 0  0%  0  0%  

180 1  4%  1  2%  

合計 28  100%  合計 64  100%  

「分類要素」 橋梁概要について

「アンケート項目」 下床版構造

「抽出要素」

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」 　下床版厚最小値の平均厚は、いずれのケースにおいても２２０ｍｍであり、分布の傾向は類似している。
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(3) 計画と実績について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

36 N/mm2 7  24%  17  26%  

40 N/mm2 22  76%  45  68%  

50 N/mm2 0  0%  2  3%  

60 N/mm2 0  0%  2  3%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「解説」

　比較的張出し架設の事例が多いため、コンクリート設計基準強度は ４０N/mm2 が多い。 尚、５０N/mm2 の事例
は、軽量コンクリートを採用した固定支保工の３径間連続ラーメン箱桁橋と連結ＰＣＵコンポ橋を、６０N/mm2 の事例
は、ｽﾊﾟﾝﾊﾞｲｽﾊﾟﾝ架設のﾌﾟﾚｷｬｽﾄｾｸﾞﾒﾝﾄ橋と押出し工法の４径間連続波形鋼板ウェブ箱桁橋を表している。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 コンクリート設計基準強度

コンクリート設計基準強度 （全数）

36N/mm2

 17件

(26%)

40N/mm2

 45件

(68%)

50N/mm2

 2件

(3%)

60N/mm2

 2件

(3%)

0
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40

50

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

コンクリート設計基準強度 （国・自治体のみ）

36N/mm2

 7件

(24%)

40N/mm2

 22件

(76%)

50N/mm2

 0件

60N/mm2

 0件

0

10

20

30

40

50

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

27S15.2 0  0%  2  3%  

19S15.2 27  93%  60  87%  

19S12.7 1  3%  1  1%  

12S15.2 1  3%  6  9%  

合計 29  100%  合計 69  100%  

「アンケート項目」 ＰＣ鋼材の種別（外ケーブル）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 計画と実績について

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　採用された外ケーブルの種別は、９０％程度が 19S15.2mm である。尚、 27S15.2mm の２件の採用事例は、３径間
の不等径間（35.0+77.0+86.0）連続ラーメン橋と押出し工法による連続桁を表している。

ＰＣ鋼材の種別（外ｹｰﾌﾞﾙ）～ （全数）

27S15.2

 2件

(3%)

19S15.2

 60件

(87%)

19S12.7

 1件

(1%)

12S15.2

 6件

(9%)

0

10

20
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40

50

60

70

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
9
件
）

ＰＣ鋼材の種別（外ｹｰﾌﾞﾙ）～ （国・自治体のみ）

27S15.2

 0件

19S15.2

 27件

(93%)

19S12.7

 1件

(3%)

12S15.2

 1件

(3%)

0

10

20

30

40

50

60

70

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

12S12.7 18  58%  19  28%  

12S15.2 8  26%  11  16%  

1S28.6 0  0%  3  4%  

PCBφ32 1  3%  1  1%  

なし 4  13%  34  50%  

合計 31  100%  合計 68  100%  

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 ＰＣ鋼材の種別（内ケーブル）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　採用された内ケーブルの種別毎の件数は、両集計ともほとんど差がない。これは公団の事例の多くが、「全外ｹｰﾌﾞ
ﾙ」構造であることを表しており、調査当時の動向が窺える。

ＰＣ鋼材の種別（内ｹｰﾌﾞﾙ）～ （全数）

12S12.7

 19件

(28%)
12S15.2

 11件

(16%) 1S28.6

3件

(4%)

PCBφ32

 1件

(1%)

なし

34件

(50%)

0

10

20

30

40
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ー
タ
件
数
（
全
6
8
件
）

ＰＣ鋼材の種別（内ｹｰﾌﾞﾙ）～ （国・自治体のみ）

12S12.7

 18件

(58%)
12S15.2

 8件

(26%)

1S28.6

0件

PCBφ32

 1件

(3%)

なし

4件

(13%)
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40

デ
ー
タ
件
数
（
全
3
1
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

方法① 2  8%  4  12%  

方法② 6  24%  7  21%  

方法③ 13  52%  15  45%  

方法④ 1  4%  2  6%  

その他 0  0%  1  3%  

不明 3  12%  4  12%  

合計 25  100%  合計 33  100%  

凡例

方法①～外ｹｰﾌﾞﾙを配置可能な範囲で最大限配置し、不足分を内ｹｰﾌﾞﾙとして配置

方法②～死荷重分を内ｹｰﾌﾞﾙ、活荷重分を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置

方法③～架設時に必要な分を内ｹｰﾌﾞﾙ、その他を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置

方法④～上下床版のみに内ｹｰﾌﾞﾙ、その他を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置

その他の方法

　→内ｹｰﾌﾞﾙを配置可能な範囲で最大限配置し、不足分を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置～１件

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　両集計の事例件数に大差がないものの、内外併用の比率設定方法には、発注機関に対する顕著な偏りは見受け
られない。

「分類要素」 計画と実績について

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「アンケート項目」 内外併用の場合の比率設定方法

内外併用の場合のケーブル比率設定方法
（全数）

方法①

4件

(12%)

方法②

7件

(21%)

方法③

15件

(45%)

方法④

2件

(6%)

その他

1件

(3%)

不明

4件

(12%)

0

5

10

15

20

デ
ー
タ
件
数
（
全
3
3
件
）

内外併用の場合のケーブル比率設定方法
（国・自治体のみ）

方法①

2件

(8%)

方法②

6件

(24%)

方法③

13件

(52%)

方法④

1件

(4%)
その他

0件

不明

3件

(12%)

0

5

10

15

20

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
5
件
）
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ケーブル構造： 内外併用 架設方法： 張出し架設、固定支保工

構成要素 件数 比率 件数 比率

方法① 1  6%  3  19%  

方法② 3  18%  4  25%  

方法③ 11  65%  4  25%  

方法④ 2  12%  0  0%  

その他 0  0%  1  6%  

不明 0  0%  4  25%  

合計 17  100%  合計 16  100%  

凡例

方法①～外ｹｰﾌﾞﾙを配置可能な範囲で最大限配置し、不足分を内ｹｰﾌﾞﾙとして配置

方法②～死荷重分を内ｹｰﾌﾞﾙ、活荷重分を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置

方法③～架設時に必要な分を内ｹｰﾌﾞﾙ、その他を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置

方法④～上下床版のみに内ｹｰﾌﾞﾙ、その他を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置

その他の方法

　→内ｹｰﾌﾞﾙを配置可能な範囲で最大限配置し、不足分を外ｹｰﾌﾞﾙとして配置～１件

「アンケート項目」 内外併用の場合の比率設定方法

「分類要素」 計画と実績について

「解説」
　架設工法に着目した取りまとめでは、張出し架設では特徴的な比率設定方法が卓越している一方、固定支保工で
は設定方法にばらつきがある。

「抽出要素」

張出し架設のみ 固定支保工のみ

「統計表」

「統計図」

張出し架設のみの抽出 固定支保工のみの抽出

方法①

1件

(6%)

方法②

3件

(18%)

方法③

11件

(65%)

方法④

2件

(12%)
その他

0件

不明

0件

0

5

10

15

内外併用の場合のケーブル比率設定方法
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
7
件
）

方法①

3件

(19%)

方法②

4件

(25%)

方法③

4件

(25%)

方法④

0件

その他

1件

(6%)

不明

4件

(25%)

0

5

10

15

内外併用の場合のケーブル比率設定方法
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
6
件
）
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ケーブル構造： 内外併用

使用数量： 外ケーブル質量 、 内ケーブル質量

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 使用数量（外ケーブル,内ケーブル）、外/内ケーブル比率

「抽出要素」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　両集計の事例件数に大差がないものの、外/内ケーブル使用数量の比率には、発注機関に対する顕著な偏りは見
受けられない。

ＰＣｹｰﾌﾞﾙ使用数量の相関関係
【国・自治体のみ】～データ件数　25件

W_out =

0.43*W_in + 11
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内ｹｰﾌﾞﾙ質量 W_in (t)

外
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ﾌ
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質
量
 W
_o
u
t 
(t
)

ＰＣｹｰﾌﾞﾙ使用数量の相関関係
【全数】～データ件数　31件

【全数】

W_out =

0.46*W_in + 13
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(t
)

【国・自治体のみ】

W_out =

 0 .43*W_in  +  11

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケーブル構造： 内外併用 架設方法： 張出し架設、固定支保工

使用数量： 外ケーブル質量 、 内ケーブル質量

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 使用数量（外ケーブル,内ケーブル）、外/内ケーブル比率

「抽出要素」

「統計図」

張出し架設のみの抽出 固定支保工のみの抽出

「解説」
　架設工法に着目した相関では、固定支保工にはデータに特異点を含むものの、張出し架設と比較して、内ケーブ
ルに対する外ケーブル使用数量の比率が高くなる傾向がある。

ＰＣｹｰﾌﾞﾙ使用数量の相関関係
張出し架設【全数】～データ件数　16件

【全数】

W_out =

0.48*W_in + 4
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内ｹｰﾌﾞﾙ質量 W_in (t)

外
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ﾌ
ﾞﾙ
質
量
 W
_o
u
t 
(t
)

ＰＣｹｰﾌﾞﾙ使用数量の相関関係
固定支保工【全数】～データ件数　15件

【全数】

W_out =

1.20*W_in + 1

0

50

100

150

200

0 50 100 150 200 250 300 350
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橋長

外ケーブル長： 最小長 ～ 最大長

※注釈

・ 縦軸方向に延びるバーは、外ケーブルの最小長から最大長の範囲を表す。

・ 丸印は、外ケーブル長さが一定の意味を表す。

・ 色の識別は、近接するデータとの見分けを付けるためのものであり、何かのグルーピングを示すものではない。

「分類要素」 計画と実績について

「解説」 　収集された事例では、外ケーブルの使用される範囲は、１０数ｍから２２０ｍ程度までの範囲であることがわかる。

「アンケート項目」 橋長、外ケーブルの最大長・最小長

「抽出要素」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

橋長と外ケーブル長さの相関

【全数】～データ件数　66件
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橋長と外ケーブル長さの相関

【国・自治体のみ】～データ件数　29件
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橋長 架設方法： 張出し架設、固定支保工

外ケーブル長： 最小長 ～ 最大長

※注釈

・ 縦軸方向に延びるバーは、外ケーブルの最小長から最大長の範囲を表す。

・ 丸印は、外ケーブル長さが一定の意味を表す。

・ 色の識別は、近接するデータとの見分けを付けるためのものであり、何かのグルーピングを示すものではない。

「解説」
　架設工法に着目した取りまとめでは、外ケーブルの最大長は両集計ともに２００ｍ程度まで使用され類似している
が、最小長は張出し架設では１０数ｍ、固定支保工では３０ｍ弱であり、各架設工法の特徴が出ている。

「抽出要素」

「統計図」

張出し架設のみの抽出 固定支保工のみの抽出

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 橋長、外ケーブルの最大長・最小長

橋長と外ケーブル長さの相関

張出し架設【全数】～データ件数　35件
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橋長と外ケーブル長さの相関

固定支保工【全数】～データ件数　28件
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構成要素 件数 比率 件数 比率

経済比較 7  24%  12  18%  

定着部・偏向部 5  17%  22  33%  

曲げ破壊耐力 1  3%  2  3%  

防食 1  3%  4  6%  

ﾌｪｰﾙｾｰﾌ鋼材 0  0%  1  2%  

ｼｪｱﾗｸﾞ鋼材 0  0%  1  2%  

不明 4  14%  4  6%  

なし 14  48%  31  47%  

～ 29  件 ～ 66  件

※1事例1件ではなく、複数回答がある。

※ここでの比率は、各物件事例件数に対する比率を表す。

「解説」
　両集計共に、約半数は外ケーブル構造の採用に当たっての事前検討は行われていないものの、２～３割程度は定
着部や偏向部の事前検討を行っている。

国交省および自治
体の事例件数

本調査事例の
全件数

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 外ケーブル構造の採用に当たって実施した事前検討の内容

経済比較

 7件

(24%)

定着部

・偏向部

 5件

(17%)

曲げ

破壊

耐力

 1件

(3%)

防食

 1件

(3%)

ﾌｪｰﾙｾｰﾌ

鋼材

 0件

ｼｪｱﾗｸﾞ

鋼材

 0件

不明

 4件

(14%)

なし

 14件

(48%)
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全
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経済比較

 12件

(18%)

定着部・偏向部

 22件

(33%)

曲げ

破壊

耐力

 2件

 (3%)

防食

 4件

(6%)

ﾌｪｰﾙｾｰﾌ

鋼材

 1件 (2%)

ｼｪｱﾗｸﾞ

鋼材

 1件 (2%)

不明
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なし

 31件

(47%)
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構成要素 件数 比率 件数 比率

回答あり 6  21%  12  18%  

回答なし 23  79%  54  82%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

構成要素 件数 比率 件数 比率

工費増 0  0%  4  33%  

工費減 6  100%  8  67%  

合計 6  100%  合計 12  100%  

※公団の事例のみの回答は、以下の通り。

「工費減」：　（全外）→（内外）～１０％減
　　　　　　　　（全内）→（全外）～　３％減

「工費増」：※いずれも採用は全外構造
　　　　　　　　（全内）→４、９、３０％増

　　　　　（内外併用）→Con.V～１５％増

「解説」

　外ケーブル構造を採用した場合の経済比較について回答が得られたのは約２割程度である。経済効果について
特徴的なのは、工費減となった多くが全内ケーブル構造から内外併用構造に変更することであり、必ずしも全てを外
ケーブル構造とすること（全外ケーブル構造）が経済的とはいえないことがわかる。

　【経済比較検討回答数】

　【経済効果】

「統計図」

※工費減の回答では、全内ケーブルに対して
１％～１０％の範囲でコスト縮減効果が図られ

ている。

尚、いずれも採用は、内外併用構造を示す。

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 外ケーブル構造を採用した場合の経済比較結果

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

国交省および自治体 有効データ全数

　【経済比較検討回答数】

　【経済効果】
国交省および自治体 有効データ全数

回答あり

 6件

(21%)

回答なし

 23件

(79%)

0

10

20

30

40

50

60

経済比較検討回答数（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

回答あり

 12件

(18%)

回答なし

 54件

(82%)

0

10

20

30

40

50

60

経済比較検討回答数（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

工費増

 4件

(33%)

工費減

 8件

(67%)

0

2

4

6

8

10

経済効果（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
2
件
）

工費増

 0件

工費減

 6件

(100%)

0

2

4

6

8

10

経済効果（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
件
）
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構成要素 件数 比率

設計荷重時 65  98%  

終局荷重時 0  0%  

回答なし 1  2%  

合計 66  100%  

　ＰＣ鋼材の本数は、ほぼ全数の事例において「設計荷重時」により決定され、「終局荷重時」の照査を満足している
ことがわかる。

「分類要素」 計画と実績について

「統計図」

「解説」

「アンケート項目」 ＰＣ鋼材本数の決定された荷重状態

「統計表」

有効データ全数

設計荷重時

 65件

(98%)

終局荷重時

 0件

回答なし

 1件

(2%)

0

10

20

30

40

50

60

70

ＰＣ鋼材決定時の荷重状態

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率

特になし 2  2%  

従来と同様 13  14%  

搬入計画 43  46%  

被膜の保護 9  10%  

未施工 3  3%  

透明ｼｰｽへの配慮 3  3%  

PE管の保護 5  5%  

引き出し配慮 15  16%  

合計 93  100%  

「統計表」

有効データ全数

「統計図」

「解説」
　約半数の事例において施工工程に合わせた搬入計画を実施しており、合わせて、保管時や施工時に想定される
不具合に対する何らかの配慮がなされていることがわかる。

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 現場での外ケーブルの保管・管理方法および特に配慮した事項

特になし

2件

(2%)

従来と

同様

13件

(14%)

搬入計画

43件

(46%)

被膜の

保護

9件

(10%)
未施工

3件

(3%)

透明

ｼｰｽ

への

配慮

3件

(3%)

PE管

の

保護

5件

(5%)

引き出し

配慮

15件

(16%)

0

10

20

30

40

50

現場での外ｹｰﾌﾞﾙの保管・管理方法 および特に配慮した事項

デ
ー
タ
件
数
（
の
べ
9
3
件
）
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・ ケーブル形状が箱桁内で平面的に変化する（MAX４．５度）ため、施工性が悪い。

・ 緊張ジャッキが６５０キロと重いため、ジャッキ受台を製作して緊張を行う予定。

・ 桁端部のＰＣ鋼線定着部が外気に触れるため、定着隠しコンクリートを施工予定。

・ 緊張ジャッキの箱桁内部の移動の為に、施工性を重視し、隔壁部横桁の形状を変更して施工した。

・ 外ケーブルと添架物（通信管、排水管等）干渉防止の検討が必要である。

・ 桁内部の緊張ジャッキの取り回しに時間がかかる。　　　　　　

・ 緊張後のケ－ブルの張りを考慮して、少したるみをもたせて外ケ－ブル受け台を設置した。

・ エポ被覆鋼材であるため、挿入時に傷が付かないように、支保工にて棚筋を作成後、養生マットにて

ケ－ブル養生を行った。

・ 外ケ－ブル緊張前の配置はケ－ブルが保持されていないため、鋼管等で棚を作り、これを保持した。

・ 問題点：ＰＣ鋼より線のねじれ、定着具のずれ　→対策：番号を鋼線につけて管理した。

・ 防錆被覆を傷つけないように、シートを使用して保護しながら挿入した。

・ グラウト重量により垂れ下がりを生じることがあるため、支持台間隔を密に配置した。

・ ケーブル挿入時における鋼材の品質維持管理が重要である。

・ 柱頭部定着のときなど、緊張ジャッキが重過ぎて設置が困難である。

・ ＰＥ管接続箇所のグラウト漏れ防止に、３層の接続構造を施した。

・ ＰＥ管の接続に多大な労力と金額が必要（ｸﾞﾗｳﾄ注入ﾀｲﾌﾟのため）である。

・ 寒冷地なため、透明シースに巻き癖がつかない様に、定尺のものを採用した。

・ PE管の溶接に時間がかかった。

・ PE管の溶接方法は、FC方式と熱収縮方式と２種類行ったが、グラウト注入時に接続部から漏れてくる

ところも有り、補強に時間がかかった。

・ 緊張によるPE管の移動が考えられたため、摩擦抵抗を上げる目的として鋼製バンドでPE管を仮固定

しながら緊張を行い、接続は後施工の熱収縮を採用した。

・ PE管の接続は、バッド融着工法とEFジョイントを採用した。（グラウト漏れはなかった。）

・ グラウト施工後の透明シース内の気泡に再注入する際の規格基準を発注者より求められた。再注入

のため透明シースを傷つけることの方が防錆によくないことを説明し、再注入はしなかった。

・ 棚筋部にて、グラウト重量で透明シースが曲がるため、面で透明シースを受けた

（その１）

緊張ジャッキ

及び

ＰＣケーブル

に関する事柄

（その２）

シース

に関する事柄

「アンケート項目」 外ケーブル構造の施工上の問題点とその対策（１／２）

「分類要素」 計画と実績について
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・ 張出し施工時の貫通管の据え付けが難しい。レーザーポインタを使用するとよい。

・ 曲線橋であるため、偏向管の据付精度が必要であった。

・ 偏向管の据付精度が問題視され、ディアボロ管の形状を検討した。

・ 定着部と偏向部に対する管配置の精度が重要である。

・ ディアボロ管は２つ割として、型枠セット後に取り付けるようにした。

・ 偏向管の精度が非常に重要で、緊張前には必ず水糸を張るなどして確認を行うのが良い。

・ リブ付き床版構造であり、2.5m間隔で配置されたリブを外ケーブルが貫通するため、貫通孔のレーザ

ー測量を実施した。

・ 偏向管の固定には、堅固な架台を設け、所定の位置に設置した。

・ 柱頭部において、鉄筋が密なため偏向管の位置決めが難しい。（偏向管の種類も多い）　　　　

・ 偏向管の据え付け精度を考慮し、最大曲げ角度に偏向管を統一した。

・ 偏向管出口において、ＰＣ鋼材が接しないよう偏向管製作角度を調整した。

・ 発注図面による偏向管形状が加工上現実的ではなかった。直線と２つの異なる曲げ半径で構成され

たものから、直線と単Ｒの形状のものへ変更した。

・ 平面線形を考慮した定着部・偏向部の曲げ角度を再計算し配置した。

・ 定着部付近のＰＥ管と鉄筋の緩衝に注意した。

・ 定着位置が箱桁上方に位置するため、緊張空間が狭く、ジャッキのセットに時間を要した。

・ 定着部周りが過密配筋となり、高流動コンクリートを使用した。

・ 定着位置である横桁では非常に密なケーブル配置となり、偏向頂点部にグラウト排気口が設けられ

なかった。そのため、グラウトの充填確認方法が問題視され、グラウト充填実験を行った。

・ グラウト注入時、定着部偏向管よりグラウト漏れが生じた。

・ 張出しケーブルの定着部の補強筋が密になるので、プレキャスト化している。

・ 定着突起部は過密配筋となりがちのため、従来の台形突起ではコンクリート打設の作業性が問題と

なる。従って、水平リブ突起に変更して、打設性および構造性を改良した。

・ 定着部に偏向管が配置されるため、ラーメン部横桁の鉄筋等との取合いに難がある。

・ サイクル工程を短縮するため、架設ケーブルの定着位置を同じ位置にして、突起の形状を統一した。

・ 張出し時の突起定着部の配筋が密になり、施工に時間がかかる。

・ 偏向部の偏向管の種類を少なくするようにした。（曲げＲの変更により）

・ 偏向部の鉄筋と下床版部の内ケーブルが干渉するため、内ケーブルの配置位置を変更した。

・ 偏向部の配筋、下床版突起配筋、下床版ケーブルが重なり、構造が煩雑である。

・ ディアボロ管と透明シースとの間に、シース保護のため、薄いゴムシートをセットした。

（その３）

偏向管

及び

貫通管

に関する事柄

（その４）

定着部

及び

偏向部

に関する事柄

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 外ケーブル構造の施工上の問題点とその対策（２／２）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

配置あり 2  7%  21  32%  

配置なし 27  93%  45  68%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

構成要素 件数 比率 件数 比率

外ｹｰﾌﾞﾙ方式 0  0%  5  24%  

内ｹｰﾌﾞﾙ方式 2  100%  16  76%  

合計 2  100%  合計 21  100%  

「解説」

　シェアラグ鋼材の配置は、特に公団の事例に多く、また、内ケーブル方式が多いことがわかる。統計図には表して
いないが、架設工法との相関をみると、張出し架設工法に多く用いられているが、３件の事例で固定支保工において
も用いられている。

「統計表」

　【構造の有無】
国交省および自治体 有効データ全数

　【ケーブル構造】
国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 シェアラグ鋼材の配置（①構造）

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

　【構造の有無】

　【ケーブル構造】

配置あり

21件

(32%)

配置なし

45件

(68%)
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シェアラグ鋼材の配置（全数）

デ
ー
タ
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数
（
全
6
6
件
）

配置あり

2件

(7%)

配置なし

27件

(93%)
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シェアラグ鋼材の配置（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

外ｹｰﾌﾞﾙ方式

5件

(24%)

内ｹｰﾌﾞﾙ方式

16件

(76%)
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外ｹｰﾌﾞﾙ方式

0件

内ｹｰﾌﾞﾙ方式

2件

(100%)
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シェアラグ鋼材の配置（国・自治体のみ）
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全
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構成要素 件数 比率 件数 比率

床版先端 2  100%  11  52%  

床版先端下面 0  0%  3  14%  

床版中央 0  0%  5  24%  

床版中央下面 0  0%  1  5%  

地覆(床版上面) 0  0%  1  5%  

合計 2  100%  合計 21  100%  

構成要素 件数 比率 件数 比率

1S28.6 0  0%  5  24%  

1S21.8(ﾌﾟﾚｸﾞﾗｳﾄﾀｲﾌﾟ) 0  0%  3  14%  

1S21.8（ｽｰﾌﾟﾛ） 0  0%  1  5%  

1S28.6(ﾌﾟﾚｸﾞﾗｳﾄﾀｲﾌﾟ) 0  0%  6  29%  

12S12.7 1  50%  1  5%  

PcBarφ32mm 1  50%  1  5%  

ED-P50 0  0%  3  14%  

19W7BL 0  0%  1  5%  

合計 2  100%  合計 21  100%  

「解説」
　シェアラグ鋼材の具体の配置は、内ケーブル方式による張出し床版先端および中央部の断面内配置が多い。ま
た、ＰＣ鋼材の種別は、シングルストランドが多数を占めている。

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

　【②配置位置】

　【③ＰＣ鋼材種別】

「分類要素」 計画と実績について

「アンケート項目」 シェアラグ鋼材の配置（②配置位置、③ＰＣ鋼材種別）

「統計表」

　【②配置位置】
国交省および自治体 有効データ全数

　【③ＰＣ鋼材種別】
国交省および自治体 有効データ全数

床版先端

11件

(52%)

床版

先端

下面

3件

(14%)

床版

中央

5件

(24%)

床版

中央

下面

1件

(5%)

地覆

(床版上面)

1件

(5%)
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(100%)

床版

先端
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0件
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0件
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中央
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0件
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(床版上面)

0件
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シェアラグ鋼材の配置（国・自治体のみ）
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1S28.6

5件

(24%)

1S21.8

(preG)

3件

(14%)

1S21.8

（ｽｰﾌﾟﾛ）

1件

(5%)

1S28.6

(preG)

6件

(29%)

12S12.7

1件

(5%)

PcBar

φ32

1件

(5%)

ED-P50

3件

(14%) 19W7BL

1件

(5%)

0

5

10

シェアラグ鋼材の配置（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
1
件
）

1S28.6

0件

1S21.8

(preG)

0件

1S21.8

（ｽｰﾌﾟﾛ）

0件

1S28.6

(preG)

0件

12S12.7

1件

(5%)

PcBar

φ32

1件

(5%) ED-P50

0件

19W7BL

0件

0

5

10

シェアラグ鋼材の配置（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
件
）
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(4) 設計一般について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

方法① 1  3%  2  3%  

方法② 27  93%  42  64%  

方法③ 1  3%  14  21%  

方法④ 0  0%  6  9%  

その他 0  0%  2  3%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

方法①～死荷重作用時、設計荷重作用ともに、ﾌﾙﾌﾟﾚｽﾄﾚｽとする方法

方法②～道示Ⅲによるﾊﾟｰｼｬﾙﾌﾟﾚｽﾄﾚｽとする方法

方法③～死荷重作用時にﾌﾙﾌﾟﾚｽﾄﾚｽとし、設計荷重作用にはひび割れ発生限界とする方法

方法④～死荷重作用時にひび割れ発生限界とし、設計荷重作用にはひび割れ幅限界とする方法

その他の方法

　→死荷重時はフルプレストレスとし、設計荷重時はひび割れ幅限界とする方法～１件

　→死荷重時と設計荷重時の上縁はひび割れ発生限界とし、設計荷重時の下縁は、ひび割れ幅

　　限界とする方法～１件

凡例

「解説」
　国交省および自治体の事例では、９０％以上が方法②を採用していることがわかる。一方、公団のみの事例では、
方法②と方法③がほぼ同程度採用され、他の方法についても採用事例がある。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 設計一般について

「アンケート項目」 主桁設計時の縁引張応力度の制御方法

方法①

2件

(3%)

方法②

42件

(64%)

方法③

14件

(21%)
方法④

6件

(9%)
その他

2件

(3%)
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主桁設計時の縁引張応力度の制御方法
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方法①

1件
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方法②

27件

(93%)

方法③

1件

(3%)
方法④

0件

その他

0件
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主桁設計時の縁引張応力度の制御方法
（国・自治体のみ）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

ＲＣ部材同様 4  14%  5  8%  

全断面有効 24  83%  58  88%  

フルプレ 1  3%  2  3%  

その他 0  0%  1  2%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

構成要素 件数 比率 件数 比率

割り増し無し 28  100%  53  84%  

割り増しの実施 0  0%  10  16%  

合計 28  100%  合計 63  100%  

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　引張鉄筋算定にあたっては、両集計共に、８０％以上が全断面有効として設計されており、また、その際の活荷重
の割増しは、多数の事例において行われていないことがわかる。

「分類要素」 設計一般について

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「アンケート項目」 引張鉄筋算定方法および活荷重割増し(1.35)の有無

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

ＲＣ部材

同様

 5件

(8%)

全断面有効

58件

(88%)

フルプレ

2件

(3%)

その他

1件

(2%)

割り増し無し

53件

(84%)

割り増し

の実施

10件

(16%)

0

10

20

30

40

50

60

70

引張鉄筋算定方法　および

活荷重割増し(1.35)の有無　（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

ＲＣ部材

同様

 4件

(14%)

全断面有効

24件

(83%)

フルプレ

1件

(3%)
その他

0件

割り増し無し

28件

(100%)

割り増し

の実施

0件

0

10

20

30

40

50

60

70

引張鉄筋算定方法　および

活荷重割増し(1.35)の有無　（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

評価① 29  100%  61 92%  

評価② 0  0%  4 6%  

評価③ 0  0%  1 2%  

その他 0  0%  0 0%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

凡例

評価①～内力評価～ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ力を内力（Ｎ，Ｍ）としてﾓﾃﾞﾙに作用させる。

評価②～部材評価～外ｹｰﾌﾞﾙを弦部材としてﾓﾃﾞﾙに軸ひずみを作用させる。

評価③～外力評価～外ｹｰﾌﾞﾙの定着位置、偏向位置に荷重を外力として作用させる。

その他

「解説」
　解析モデルに対するプレストレス力の与え方は、公団の事例以外では１００％が内力評価として設計されていること
がわかる。

国交省および自治体 有効データ全数

「統計表」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「アンケート項目」 解析モデルに対するプレストレス力の与え方

「分類要素」 設計一般について

評価①

61件

(92%)

評価②

4件

(6%)

評価③

1件

(2%)
その他

0件

0

10

20

30

40

50

60

70

解析モデルに対するプレストレス力の与え方
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

評価①

29件

(100%)

評価②

0件

評価③

0件

その他

0件

0

10

20

30

40

50

60

70

解析モデルに対するプレストレス力の与え方
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

設定① 5  17%  14  21%  

設定② 11  38%  17  26%  

設定③ 3  10%  8  12%  

設定④ 2  7%  12  18%  

該当なし 8  28%  15  23%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

凡例

設定①～横桁定着される左右のｹｰﾌﾞﾙ本数の少ない本数とする方法

設定②～全本数とする方法

設定③～左右のｹｰﾌﾞﾙ本数の平均本数とする方法

設定④～プレストレスの有効長を考慮した本数とする方法

該当なし～たすき掛け定着なし

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 設計一般について

「アンケート項目」 中間支点上において、たすき掛け 定着した場合の外ケーブルの設計時有効本数

「解説」
　国交省および自治体の事例では、設定②の事例が比較的多いものの、全体的にはその設定方法にばらつきが見
受けられる。

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

設定①

14件

(21%)

設定②

17件

(26%)

設定③

8件

(12%)

設定④

12件

(18%)

該当なし

15件

(23%)

0
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25

中間支点上において、たすき掛け 定着した場合の
外ケーブルの設計時有効本数　（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

設定①

5件

(17%)

設定②

11件

(38%)

設定③

3件

(10%)

設定④

2件

(7%)

該当なし

8件

(28%)

0

5

10

15

20

25

中間支点上において、たすき掛け 定着した場合の
外ケーブルの設計時有効本数　（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

①-1 11  38%  29  44%  

①-2 13  45%  17  26%  

② 2  7%  2  3%  

③-1 0  0%  3  5%  

③-2 0  0%  1  2%  

④ 0  0%  1  2%  

⑤-1 1  3%  10  15%  

⑤-2 1  3%  2  3%  

回答なし 1  3%  1  2%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

①-1

①-2

②

③-1

③-2

④

⑤-1

⑤-2
ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書により、設計曲げ耐力を算出し、終局曲げﾓｰﾒﾝﾄと比較した。この際、外
ケーブルの張力増加を見込まないとして算出。

内ｹｰﾌﾞﾙ構造と同様に扱い破壊安全度の照査を行なうが、その際、外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の増加を
見込むとして算出。

内ｹｰﾌﾞﾙ構造と同様に扱い破壊安全度の照査を行なうが、その際、外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の増加を
見込まないとして算出。

内ｹｰﾌﾞﾙ構造と同様に扱い破壊安全度の照査を行なうが、その際、付着のないPC鋼材とみな
し、付着のある場合としたときの70%として算出。

外ｹｰﾌﾞﾙを部材評価してﾓﾃﾞﾙ化し、破壊安全度の照査は主桁ｺﾝｸﾘｰﾄ部材について行なう
が、その際、外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の増加を見込むとして算出。

外ｹｰﾌﾞﾙを部材評価してﾓﾃﾞﾙ化し、破壊安全度の照査は主桁ｺﾝｸﾘｰﾄ部材について行なう
が、その際、外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の増加を見込まないとして算出。

材料および幾何学的非線形性を考慮し、構造系が破壊に至らないことを確認。

「解説」

　国交省および自治体の事例と比較し、公団の事例では外ケーブル応力度の増加を見込むとするのが多い（公団の
みの事例の約８０％）。　また、コンクリート標準示方書によって設計曲げ耐力を算出する事例が比較的多いのも特徴
的である。

「アンケート項目」 終局耐力の解析方法

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

国交省および自治体 有効データ全数

「統計表」

ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書により、設計曲げ耐力を算出し、終局曲げﾓｰﾒﾝﾄと比較した。この際、外
ケーブルの張力増加を見込むとして算出。

凡例

「分類要素」 設計一般について

①-1

29件

(44%)

①-2

17件

(26%)

②

2件

(3%)

③-1

3件

(5%)
③-2

1件

(2%)

④

1件

(2%)

⑤-1

10件

(15%) ⑤-2

2件

(3%)

回答

なし

1件

(2%)

0

10

20

30

40

終局耐力の解析方法　（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

①-1

11件

(38%)

①-2

13件

(45%)

②

2件

(7%) ③-1

0件

③-2

0件

④

0件

⑤-1

1件

(3%)

⑤-2

1件

(3%)

回答

なし

1件

(3%)

0

10

20

30

40

終局耐力の解析方法　（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

0 N/mm2 15  54%  21 35%  

50 N/mm2 0  0%  1 2%  

100 N/mm2 10  36%  31 52%  

200 N/mm2 3  11%  5 8%  

400 N/mm2 0  0%  2 3%  

合計 28  100%  合計 60  100%  

国交省および自治体 有効データ全数

「アンケート項目」 終局時の外ケーブル応力度の増加量について（①増加応力度 (N/mm2)）

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

「統計表」

　終局時の外ケーブル応力度の増加量は、国交省および自治体の事例では約半数が見込まれていない。これに対
し、公団のみの事例では約７０％近くが１００N/mm2の増加量を見込んでいる。

「解説」

「分類要素」 設計一般について

0

(N/mm2)

21件

(35%)

50

(N/mm2)

1件

(2%)

100

(N/mm2)

31件

(52%)

200

(N/mm2)

5件

(8%)

400

(N/mm2)

2件

(3%)

0

10

20

30

40

終局時の外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の増加量 (N/mm2)
【全数】

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
0
件
）

0

(N/mm2)

15件

(54%)

50

(N/mm2)

0件

100

(N/mm2)

10件

(36%)

200

(N/mm2)

3件

(11%)

400

(N/mm2)

0件

0

10

20

30

40

終局時の外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の増加量 (N/mm2)
【国・自治体のみ】

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
8
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

根拠① 2  12%  12  24%  

根拠② 0  0%  2  4%  

根拠③ 4  24%  5  10%  

根拠④ 8  47%  13  25%  

根拠⑤ 1  6%  4  8%  

根拠⑥ 1  6%  12  24%  

根拠⑦ 0  0%  1  2%  

根拠⑧ 1  6%  1  2%  

根拠⑨ 0  0%  1  2%  

合計 17  100%  合計 51  100%  

凡例

根拠①～(社)日本道路協会　道路橋示方書・同解説　Ⅲ コンクリート橋編による

根拠②～個別の非線形解析結果による

根拠③～(社)プレストレストコンクリート技術協会　

　外ケーブル構造・プレキャストセグメント工法設計施工規準による

根拠④～(財)高速道路技術センター　外ケーブルを用いたＰＣ橋梁の設計マニュアル

根拠⑤～日本道路公団　設計要領　第二集

根拠⑥～日本道路公団監修　（財）高速道路技術センター

　ＰＣ橋の耐久性向上に関する設計・施工マニュアル

根拠⑦～阪神高速道路公団　外ケーブル方式設計の手引き

根拠⑧～日本道路公団　建設局管内　橋梁設計の参考資料

根拠⑨～Ｆ・レオンハルト他　レオンハルトのコンクリート講座⑤　プレストレストコンクリート

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」

「統計図」

　終局時の外ケーブル応力度の増加量を設定した根拠は、前項の増加応力度の取りまとめで言及した様子を反映し
た参考文献であることが窺える。

「分類要素」 設計一般について

「アンケート項目」 終局時の外ケーブル応力度の増加量について（②設定または決定根拠）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

①

2件

(12%)
②

0件

③

4件

(24%)

④

8件

(47%)

⑤

1件

(6%)

 ⑥

1件

(6%) ⑦

0件

⑧

1件

(6%) ⑨

0件

0

5

10

15

20

終局時の外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の設定または決定根拠
【国・自治体のみ】

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
7
件
）

①

12件

(24%)

②

2件

(4%)

③

5件

(10%)

④

13件

(25%)

⑤

4件

(8%)

 ⑥

12件

(24%)

⑦

1件

(2%)

⑧

1件

(2%)

⑨

1件

(2%)

0

5

10

15

20

終局時の外ｹｰﾌﾞﾙ応力度の設定または決定根拠
【全数】

デ
ー
タ
件
数
（
全
5
1
件
）
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架設方法： 張出し架設 主桁製作方法： 場所打ち方式

ウェブ構造： コンクリートウェブ、波形鋼板ウェブ

外ケーブル： 有効高さ、定着間距離

終局時の外ケーブル応力度増加量の設定値

※注釈

・ 図中のｘ軸は、dp を外ケーブルの有効高さ、L を外ケーブルの定着間距離としたときの相関係数を示す。

・ 図には、既往の研究成果に基づいて設定された算定式による応力度増加量（折れ線）と各事例の設計時に

設定された応力度増加量（△印）を併記した。

・ 抽出要素を網羅する事例は、コンクリートウェブ橋が25件、波形鋼板ウェブ橋が10件あるが、図中には明確な

回答が得られた事例のみを有効として表した。

コンクリートウェブ橋 波形鋼板ウェブ橋

「解説」
　張出ケーブルに外ケーブルを用いた場合のケーブル応力度増加量の設定値は、各規準による算定値に対して図
のような分布（△印の分布）をなしており、ウェブ構造に関係なく概ね ０～１００N/mm2の範囲内である。

「統計図」

設計一般について

「アンケート項目」 張出ケーブルに関する情報について

「抽出要素」

「分類要素」

コンクリートウェブ橋・張出ケーブルの

応力度増加量の設定

【全数】～データ件数　9件

　公団ﾏﾆｭｱﾙ

↓　による限界値

↑　PC技協規準

　　による限界値
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ブ
ル
応
力
度
増
加
量
(N
/
m
m
2
) 設定された応力度増加

量

算定式 k=1500による

算定式 k=1200による

波形鋼板ウェブ橋・張出ケーブルの

応力度増加量の設定

【全数】～データ件数　6件

　公団ﾏﾆｭｱﾙ

↓　による限界値

↑　PC技協規準

　　による限界値
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増
加
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/
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) 設定された応力度増加

量

算定式 k=1500による

算定式 k=1200による
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橋梁形式： ラーメン構造、連続桁構造

架設方法： 張出し架設 主桁製作方法： 場所打ち方式

ウェブ構造： コンクリートウェブ、波形鋼板ウェブ

外ケーブル： 有効高さ、定着間距離

終局時の外ケーブル応力度増加量の設定値

※注釈

・ 図中のｘ軸は、dp を外ケーブルの有効高さ、L を外ケーブルの定着間距離としたときの相関係数を示す。

・ 図には、既往の研究成果に基づいて設定された算定式による応力度増加量（折れ線）と各事例の設計時に

設定された応力度増加量（△印）を併記した。

・ 抽出要素を網羅する事例は、コンクリートウェブ橋のラーメン構造が20件、同連続桁構造が4件、波形鋼板ウェブ橋

のラーメン構造が4件、同連続桁構造が6件あるが、図中には明確な回答が得られた事例のみを有効として表した。

「分類要素」 設計一般について

「アンケート項目」 連続ケーブルに関する情報について

「抽出要素」

「統計図」

コンクリートウェブ橋 波形鋼板ウェブ橋

「解説」

　連続ケーブルに外ケーブルを用いた場合のケーブル応力度増加量の設定値は、張出ケーブルの場合と同様に概
ね ０～１００N/mm2の範囲内である。
　尚、公団の事例の中には、５径間連続波形鋼板ウェブ箱桁橋において、ファイバ－モデルを用いた複合非線形フ
レ－ム解析を実施した事例があり、ケーブル応力度増加量の設定値は ４００N/mm2としている。

　【ラーメン構造】

　【連続桁構造】

（コンクリートウェブ橋＋連続桁構造）

連続ケーブルの応力度増加量

【全数】～データ件数　1件

　　PC技協規準

↓　による限界値
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0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30 0.35 0.40

dp/L

外
ケ
ー
ブ
ル
応
力
度
増
加
量
(N
/
m
m
2
)

設定された応力度増加

量

算定式 k=4000による

（波形鋼板ウェブ橋＋ラーメン構造）

連続ケーブルの応力度増加量

【全数】～データ件数　3件

　　各規準

↓　による限界値

0

100

200

300

400

500

600

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30 0.35 0.40

dp/L

外
ケ
ー
ブ
ル
応
力
度
増
加
量
(N
/
m
m
2
)

設定された応力度増加

量

算定式 k=4000による

（波形鋼板ウェブ橋＋連続桁構造）

連続ケーブルの応力度増加量

【全数】～データ件数　5件

　　PC技協規準

↓　による限界値

ファイバ－モデルを用

いた複合非線形フレ－

ム解析結果

による

↓

0
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400
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600

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30 0.35 0.40

dp/L

外
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ブ
ル
応
力
度
増
加
量
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/
m
m
2
)

設定された応力度増加

量

算定式 k=4000による

（コンクリートウェブ橋＋ラーメン構造）

連続ケーブルの応力度増加量

【全数】～データ件数　11件

　　各規準

↓　による限界値
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)

設定された応力度増加

量

算定式 k=4000による
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構成要素 件数 比率 件数 比率

内力評価 20  69%  40  61%  

部材評価 2  7%  13  20%  

評価せず 2  7%  4  6%  

実施なし 3  10%  4  6%  

不明 2  7%  5  8%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

①外ケーブルの評価方法

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 設計一般について

「アンケート項目」 耐震設計について

「解説」 　耐震設計における外ケーブルの評価方法は、いずれの事例においても、６０％以上が内力評価としている。

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「抽出要素」

内力評価

40件

(61%)

部材

評価

13件

(20%)

評価

せず

4件

(6%)

実施なし

4件

(6%)

不明

5件

(8%)

0

10

20

30

40

50

耐震設計における外ケーブルの評価方法
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

内力評価

20件

(69%)
部材

評価

2件

(7%)

評価

せず

2件

(7%)

実施なし

3件

(10%)
不明

2件

(7%)

0

10

20

30

40

50

耐震設計における外ケーブルの評価方法
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

保耐法 2  7%  6  9%  

非線形動解 20  69%  50  76%  

実施なし 3  10%  4  6%  

不明 4  14%  6  9%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

　耐震設計の解析手法は、両集計共に７０％程度以上の事例において非線形動解が行われていることがわかる。

「統計図」

「解説」

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

国交省および自治体 有効データ全数

「抽出要素」 ②耐震設計の解析手法

「分類要素」 設計一般について

「アンケート項目」 耐震設計について

保耐法

6件

(9%)

非線形動解

50件

(76%)

実施なし

4件

(6%)

不明

6件

(9%)

0

10

20

30

40

50

60

耐震設計の解析手法（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

保耐法

2件

(7%)

非線形動解

20件

(69%)

実施なし

3件

(10%)

不明

4件

(14%)

0

10

20

30

40

50

60

耐震設計の解析手法（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



89 

(5) 振動対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

制振装置設置あり 6  21%  11  17%  

制振装置設置なし 2  7%  10  15%  

検討なし 20  69%  42  64%  

不明 1  3%  3  5%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「解説」
　外ケーブルの振動については、両集計共に６０％程度の事例において検討がなされていないが、一方で約３０％
程度の事例においてはその照査を行い、必要に応じて対策を講じている。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 振動について

「アンケート項目」 外ｹｰﾌﾞﾙの振動に対する照査方法とその対策

制振装置

設置あり

11件

(17%)

制振装置

設置なし

10件

(15%)

検討なし

42件

(64%)

不明

3件

(5%)

0

10

20

30

40

50

外ｹｰﾌﾞﾙの振動に対する検討と対策
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

制振装置

設置あり

6件

(21%)

制振装置

設置なし

2件

(7%)

検討なし

20件

(69%)

不明

1件

(3%)

0

10

20

30

40

50

外ｹｰﾌﾞﾙの振動に対する検討と対策
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）
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(6) 定着部（横桁定着）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

3次元FEM 10  38%  45  71%  

格子モデル 7  27%  8  13%  

簡易計算法 7  27%  8  13%  

ﾃﾞｨｰﾌﾟﾋﾞｰﾑ 2  8%  2  3%  

合計 26  100%  合計 63  100%  

「アンケート項目」 定着部近傍の設計方法（解析法）

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 定着部（横桁定着）について

「解説」
　横桁定着部近傍の解析方法は、国交省および自治体の事例ではばらつきがあるものの、公団の事例では全３７件
中３５件が3次元FEM解析によっており、ＰＣ専業者による詳細設計では高度解析が一般化していることがわかる。

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計表」

3次元FEM

45件

(71%)

格子

モデル

8件

(13%)

簡易

計算法

8件

(13%)

ﾃﾞｨｰﾌﾟ

ﾋﾞｰﾑ

2件

(3%)

0

10

20

30

40

50

横桁定着部近傍の設計方法（全数）

ﾃ
ﾞｰ
ﾀ
件
数
(全
6
3
件
)

3次元FEM

10件

(38%)

格子

モデル

7件

(27%)

簡易

計算法

7件

(27%)

ﾃﾞｨｰﾌﾟ

ﾋﾞｰﾑ

2件

(8%)

0

10

20

30

40

50

横桁定着部近傍の設計方法（国・自治体のみ）

ﾃ
ﾞｰ
ﾀ
件
数
(全
2
6
件
)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

鉄筋のみ 20  71%  54  86%  

ＰＣ鋼棒 8  29%  8  13%  

ｼﾝｸﾞﾙｽﾄﾗﾝﾄﾞ 0  0%  1  2%  

合計 28  100%  合計 63  100%  

「分類要素」 定着部（横桁定着）について

「アンケート項目」 定着部近傍の設計方法（補強方法）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　横桁定着部近傍の補強方法は、７割以上が「鉄筋のみ」によって行われており、ＰＣ鋼材による補強が比較的少な
いことが見て取れる。

鉄筋のみ

54件

(86%)

ＰＣ鋼棒

8件

(13%)

ｼﾝｸﾞﾙ

ｽﾄﾗﾝﾄﾞ

1件

(2%)

0

10

20

30

40

50

60

横桁定着部近傍の補強方法（全数）

ﾃ
ﾞｰ
ﾀ
件
数
(全
6
3
件
)

鉄筋のみ

20件

(71%)
ＰＣ鋼棒

8件

(29%) ｼﾝｸﾞﾙ

ｽﾄﾗﾝﾄﾞ

0件

0

10

20

30

40

50

60

横桁定着部近傍の補強方法（国・自治体のみ）

ﾃ
ﾞｰ
ﾀ
件
数
(全
2
8
件
)
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定着部横桁厚 桁高

ウェブ・床版厚

※注釈

・ 図中のｘ軸は、横桁内部の内空高を内空幅で除した相関係数を示す。

・ 図中には、明確な回答が得られた事例の中から、コンクリートウェブ橋が25件、波形鋼板ウェブ橋が6件の事例

を有効として表した。

「解説」
　外ケーブル定着部としての端支点横桁厚さは、ウェブ構造や箱形断面形状の相違、及び、ケーブル種別や定着本
数の違いがあるため、一概にその傾向を計ることができないが、１．７ｍ～３．６ｍの範囲内で設定されている。

「抽出要素」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 定着部（横桁定着）について

「アンケート項目」 定着部横桁厚さ、桁高、ウェブ・床版厚

端支点定着部横桁厚さ
【国・自治体のみ】～データ件数 17件

平均値
x=0.43(--)

y=2.12(m)
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

（内空高）/（内空幅）

端
支
点
横
桁
厚
さ
(m
)

端支点定着部横桁厚さ
【全数】～データ件数 31件
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構成要素 件数 比率 件数 比率

制限なし 12  63%  18  33%  

2.5 N/mm2 1  5%  2  4%  

2.7 N/mm2 1  5%  2  4%  

3.0 N/mm2 5  26%  32  59%  

合計 19  100%  合計 54  100%  

「解説」

　図中の「制限なし」とは、検討部材を全断面有効としたときのコンクリートの引張縁応力度に着目せず、ＲＣ構造とし
て検討された事例を表している。国交省および自治体の事例では約６割がＲＣ構造として設計されている一方で、公
団のみの事例では７割強の事例においてコンクリートの引張縁応力度を制限してひび割れの発生に配慮しているこ
とがわかる。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 定着部（横桁定着）について

「アンケート項目」 横桁検討時の引張応力度制限値について（①コンクリート）

制限なし

12件

(63%) 2.5

N/mm2

1件

(5%)

2.7

N/mm2

1件

(5%)

3.0

N/mm2

5件

(26%)

0

10

20

30

40

横桁検討時のｺﾝｸﾘｰﾄ引張応力度の制限値
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
9
件
）

制限なし

18件

(33%)

2.5

N/mm2

2件

(4%)

2.7

N/mm2

2件

(4%)

3.0

N/mm2

32件

(59%)

0

10

20

30

40

横桁検討時のｺﾝｸﾘｰﾄ引張応力度の制限値
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
5
4
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

100 N/mm2 2  11%  6  11%  

120 N/mm2 1  5%  14  26%  

140 N/mm2 1  5%  3  6%  

150 N/mm2 1  5%  2  4%  

180 N/mm2 14  74%  29  54%  

合計 19  100%  合計 54  100%  

「分類要素」 定着部（横桁定着）について

「アンケート項目」 横桁検討時の引張応力度制限値について（②鉄筋）

「解説」

　横桁検討時の鉄筋の引張応力度制限値は、有効データ全数を見ると、１８０ N/mm2を設定した事例が半数以上を
占めているものの、その他半数近くの事例が制限値をさらに低減して設定することによってひび割れの発生に配慮し
ていることがわかる。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

100

N/mm2

2件

(11%)

120

N/mm2

1件

(5%)

140

N/mm2

1件

(5%)

150

N/mm2

1件

(5%)

180

N/mm2

14件

(74%)

0

10

20

30

40

横桁検討時の鉄筋引張応力度の制限値
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
9
件
）

100

N/mm2

6件

(11%)

120

N/mm2

14件

(26%) 140

N/mm2

3件

(6%)

150

N/mm2

2件

(4%)

180

N/mm2

29件

(54%)

0

10

20

30

40

横桁検討時の鉄筋引張応力度の制限値
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
5
4
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

検討あり 9  31%  26  39%  

検討なし 20  69%  40  61%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「分類要素」 定着部（横桁定着）について

「アンケート項目」 横桁定着部の終局時照査の有無について（①照査の有無）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」

　横桁定着部の終局時の照査は３０％以上の事例において実施されており、想定するプレストレス力を導入した場合
の補強鋼材量を検討するのみならず、コンクリート標準示方書に従った「せん断伝達耐力の検討」を有効データ全数
中９件の事例において行っている。

検討あり

9件

(31%)

検討なし

20件

(69%)

0

10

20

30

40

50

横桁定着部の終局時照査の有無
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

検討あり

26件

(39%)

検討なし

40件

(61%)

0

10

20

30

40

50

横桁定着部の終局時照査の有無
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

降伏点応力度 5  56%  18  78%  

引張強度 4  44%  5  22%  

合計 9  100%  合計 23  100%  

「分類要素」 定着部（横桁定着）について

「アンケート項目」 横桁定着部の終局時照査の有無について（②照査時のプレストレス導入量）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」

　横桁定着部の終局時照査のプレストレス導入量は、国交省および自治体の事例では「引張強度」とした事例が４
割程度ある一方で、公団のみの事例では全１４件中１３件が「降伏点応力度」としており、両者にはばらつきが認めら
れる。

降伏点

応力度

5件

(56%)

引張強度

4件

(44%)

0

10

20

30

横桁定着部の終局時照査時のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入量
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
9
件
）

降伏点

応力度

18件

(78%)

引張強度

5件

(22%)

0

10

20

30

横桁定着部の終局時照査時のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入量
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
3
件
）
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(7) 定着部（突起定着）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

3次元FEM 1  20%  23  85%  

簡易計算法 3  60%  3  11%  

ｺｰﾍﾞﾙ 1  20%  1  4%  

合計 5  100%  合計 27  100%  

「解説」

　突起定着部近傍の解析方法は、国交省および自治体の事例では数例ではあるが簡易計算法によるものがあるが、
公団の事例では全件数が3次元FEM解析によっており、ＰＣ専業者による詳細設計では高度解析が一般化している
ことがわかる。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 定着部（突起定着）について

「アンケート項目」 定着部近傍の設計方法（解析法）

3次元FEM
23件

(85%)

簡易
計算法

3件

(11%)

ｺｰﾍﾞﾙ
1件

(4%)

0

10

20

30

突起定着部近傍の設計方法（全数）

ﾃ
ﾞｰ
ﾀ
件
数
(全
2
7
件
)

3次元FEM
1件

(20%)

簡易
計算法

3件

(60%)

ｺｰﾍﾞﾙ
1件

(20%)

0

10

20

30

突起定着部近傍の設計方法（国・自治体のみ）

ﾃ
ﾞｰ
ﾀ
件
数
(全
5
件
)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

鉄筋のみ 4  100%  26  100%  

ＰＣ鋼棒 0  0%  0  0%  

合計 4  100%  合計 26  100%  

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　突起定着部近傍の補強方法は、いずれも「鉄筋のみ」によって行われており、ＰＣ鋼材による補強は行われていな
い。

「アンケート項目」 定着部近傍の設計方法（補強方法）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 定着部（突起定着）について

鉄筋のみ
26件

(100%)

ＰＣ鋼棒
0件

0

10

20

30

突起定着部近傍の補強方法（全数）

ﾃ
ﾞｰ
ﾀ
件
数
(全
2
6
件
)

鉄筋のみ
4件

(100%)
ＰＣ鋼棒
0件

0

10

20

30

突起定着部近傍の補強方法（国・自治体のみ）

ﾃ
ﾞｰ
ﾀ
件
数
(全
4
件
)
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構成要素 件数 比率 件数 比率

制限なし 2  100%  3  13%  

2.4 N/mm2 0  0%  1  4%  

2.7 N/mm2 0  0%  1  4%  

3.0 N/mm2 0  0%  19  79%  

合計 2  100%  合計 24  100%  

「解説」

　図中の「制限なし」とは、検討部材を全断面有効としたときのコンクリートの引張縁応力度に着目せず、ＲＣ構造とし
て検討された事例を表している。国交省および自治体は突起定着そのものの事例が少なく傾向が把握できないが、
公団のみの事例では２２件中２１件の事例においてコンクリートの引張縁応力度を制限してひび割れの発生に配慮し
ていることがわかる。

「分類要素」 定着部（突起定着）について

「アンケート項目」 突起定着部検討時の引張応力度制限値について（①コンクリート）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

制限なし

2件

(100%)

2.4

N/mm2

0件

2.7

N/mm2

0件

3.0

N/mm2

0件

0

10

20

30

突起定着部検討時のｺﾝｸﾘｰﾄ引張応力度の
制限値（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
件
）

制限なし

3件

(13%)

2.4

N/mm2

1件

(4%)

2.7

N/mm2

1件

(4%)

3.0

N/mm2

19件

(79%)

0

10

20

30

突起定着部検討時のｺﾝｸﾘｰﾄ引張応力度の
制限値（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
4
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

100 N/mm2 0  0%  3  13%  

120 N/mm2 0  0%  9  39%  

140 N/mm2 0  0%  1  4%  

150 N/mm2 0  0%  2  9%  

180 N/mm2 2  100%  8  35%  

合計 2  100%  合計 23  100%  

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　突起定着部検討時の鉄筋の引張応力度制限値は、横桁定着部の検討と同様な傾向が見られ、有効データ全数
では６割以上の事例において１８０ N/mm2を下回る制限値を設定し、ひび割れの発生に配慮していることがわかる。

「アンケート項目」 突起定着部検討時の引張応力度制限値について（②鉄筋）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 定着部（突起定着）について

100

N/mm2

0件

120

N/mm2

0件

140

N/mm2

0件

150

N/mm2

0件

180

N/mm2

2件

(100%)

0

5

10

15

突起定着部検討時の鉄筋引張応力度の制限値
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
件
）

100

N/mm2

3件

(13%)

120

N/mm2

9件

(39%)

140

N/mm2

1件

(4%)

150

N/mm2

2件

(9%)

180

N/mm2

8件

(35%)

0

5

10

15

突起定着部検討時の鉄筋引張応力度の制限値
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
3
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

検討あり 3  75%  15  58%  

検討なし 1  25%  11  42%  

合計 4  100%  合計 26  100%  

「解説」

　突起定着部の終局時の照査は、約６割以上の事例において実施されており、横桁定着部の同照査以上に意識さ
れていることがわかる。検討のある事例では、想定するプレストレス力を導入した場合の補強鋼材量を検討するのみ
ならず、コンクリート標準示方書に従った「せん断伝達耐力の検討」を有効データ全数中１０件の事例において行っ
ている。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 定着部（突起定着）について

「アンケート項目」 突起定着部の終局時照査の有無について（①照査の有無）

検討あり

3件

(75%)

検討なし

1件

(25%)

0

5

10

15

20

突起定着部の終局時照査の有無
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
4
件
）

検討あり

15件

(58%) 検討なし

11件

(42%)

0

5

10

15

20

突起定着部の終局時照査の有無
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
6
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

降伏点応力度 2  67%  10  77%  

引張強度 1  33%  3  23%  

合計 3  100%  合計 13  100%  

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　突起定着部の終局時照査のプレストレス導入量は、有効データ全数を見ると、全１３件中１０件が「降伏点応力度」
としており、横桁定着部の同照査と類似した傾向が見られる。

「アンケート項目」 突起定着部の終局時照査の有無について（②照査時のプレストレス導入量）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 定着部（突起定着）について

降伏点

応力度

2件

(67%)

引張強度

1件

(33%)

0

5

10

15

突起定着部の終局時照査時のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入量

（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
3
件
）

降伏点

応力度

10件

(77%)

引張強度

3件

(23%)

0

5

10

15

突起定着部の終局時照査時のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入量

（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
3
件
）
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(8) 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最大偏向角度： 鉛直方向 、 水平方向

「解説」
　偏向部における外ケーブルの最大偏向角度は、鉛直方向および水平方向共に、１２度程度までの範囲内で設定さ
れている。

「抽出要素」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

「アンケート項目」 外ケーブル形状について（①最大偏向角度）

偏向部の最大偏向角度（国・自治体のみ）

鉛直方向

有効ﾃﾞｰﾀ

　29件

max=11.8

水平方向

有効ﾃﾞｰﾀ

　21件

max=7.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均偏向

角度

6.12(度)

平均偏向

角度

2.21(度)

0

2

4

6

8

10

12

14

最
大
偏
向
角
度
(度
)

偏向部の最大偏向角度（全数）

鉛直方向

有効ﾃﾞｰﾀ

　63件

max=12.0

水平方向

有効ﾃﾞｰﾀ

　51件

max=12.3

0

2

4

6

8

10

12

14

最
大
偏
向
角
度
(度
)

平均偏向

角度

6.39(度) 平均偏向

角度

3.85(度)

ＰＣ鋼材の種別： 外ケーブル

最小曲げ半径： 鉛直方向 または 水平方向

「解説」
　偏向部における外ケーブルの最小曲げ半径は、関連規準を下限値として、６ｍ程度までの範囲内で設定されてい
る。尚、有効データ件数に対しプロット要素数が少ないのは、要素が重複していることによる。

「抽出要素」

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

「アンケート項目」 外ケーブル形状について（②最小曲げ半径）

偏向部の最小曲げ半径（国・自治体のみ）

12S15.2

有効ﾃﾞｰﾀ

1件

19S12.7

有効ﾃﾞｰﾀ

1件

PE/SETRA

規定

2.5(m)

PE/SETRA

規定

3.0(m)

19S15.2

有効ﾃﾞｰﾀ

27件

0

1

2

3

4

5

6

7

最
小
曲
げ
半
径
(m
)

偏向部の最小曲げ半径（全数）

12S15.2

有効ﾃﾞｰﾀ

3件

19S12.7

有効ﾃﾞｰﾀ

1件

19S15.2

有効ﾃﾞｰﾀ

59件

0

1

2

3

4

5

6

7

最
小
曲
げ
半
径
(m
)

PE/SETRA

規定

2.5(m)

PE/SETRA

規定

3.0(m)
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構成要素 件数 比率 件数 比率

ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄによる拘束 13  48%  43  67%  

被覆ＰＣ鋼材の採用 12  44%  19  30%  

ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄによる拘束と被覆ＰＣ鋼材の併用 2  7%  2  3%  

合計 27  100%  合計 64  100%  

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」

　偏向部におけるフレッティング対策は、調査事例のすべてが「ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄによる拘束」や「被覆ＰＣ鋼材の採用」に
よって担保されており、ＰＣ鋼材間へのスペーサー設置による対策工やその他の対策及び別途照査方法による事例
は見受けられなかった。

「アンケート項目」 フレッティングに対する照査方法と対策

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

による拘束

13件

(48%)

被覆ＰＣ鋼材

の採用

12件

(44%)

ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

による拘束

と

被覆

ＰＣ鋼材

の併用

2件

(7%)

0

10

20

30

40

50

フレッティングに対する対策（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
7
件
）

ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

による拘束

43件

(67%)
被覆

ＰＣ鋼材

の採用

19件

(30%)

ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

による拘束

と

被覆

ＰＣ鋼材

の併用

2件

(3%)

0

10

20

30

40

50

フレッティングに対する対策（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
4
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

3次元FEM 4  14%  26  41%  

簡易計算法 23  82%  30  47%  

両者併用 1  4%  8  13%  

合計 28  100%  合計 64  100%  

「解説」

　偏向部近傍の解析方法は、国交省および自治体の事例では８割が簡易計算法によっている一方で、公団の事例
のみでは６割が3次元FEM解析によっており、ＰＣ専業者による詳細設計では高度解析が一般化していることがわか
る。事例のうち「両者併用」は、引張力の大きくなる手法を採用したり、簡易計算法では把握困難な局部応力を確認
して補強したり、簡易計算法によって決定した補強の程度の安全性を確認したりといった設計が行われている。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

「アンケート項目」 偏向部近傍の設計方法（解析法）

3次元FEM

4件

(14%)

簡易計算法

23件

(82%)

両者併用

1件

(4%)

0

10

20

30

40

偏向部近傍の設計方法（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
8
件
）

3次元FEM

26件

(41%)

簡易計算法

30件

(47%)

両者併用

8件

(13%)

0

10

20

30

40

偏向部近傍の設計方法（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
4
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

制限なし 15  71%  22  42%  

1.9 N/mm2 0  0%  1  2%  

2.5 N/mm2 1  5%  2  4%  

2.7 N/mm2 1  5%  2  4%  

3.0 N/mm2 4  19%  25  47%  

4.0 N/mm2 0  0%  1  2%  

合計 21  100%  合計 53  100%  

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」

　図中の「制限なし」とは、検討部材を全断面有効としたときのコンクリートの引張縁応力度に着目せず、ＲＣ構造とし
て検討された事例を表している。国交省および自治体の事例では約７割がＲＣ構造として設計されている一方で、公
団のみの事例では８割弱の事例においてコンクリートの引張縁応力度を制限してひび割れの発生に配慮しているこ
とがわかる。

「アンケート項目」 偏向部検討時の引張応力度制限値について（①コンクリート）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

制限なし

22件

(42%)

1.9

N/mm2

1件

(2%)

2.5

N/mm2

2件

(4%)

2.7

N/mm2

2件

(4%)

3.0

N/mm2

25件

(47%)

4.0

N/mm2

1件

(2%)

0

10

20

30

偏向部検討時のｺﾝｸﾘｰﾄ引張応力度の制限値
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
5
3
件
）

制限なし

15件

(71%)

1.9

N/mm2

0件

2.5

N/mm2

1件

(5%)

2.7

N/mm2

1件

(5%)

3.0

N/mm2

4件

(19%)
4.0

N/mm2

0件

0

10

20

30

偏向部検討時のｺﾝｸﾘｰﾄ引張応力度の制限値
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
1
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

100 N/mm2 2  10%  6  11%  

120 N/mm2 1  5%  11  21%  

140 N/mm2 1  5%  2  4%  

180 N/mm2 17  81%  33  62%  

225 N/mm2 0  0%  1  2%  

合計 21  100%  合計 53  100%  

「解説」

　偏向部検討時の鉄筋の引張応力度制限値は、有効データ全数を見ると、１８０ N/mm2を設定した事例が６割以上
を占めているものの、その他約３割の事例が制限値をさらに低減して設定することによってひび割れの発生に配慮し
ていることがわかる。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

「アンケート項目」 偏向部検討時の引張応力度制限値について（②鉄筋）

100

N/mm2

2件

(10%)

120

N/mm2

1件

(5%)

140

N/mm2

1件

(5%)

180

N/mm2

17件

(81%)

225

N/mm2

0件

0

10

20

30

40

偏向部検討時の鉄筋引張応力度の制限値
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
1
件
）

100

N/mm2

6件

(11%)

120

N/mm2

11件

(21%)
140

N/mm2

2件

(4%)

180

N/mm2

33件

(62%)

225

N/mm2

1件

(2%)

0

10

20

30

40

偏向部検討時の鉄筋引張応力度の制限値
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
5
3
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

検討あり 10  37%  24  41%  

検討なし 17  63%  35  59%  

合計 27  100%  合計 59  100%  

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　偏向部の終局時の照査は、約４割の事例において実施されており、いずれも次項に想定するプレストレス力を導入
した場合の補強鋼材量を検討している。

「アンケート項目」 偏向部の終局時照査の有無について（①照査の有無）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

検討あり

10件

(37%)

検討なし

17件

(63%)

0

10

20

30

40

偏向部の終局時照査の有無
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
7
件
）

検討あり

24件

(41%)

検討なし

35件

(59%)

0

10

20

30

40

偏向部の終局時照査の有無
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
5
9
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

降伏点応力度 5  50%  16  73%  

引張強度 5  50%  6  27%  

合計 10  100%  合計 22  100%  

「解説」
　偏向部の終局時照査のプレストレス導入量は、国交省および自治体の事例では考え方が二分している一方で、公
団のみの事例では全１２件中１１件が「降伏点応力度」としており、両者にはばらつきが認められる。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

「アンケート項目」 偏向部の終局時照査の有無について（②照査時のプレストレス導入量）

降伏点

応力度

5件

(50%)

引張強度

5件

(50%)

0

5

10

15

20

偏向部の終局時照査時のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入量
（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
0
件
）

降伏点

応力度

16件

(73%)

引張強度

6件

(27%)

0

5

10

15

20

偏向部の終局時照査時のﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ導入量
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
2
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

隔壁形式 15  65%  30  64%  

リブ形式 8  35%  16  34%  

突起形式 0  0%  1  2%  

合計 23  100%  合計 47  100%  

偏向部構造形式の概念図

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

「アンケート項目」 偏向部近傍の形状・補強方法について

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」

　偏向部の構造形式は、約６割の事例において隔壁形式が採用されている。１件の事例で突起形式が採用されてい
るが、概念図のようにウェブ・下床版の角に個別に偏向部を設けるのではなく、左右を連続させた下床版に設けた水
平リブのような形式を採用している。尚、補強方法は、各形式毎に区別無くすべてが鉄筋による補強を行っている。

隔壁形式

15件

(65%) リブ形式

8件

(35%)

突起形式

0件

0

10

20

30

40

偏向部の構造形式（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
3
件
）

隔壁形式

30件

(64%)

リブ形式

16件

(34%)

突起形式

1件

(2%)

0

10

20

30

40

偏向部の構造形式（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
4
7
件
）
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偏向部の構成 外ｹｰﾌﾞﾙの保護： 裸線

構成要素 件数 比率 件数 比率

typeA 0  0%  0  0%  

typeB 0  0%  0  0%  

typeC 0  0%  0  0%  

typeD 0  0%  0  0%  

typeE 10  83%  11  27%  

typeF 0  0%  28  68%  

typeG 1  8%  1  2%  

typeH 1  8%  1  2%  

合計 12  100%  合計 41  100%  

「偏向管」  +  「ｼｰｽ」  +  「ｸﾞﾗｳﾄ材」

typeA～ 鋼管orｶﾞｽ管+ｼｰｽなし+ｸﾞﾗｳﾄなし typeE～ 鋼管orｶﾞｽ管+PEｼｰｽ+ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

typeB～ 鋼管orｶﾞｽ管+ﾃﾌﾛﾝｼｰﾄ+ｸﾞﾗｳﾄなし typeF～ 鋼管orｶﾞｽ管+透明ｼｰｽ+ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

typeC～ 鋼管orｶﾞｽ管+PEｼｰｽ+ｸﾞﾗｳﾄなし typeG～ PEｼｰｽ+PEｼｰｽ+ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

typeD～ 鋼管orｶﾞｽ管+透明ｼｰｽ+ｸﾞﾗｳﾄなし typeH～ SUSｼｰｽ+PEｼｰｽ+ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

「アンケート項目」 偏向部の構成と偏向具の材質

「抽出要素」

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数
　【裸線の場合】

組合せの凡例→

有効データ全数

「解説」

　ＰＣ鋼材に裸線を用いた場合の偏向部の材料構成は、国交省および自治体の事例では「鋼管orｶﾞｽ管+PEｼｰｽ+ｾ
ﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ」、公団の事例では「鋼管orｶﾞｽ管+透明ｼｰｽ+ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ」の採用が大半を占めており、両者の特徴的な傾
向が現れている。

「統計図」

　【裸線の場合】

国交省および自治体

ＰＣ鋼材：裸線の場合

typeA

0件

typeB

0件

typeC

0件

typeD

0件

typeE

10件

(83%)

typeF

0件

typeG

1件

(8%)

typeH

1件

(8%)

0

5

10

15

20

25

30

偏向部の構成と偏向部の材質（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
2
件
）

ＰＣ鋼材：裸線の場合

typeA

0件

typeB

0件

typeC

0件

typeD

0件

typeE

11件

(27%)

typeF

28件

(68%)

typeG

1件

(2%)

typeH

1件

(2%)

0

5

10

15

20

25

30

偏向部の構成と偏向部の材質（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
4
1
件
）
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偏向部の構成 外ｹｰﾌﾞﾙの保護： 　被覆鋼材

構成要素 件数 比率 件数 比率

typeA 4  27%  5  23%  

typeB 1  7%  1  5%  

typeC 7  47%  12  55%  

typeD 1  7%  1  5%  

typeE 0  0%  1  5%  

typeF 0  0%  0  0%  

typeG 0  0%  0  0%  

typeH 2  13%  2  9%  

合計 15  100%  合計 22  100%  

「偏向管」  +  「ｼｰｽ」  +  「ｸﾞﾗｳﾄ材」

typeA～ 鋼管orｶﾞｽ管+ｼｰｽなし+ｸﾞﾗｳﾄなし typeE～ 鋼管orｶﾞｽ管+PEｼｰｽ+ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

typeB～ 鋼管orｶﾞｽ管+ﾃﾌﾛﾝｼｰﾄ+ｸﾞﾗｳﾄなし typeF～ 鋼管orｶﾞｽ管+透明ｼｰｽ+ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

typeC～ 鋼管orｶﾞｽ管+PEｼｰｽ+ｸﾞﾗｳﾄなし typeG～ PEｼｰｽ+PEｼｰｽ+ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

typeD～ 鋼管orｶﾞｽ管+透明ｼｰｽ+ｸﾞﾗｳﾄなし typeH～ SUSｼｰｽ+PEｼｰｽ+ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

「統計図」

国交省および自治体

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

「アンケート項目」 偏向部の構成と偏向具の材質

有効データ全数

「解説」
　ＰＣ鋼材に被覆鋼材を用いた場合の偏向部の材料構成は、「typeC」の組み合わせが約５割以上を占めている。
尚、公団のみの事例では、被覆鋼材の採用が国交省および自治体の事例の半数程度であることも見て取れる。

「抽出要素」

　【被覆鋼材の場合】
国交省および自治体 有効データ全数

組合せの凡例→

　【被覆鋼材の場合】

ＰＣ鋼材：被覆鋼材の場合

typeA

4件

(27%)
typeB

1件

(7%)

typeC

7件

(47%)

typeD

1件

(7%)
typeE

0件

typeF

0件

typeG

0件

typeH

2件

(13%)

0

5

10

15

20

偏向部の構成と偏向部の材質（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
1
5
件
）

ＰＣ鋼材：被覆鋼材の場合

typeA

5件

(23%) typeB

1件

(5%)

typeC

12件

(55%)

typeD

1件

(5%)

typeE

1件

(5%)
typeF

0件

typeG

0件

typeH

2件

(9%)

0

5

10

15

20

偏向部の構成と偏向部の材質（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
2
件
）
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① ②
件数 比率 件数 比率

μ=0.3 63  97%  λ=0.0 64  98%  

その他 2  3%  その他 1  2%  

合計 65  100%  合計 65  100%  

③
件数 比率 　　　①：外ケーブルの角変化１ラジアン当りの摩擦係数

実測なし 63  97%  　　　②：外ケーブルの長さ１ｍ当りの摩擦係数

実測あり 2  3%  　　　③：実測値の有無

合計 65  100%  

μ=0.23

μ=0.15
「解説」

事例１

事例２

事例３

③②①

実測なし

実測値による

実測値による

λ=0.00001

λ=0.0

λ=0.0

μ=0.3

③実測値の有無
「統計図」

凡例

　偏向部における外ケーブルの摩擦係数の設定値は、大半が実験などの実測値を計測することなく、関連マニュア
ルなどの推奨値を採用している。尚、各係数のその他の事例には、下記の組み合わせを設定値としている事例があ
る。

「統計表」

有効データ全数 有効データ全数

構成要素構成要素

①外ケーブルの角変化１ラジアン当りの摩擦係数 ②外ケーブルの長さ１ｍ当りの摩擦係数

有効データ全数

構成要素

「分類要素」 偏向部（鉛直リブおよび水平リブ）について

「アンケート項目」 偏向部の摩擦係数（設計時の設定値および実測値）

偏向部における外ケーブルの摩擦係数①

μ=0.3

63件

(97%)

その他

2件

(3%)

0

10

20

30

40

50

60

70

外ケーブルの角変化１ラジアン当りの摩擦係数
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
5
件
）

偏向部における外ケーブルの摩擦係数②

λ=0.0

64件

(98%)

その他

1件

(2%)

0

10

20

30

40

50

60

70

外ケーブルの長さ１ｍ当りの摩擦係数
（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
5
件
）

偏向部における外ケーブルの摩擦係数③

実測なし

63件

(97%)

実測あり

2件

(3%)

0

10

20

30

40

50

60

70

実測値の有無（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
5
件
）
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(9) 防食について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

ｴﾎﾟｷｼ被覆 7  24%  14  21%  

ｴﾎﾟｷｼ被覆＋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆 2  7%  2  3%  

ｴﾎﾟｷｼ被覆＋PEｼｰｽ 1  3%  1  2%  

ｴﾎﾟｷｼ被覆＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ＋PEｼｰｽ 1  3%  1  2%  

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆 1  3%  3  5%  

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆＋ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ被覆 2  7%  2  3%  

裸線＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ＋PEｼｰｽ 11  38%  12  18%  

裸線＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ＋透明ｼｰｽ 1  3%  28  42%  

裸線＋亜鉛ﾒｯｷ＋防錆材＋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆 2  7%  2  3%  

不明 1  3%  1  2%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「アンケート項目」 外ケーブルの保護方法

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 防食について

「解説」

　外ケーブルの保護方法は、両集計共に２０％程度が１重防食エポキシ被覆鋼材の事例となっている。その他、それ
ぞれ多くを占めているのは、国交省および自治体が「裸線＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ＋PEｼｰｽ」、公団が「裸線＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ＋透
明ｼｰｽ」であり、両者の特徴的な部分である。

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計表」

外ケーブル保護方法　（国・自治体のみ）

ｴﾎﾟｷｼ被覆

 7件

ｴﾎﾟｷｼ被覆＋

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆

 2件

ｴﾎﾟｷｼ被覆

＋PEｼｰｽ

 1件

ｴﾎﾟｷｼ被覆＋

ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋PEｼｰｽ

 1件

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆

 1件

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆

＋ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ被覆

 2件

裸線

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋PEｼｰｽ

 11件 裸線

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋透明ｼｰｽ

 1件

裸線

＋亜鉛ﾒｯｷ

＋防錆材

＋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ

被覆

 2件

不明

 1件

0

10

20

30

40

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

外ケーブル保護方法　（全数）

ｴﾎﾟｷｼ被覆

 14件

ｴﾎﾟｷｼ被覆＋

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆

 2件

ｴﾎﾟｷｼ被覆

＋PEｼｰｽ

 1件

ｴﾎﾟｷｼ被覆＋

ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋PEｼｰｽ

 1件

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆

 3件

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆

＋ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ被覆

 2件

裸線

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋PEｼｰｽ

 12件

裸線

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋透明ｼｰｽ

 28件

裸線

＋亜鉛ﾒｯｷ

＋防錆材

＋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ

被覆

 2件

不明

 1件

0

10

20

30

40

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

塩水噴霧試験 1  3%  1  2%  

デビエータ部擦傷試験 1  3%  1  2%  

傾斜管を用いたグラウト実験 0  0%  1  2%  

ｸﾞﾗｳﾄ冬季施工の検討 1  3%  2  3%  

保護工法の実績調査 1  3%  1  2%  

経済比較 1  3%  1  2%  

防触方法比較 1  3%  2  3%  

検討なし 24  83%  58  88%  

～ 29  件 ～ 66  件

※1事例1件ではなく、複数回答がある。

※ここでの比率は、各物件事例件数に対する比率を表す。

「分類要素」 防食について

「アンケート項目」 保護工法を決定するに当たって実施した事前検討の有無および内容

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

国交省および自治
体の事例件数

本調査事例の
全件数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　保護工法を決定するに当たって実施した事前検討の事例は、両集計共に８０％以上が未検討であるが、具体の検
討例として上記７例が参考となる。

保護方法決定の際の事前検討
（全数）

塩水

噴霧

試験
デビエータ部

擦傷試験

傾斜管を用いた

グラウト実験

ｸﾞﾗｳﾄ冬季

施工の検討

保護工法の

実績調査

経済比較

防触方法

比較

0

1

2

3

4

5

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
7
件
）

検討なし

58件

保護方法決定の際の事前検討
（国・自治体のみ）

塩水

噴霧

試験

デビエータ部

擦傷試験

傾斜管を用いた

グラウト実験

ｸﾞﾗｳﾄ冬季

施工の検討

保護工法の

実績調査

経済比較

防触方法

比較

0

1

2

3

4

5

デ
ー
タ
件
数
（
全
3
0
件
）

検討なし

24件
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構成要素 件数 比率 件数 比率

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ 18  62%  48  73%  

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ（ｴﾎﾟ塗装）＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ　 1  3%  1  2%  

定着具保護ｶﾊﾞｰ＋ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ 0  0%  1  2%  

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ｸﾞﾘｰｽ 2  7%  2  3%  

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋無収縮ﾓﾙﾀﾙ 1  3%  3  5%  

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ﾎﾟﾘﾌﾞﾀｼﾞｴﾝｺﾞﾑ 0  0%  2  3%  

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ＋防錆ｷｬｯﾌﾟ（発砲ｳﾚﾀﾝ充填） 3  10%  3  5%  

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ＋防錆ｷｬｯﾌﾟ（ｸﾞﾘｽ充填） 1  3%  1  2%  

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ（ｸﾞﾘｽ充填） 2  7%  2  3%  

二重防錆ｷｬｯﾌﾟ 0  0%  1  2%  

未決 1  3%  2  3%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「解説」
　定着部の保護方法は、両集計共に６０％以上が「ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ」である。その他、それぞれ事例がわず
かではあるが、多岐にわたる組み合わせが採用されている。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 防食について

「アンケート項目」 緊張後の定着部保護方法

定着部保護方法
（全数）

未決ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

（ｴﾎﾟ塗装）

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

定着具

保護ｶﾊﾞｰ

＋ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ｸﾞﾘｰｽ

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋無収縮ﾓﾙﾀﾙ

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ﾎﾟﾘﾌﾞﾀ

ｼﾞｴﾝｺﾞﾑ

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋防錆ｷｬｯﾌﾟ

（発砲ｳﾚﾀﾝ充填）

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋防錆ｷｬｯﾌﾟ

（ｸﾞﾘｽ充填）

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

（ｸﾞﾘｽ充填）

二重防錆

ｷｬｯﾌﾟ

0

1

2

3

4

5

6

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

ｸ ﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

48件

(73%)

定着部保護方法
（国・自治体のみ）

未決

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

（ｴﾎﾟ塗装）

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ｸﾞﾘｰｽ

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋無収縮ﾓﾙﾀﾙ

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋防錆ｷｬｯﾌﾟ

（発砲ｳﾚﾀﾝ充填）

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

＋防錆ｷｬｯﾌﾟ

（ｸﾞﾘｽ充填）

ｸﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

（ｸﾞﾘｽ充填）

0

1

2

3

4

5

6

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

ｸ ﾞﾗｳﾄｷｬｯﾌﾟ

＋ｾﾒﾝﾄｸﾞﾗｳﾄ

18件

(62%)
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(10) 維持管理について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

ﾃﾝﾄﾞﾝｷﾞｬﾗﾘｰ 4  14%  8  12%  

検査通路 9  31%  36  55%  

検査孔 21  72%  51  77%  

設備なし 4  14%  7  11%  

～ 29  件 ～ 66  件

※1事例1件ではなく、複数回答がある。

※ここでの比率は、各物件事例件数に対する比率を表す。

「分類要素」 維持管理について

「アンケート項目」 完成後の点検のために配慮した構造または装置

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

国交省および自治
体の事例件数

本調査事例の
全件数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」
　点検のために配慮した構造には、７０％以上が「検査孔」を備え、特に公団の事例の多くが検査通路を設けて定着
部の確認が出来るよう配慮していることがわかる。

ﾃﾝﾄﾞﾝｷﾞｬﾗﾘｰ

 8件

(12%)

検査通路

 36件

(55%)

検査孔

 51件

(77%)

設備なし

 7件

(11%)

0

10

20

30

40

50

60

完成後点検設備（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

ﾃﾝﾄﾞﾝｷﾞｬﾗﾘｰ

 4件

(14%)

検査通路

 9件

(31%)

検査孔

 21件

(72%)
設備なし

 4件

(14%)

0

10

20

30

40

50

60

完成後点検設備（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

取替え可能 16  55%  52  79%  

取替え不可能 13  45%  14  21%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「分類要素」 維持管理について

「アンケート項目」 外ケーブルの取替えについて（①構造）

「解説」
　外ケーブル定着部の構造は、国交省および自治体の事例では取替え可能な構造と不可能な構造に回答がやや
二分したものの、公団のみの事例ではほぼ全数が維持管理を意識して取替え可能な構造を採用している。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

可能

 52件

(79%)

不可能

 14件

(21%)

0

10

20

30

40

50

60

外ケーブルの取替え（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
6
6
件
）

可能

 16件

(55%)

不可能

 13件

(45%)

0

10

20

30

40

50

60

外ケーブルの取替え（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
9
件
）
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構成要素 件数 比率 件数 比率

配置可能 14  54%  46  78%  

配置不可能 12  46%  13  22%  

合計 26  100%  合計 59  100%  

「解説」
　予備ケーブルの配置の可能性は、前項の外ケーブル定着部の構造と同様な回答が得られ、国交省および自治体
の事例と公団のみの事例とでは、設計思想に差異がある可能性がある。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「分類要素」 維持管理について

「アンケート項目」 外ケーブルの取替えについて（②予備ケーブル配置の可能性）

可能

 46件

(78%)

不可能

 13件

(22%)

0

10

20

30

40

50

60

予備ｹｰﾌﾞﾙ配置（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
5
9
件
）

可能

 14件

(54%)

不可能

 12件

(46%)

0

10

20

30

40

50

60

予備ｹｰﾌﾞﾙ配置（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
6
件
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成要素 件数 比率 件数 比率

ｽﾍﾟｰｽあり 10  48%  38  70%  

ｽﾍﾟｰｽなし 11  52%  16  30%  

合計 21  100%  合計 54  100%  

「分類要素」 維持管理について

「アンケート項目」 外ケーブルの取替えについて（③再緊張のスペースの有無）

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」

　外ケーブルの取替えに際する再緊張のスペースがないとの回答には、一部だけ隔壁やパラペットが障害となるもの
や、全長一括ケーブルとして定着具および予備孔を設けていてもパラペットや隣接橋が障害となるケースを含んでい
る。

ｽﾍﾟｰｽあり

 38件

(70%)

ｽﾍﾟｰｽなし

 16件

(30%)

0

10

20

30

40

50

60

再緊張のスペース（全数）

デ
ー
タ
件
数
（
全
5
4
件
）

ｽﾍﾟｰｽあり

 10件

(48%)

ｽﾍﾟｰｽなし

 11件

(52%)

0

10

20

30

40

50

60

再緊張のスペース（国・自治体のみ）

デ
ー
タ
件
数
（
全
2
1
件
）
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(11) その他について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 全外ケーブル方式では、突起等の荷重が大きくなる。内外併用方式の方が、コスト縮減が可能である。

・ 内外併用構造は、施工性が良い。

　①張出し施工時で配置する内ケーブル数が減る。

　②断面も小さくなり、鉄筋やコンクリートが減り、工程が早くなる。

・ 施工性や経済性から考えて、全外ケーブルが有効とは考えにくい。

・ 再緊張スペースの確保には、構造的ならびにコスト的に困難な場合が多い。

・ 外ケーブル作業が張出し架設が完了して閉合部を連結してからとなる場合、箱桁内部作業がかなり

多くなることから、施工性・通行性を重視した隔壁部形状の計画をする必要がある。

・ 柱頭部の支点横桁が二枚壁構造であったため、外ケーブル定着のために充実断面とする必要が生

じ、マスコン対策が必要となった。温度ひび割れが発生し易い構造であり、セメント種類の変更、クー

リング、保温型枠、補強鉄筋の追加等の対策に苦慮した。

・ 桁内緊張位置とケ－ブル配置に注意し、ジャッキセットが容易にできるようにしたい。

・ 大容量ケーブルが多数配置されるため、定着部構造が複雑となる。

・ 積算と実施工の差異がケーブル支持用の支保工に発生している。

・ 固定支保工施工の場合、コンクリ－ト打設から緊張までの期間が長く、積算上の支保工設置期間が

実情にあわない。

・ 外ケーブル定着具は、オプション部品が多いにもかかわらず数量計上の際に表現されない場合が多

いため、必須なものとしてカタログ等に記載する必要がある。

・ ケーブル挿入と組立て材料の搬入・搬出は、必ず桁外（開口部）からであるため、これに伴う雑材料

を明示しても良いのでは。

・ 定着部の設計において、構造的に簡易計算法を適用することが困難な場合が多い。　　

・ 設計においては、架設鋼材のさばきが非常に困難な作業となる。

・ 本橋では鋼材量が多かったため、外ケーブルを荷重として見込み設計を行った。

・ 外ケーブルが端部横桁で定着される設計であったため、交換・再緊張が可能というメリットが実質失わ

れている。全径間に内ケーブルを配置して断面を決定し、不足分を外ケーブルで補う設計であったな

らば、外ケーブル定着部を箱桁内部に設置できたと考えられる。

・ 定着突起部は、非線形解析の必要性がある。破壊性状や終局状態を十分吟味し、性能設計が突起

部に摘要できれば、効果的かつ経済的な補強が可能となり、突起形状も縮小出来るのではないか。

・ 定着部のＦＥＭ解析における制限値が、各橋梁によってまちまちなので、統一見解を知りたい。

・ 発注時は全外ｹｰﾌﾞﾙ（架設・張出とも19S15.2）で設計されていたが、外ケーブルを換算断面と見なし

ていたため、実際は許容値を大きく超える結果となってしまった。やむなく自重（定着突起重量）を減

らす目的で、架設時のケーブルを12S15.2とした経緯がある。

・ 内外併用の場所打ち支保工施工において、内ケーブル全本数緊張後においてもたわみが下ぞりと

なった。また、上床版内ケ－ブル、下床版内ケ－ブルの緊張順序によっ主桁に引張応力が発生した。

したがって、緊張順序、支保工撤去時期を緊張段階毎に入念に照査する必要があった。

・ 発注者側の外ケーブルの維持管理（取替や再緊張）に対する考え方が不明確で、意志統一がされて

いないとの印象を受ける。

・ 将来的には、ケーブルを取り替えられる構造のほうが、トータル的にみて望ましいと考える。

・ 維持管理上、ジャッキ・ポンプを桁内に入れる開口部を設置した方がよい。

・ ケーブル取り替えや防錆を考えるならば、樹脂塗装鋼材が望ましい。

・ 桁端定着部の耐候性に注意したい。（特に塩害地区においては）

・ 塩害を受けやすい地域における外ケーブルの塩害対策方針はあるか。

「分類要素」 その他について

「アンケート項目」 外ケーブル構造に関する意見（設計・施工・維持管理の課題、疑問点）（１／２）

（その１）

設計及び

維持管理

に関する事柄
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・ 架設ケーブルを外ケーブルとすると、ワーゲン移動時の型枠骨組の組みばらし、シェアラグケーブル

の設置と作業が煩雑となる（ワーゲン施工サイクルに影響する）。架設ケーブルは内ケーブル方式、

連続ケーブルは外ケーブル方式が良いと考える。

・ 横桁定着前面にクラックが発生したため、定着部近傍に横締鋼材を配置するのが有効と思われる。

・ 緊張ジャッキの小型化が望まれる。

・ 施工においては、偏向管の配置には十分注意を払う必要がある。

・ 偏向管は、直進する側は理論的にはラッパ形状は不要だが、実施工においては両側ともラッパ形

状とした方がよい。

・ エポキシ被覆の採用によって、グラウトの必要が無くなるのは簡便である。

・ エポキシ被覆鋼材の使用によって、自由長部のグラウト作業をなくしたが、定着部のグラウトが必要

であるため、今後の課題として定着部グラウトの省略が可能かどうかの検討が期待される。

・ 施工時にエポキシ被覆鋼材の被膜部が損傷を受けないよう留意する必要がある。

・ グラウト防錆の場合、気泡の最大許容量を施工基準として明確にし、対処方法の選定基準検討を

行う必要がある。

・ 透明シースの使用により、グラウト施工前のケーブル点検及びグラウト充填度の確認が目視によって

可能であり、施工管理上の有効性が高い。

・ グラウトの際、ＦＣ方式継手（標準部）は良いが、熱収縮方式継手（偏向部）は、若干漏れやすいと

思われる。

・ ＰＥ管の接続方法にはＥＦジョイントを使用したが、グラウト漏れはなかった。

・ グラウト注入の際、ＰＥ管溶接部からのグラウト漏れが多かったため、かなりの労力と時間を費やした。

今後は、ＰＥ管のないタイプでするか、ＰＥ管の接続方法を確実で早く施工できるものを開発するか、

いずれかの検討が望まれる。

・ 外ケーブルの定着付近や偏向部の鉄筋配置が密であり、図面通りに組み立てるのが困難である。

・ ケーブルが平面変化すると、偏向管の製作、偏向管設置が煩雑になる。

・ 死荷重状態の時、内ケーブルのみでは許容値を満たさないため、外ケーブル緊張後でないと支保工

解体ができなかった。

・ 支保工施工の場合、下床版打設から緊張までの期間が長いため、支保工の解体が遅れる。

・ 箱桁内部の緊張スペ－スに余裕がなく、ジッキセットに苦労した。

・ プッシングマシーンを用いて透明シース内にＰＣケーブルを挿入する施工方法とする場合は、シース

内にＰＣケーブルをセンタリング配置することは実質的に困難となる。

・ 透明シースの配置や鋼材配置時の高さ調整に手間がかかる。

・ 透明シースグラウトについて、グラウト完了後にＰＣ鋼線内部の空気により、シース上面にエアー溜ま

りができ、その補修に手間がかかった。

・ 固定支保工式場所打工法の場合には、箱桁内部支保工解体後にケーブル配置を行うために、打設

から外ケーブル緊張までに２０日程度の期間を有する。その間橋体は、ＲＣ構造物となるため、上床

版直角方向にクラックが発生した。

・ 下床版部に設置した検査孔蓋が外ケーブルと緩衝し、開閉できない箇所があった。　

・ ＰＥ管同士のソケット型接続部からグラウト漏れが一部発生した。

・ 透明シースの接続部よりグラウト漏れが生じた。

「分類要素」 その他について

「アンケート項目」 外ケーブル構造に関する意見（設計・施工・維持管理の課題、疑問点）（２／２）

（その２）

施工

に関する事柄
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構成要素 件数 比率 件数 比率

投稿あり 7  25%  16  25%  

投稿なし 21  75%  48  75%  

合計 28  100%  合計 64  100%  

「分類要素」 その他について

「アンケート項目」 関連する刊行物への投稿の有無

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数

「解説」 　関連する刊行物への投稿は、いずれの事例においても１/４の事例において投稿がなされている。
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構成要素 件数 比率 件数 比率

委員会あり 1  3%  2  3%  

委員会なし 28  97%  64  97%  

合計 29  100%  合計 66  100%  

「分類要素」 その他について

「アンケート項目」 構造や工法の決定のための学識経験者などを含めた委員会の発足の有無

「解説」

　委員会の発足がなされた事例は、国交省と公団の事例に各１件あり、それぞれ、固定支保工による３径間連続スト
ラット付ＰＣ箱桁橋における「構造寸法に関する景観委員会」とﾌﾟﾚｷｬｽﾄｾｸﾞﾒﾝﾄｽﾊﾟﾝﾊﾞｲｽﾊﾟﾝ架設工法による17径間
連続2主箱桁橋の「都市内ＰＣ高架橋のプレキャスト化に関する技術検討委員会」の事例を示す。

「統計表」

国交省および自治体 有効データ全数

「統計図」

国交省および自治体 有効データ全数
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